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秋田市職員退職手当基金条例をここに公布する。

令和６年３月６日

秋田市長 穂 積 志

秋田市条例第４号

秋田市職員退職手当基金条例

（設置）

第１条 秋田市職員の定年等に関する条例（昭和59年秋田市条例第13号）

附則第２項の規定による定年の段階的な引上げに伴い、定年に達したこ

とにより退職する者の数の年度間における増減が平準化するまでの間に

おいて、退職手当（秋田市職員の退職手当に関する条例（昭和29年秋田

市条例第２号）の規定に基づき支給するもの（臨時的に任用された職員

に対して支給するものを除く。）に限る。以下同じ。）の支給に要する

経費に充てるため、秋田市職員退職手当基金（以下「基金」という。）

を設置する。

（積立て）

第２条 基金として積み立てる額は、一般会計歳入歳出予算で定める額と

する。

（管理）

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利

な方法により保管しなければならない。

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代

えることができる。

（運用益金の処理）

第４条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、

基金に編入するものとする。

（繰替運用）
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第５条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、

期間および利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運

用することができる。

（処分）

第６条 基金は、退職手当の支給に要する経費に充てる場合に限り、処分

することができる。

（委任）

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、

市長が別に定める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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　特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例をここに公布す

る。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第５号 

 

 　　　特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

　特別職の職員の給与に関する条例（昭和26年秋田市条例第４号）の一部

 を次のように改正する。

 　附則第４項中「令和５年12月」を「令和６年12月」に改める。

 　附則第６項中「令和６年３月31日」を「令和７年４月30日」に改める。

 

 　　　附　則

　この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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　教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件および職務に専念する義務の

特例に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第６号 

 

　　　教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件および職務に専念する義

 務の特例に関する条例の一部を改正する条例

　教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件および職務に専念する義務の

特例に関する条例（平成３年秋田市条例第６号）の一部を次のように改正

 する。

 　附則第３項中「令和５年12月」を「令和６年12月」に改める。

 　附則第５項中「令和６年３月31日」を「令和７年４月30日」に改める。

 

 　　　附　則

　この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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　秋田市会計年度任用職員の給与等に関する条例および秋田市公営企業職

員の給与に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第７号 

 

　　　秋田市会計年度任用職員の給与等に関する条例および秋田市公営企

 業職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

 　（秋田市会計年度任用職員の給与等に関する条例の一部改正）

第１条　秋田市会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年秋田市

 条例第22号）の一部を次のように改正する。

　　第２条第１項第１号中「期末手当」の次に「および勤勉手当」を加え、

同項第２号中「および期末手当」を「、期末手当および勤勉手当」に改

 める。

　　第21条の見出し中「期末手当」の次に「および勤勉手当」を加え、同

条第１項中「期末手当を」の次に「、給与条例第27条第１項から第４項

までの規定の例により勤勉手当を、それぞれ」を、「期末手当基礎額」

の次に「および勤勉手当基礎額」を加え、同条第３項中「期末手当」の

次に「および勤勉手当」を加え、同条第４項中「第26条の３」の次に

「（これらの規定を給与条例第27条第５項において読み替えて準用する

 場合を含む。）」を加える。

　　第22条第１項第１号中「期末手当」の次に「および勤勉手当」を加え、

同項第２号中「および期末手当」を「、期末手当および勤勉手当」に改

 める。

 　（秋田市公営企業職員の給与に関する条例の一部改正）

第２条　秋田市公営企業職員の給与に関する条例（昭和28年秋田市条例第

 17号）の一部を次のように改正する。
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　　第17条第１項第１号中「および期末手当」を「、期末手当および勤勉

手当」に改め、同条第２項中「、第14条、第15条」を「から第15条ま

で」に改め、「、第16条の６ただし書中「期末手当および勤勉手当」と

 あるのは「期末手当」と」を削る。

 

 　　　附　則

 　（施行期日）

 １　この条例は、令和６年４月１日から施行する。

 　（秋田市職員の育児休業等に関する条例の一部改正）

２　秋田市職員の育児休業等に関する条例（平成４年秋田市条例第６号）

 の一部を次のように改正する。

　　第７条第３項中「（会計年度任用職員を除く。）」を削り、同条に次

 の１項を加える。

　４　前項の規定にかかわらず、育児休業をしている会計年度任用職員の

勤勉手当の支給については、別に定めるところによる。
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　秋田市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例をここに公布

する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第８号 

 

 　　　秋田市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例

　秋田市職員の退職手当に関する条例（昭和29年秋田市条例第２号）の一

 部を次のように改正する。

 　附則第14項中「第35条」を「第35条の２」に改める。

 

 　　　附　則

　この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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　秋田市特別会計条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第９号 

 

　　　秋田市特別会計条例の一部を改正する条例 

　秋田市特別会計条例（昭和39年秋田市条例第６号）の一部を次のように

改正する。 

　第１条中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号から第10号までを

１号ずつ繰り上げる。 

 

　　　附　則 

　（施行期日） 

１　この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 　（経過措置）

２　改正前の秋田市特別会計条例第１条第４号に規定する秋田市中央卸売

市場会計（以下「旧中央卸売市場会計」という。）の令和５年度の収入

および支出ならびに決算については、なお従前の例による。この場合に

おいて、旧中央卸売市場会計の令和６年度の歳入に繰り入れるべき金額

があるときは、改正後の秋田市特別会計条例第１条第４号に規定する秋

田市公設地方卸売市場会計（以下「新公設地方卸売市場会計」とい

 う。）の歳入に繰り入れるものとする。

３　この条例の施行の際旧中央卸売市場会計に所属する権利義務は、新公

 設地方卸売市場会計に帰属するものとする。
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　秋田市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例をここに公布

する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第10号 

 

　　　秋田市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例 

　秋田市個人番号の利用に関する条例（平成27年秋田市条例第56号）の一

部を次のように改正する。 

　第４条第１項中「法別表第２の第２欄に掲げる事務」を「特定個人番号

利用事務」に改め、同条第３項中「法別表第２の第２欄に掲げる事務」を

「特定個人番号利用事務」に、「同表の第４欄に掲げる特定個人情報」を

「利用特定個人情報」に改め、同項ただし書中「特定個人情報」を「利用

特定個人情報」に改める。 

　別表第２の１の項中「障害者関係情報、生活保護関係情報、地方税関係

情報」を「身体障害者福祉法による身体障害者手帳、精神保健及び精神障

害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）による精神障害者保健福

祉手帳もしくは知的障害者福祉法にいう知的障害者に関する情報（以下

「障害者関係情報」という。）、生活保護法（昭和25年法律第144号）に

よる保護の実施もしくは就労自立給付金もしくは進学準備給付金の支給に

関する情報（以下「生活保護関係情報」という。）、地方税法（昭和25年

法律第226号）その他の地方税に関する法律に基づく条例の規定により算

定した税額もしくはその算定の基礎となる事項に関する情報（以下「地方

税関係情報」という。）」に、「児童扶養手当関係情報、特別児童扶養手

当関係情報、中国残留邦人等支援給付等関係情報、障害者自立支援給付関

係情報」を「児童扶養手当法（昭和36年法律第238号）による児童扶養手

当の支給に関する情報（以下「児童扶養手当関係情報」という。）、特別
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児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和39年法律第134号）による特別

児童扶養手当の支給に関する情報（以下「特別児童扶養手当関係情報」と

いう。）、中国残留邦人等支援給付等の支給に関する情報（以下「中国残

留邦人等支援給付等関係情報」という。）、障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）による自立支

援給付の支給に関する情報（以下「障害者自立支援給付関係情報」とい

う。）」に改め、同表の２の項中「（昭和25年法律第144号）」を削り、

「医療保険給付関係情報」を「健康保険法（大正11年法律第70号）、船員

保険法（昭和14年法律第73号）、私立学校教職員共済法（昭和28年法律第

245号）、国家公務員共済組合法（昭和33年法律第128号）、国民健康保険

法（昭和33年法律第192号）もしくは地方公務員等共済組合法（昭和37年

法律第152号）もしくは高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律

第80号）による医療に関する給付の支給もしくは保険料の徴収に関する情

報（以下「医療保険給付関係情報」という。）」に、「介護保険給付等関

係情報」を「介護保険法（平成９年法律第123号）による保険給付の支

給、地域支援事業の実施もしくは保険料の徴収に関する情報（以下「介護

保険給付等関係情報」という。）」に改め、「（平成 17年法律第 123

号）」を削り、同表の３の項中「（昭和25年法律第226号）」を削り、同

表の５の項中「（昭和 33年法律第 19 2号）」を削り、同表の８の項中

「（昭和57年法律第80号）」を削り、同表の11の項中「（昭和39年法律第

134号）」を削り、「児童手当関係情報」を「児童手当法（昭和46年法律

第73号）による児童手当もしくは特例給付（同法附則第２条第１項に規定

する給付をいう。）の支給に関する情報」に改め、同表の21の項中「法別

表第２の第２欄に掲げる事務」を「特定個人番号利用事務」に、「同表の

第４欄に掲げる生活保護関係情報」を「生活保護関係情報に係る利用特定

 個人情報」に改める。

 

 　　　附　則

　この条例は、規則で定める日から施行する。
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　秋田市立千秋美術館条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第11号 

 

　　　秋田市立千秋美術館条例の一部を改正する条例 

　秋田市立千秋美術館条例（平成元年秋田市条例第25号）の一部を次のよ

うに改正する。 

　別表の備考の５中「４月１日から翌年の３月31日までの期間」を「納付

 をした日から起算して１年の間」に改める。

 

 　　　附　則

　この条例は、令和６年６月29日から施行する。
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　秋田市犯罪被害者等見舞金支給条例の一部を改正する条例をここに公布

する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第12号 

 

 　　　秋田市犯罪被害者等見舞金支給条例の一部を改正する条例

　秋田市犯罪被害者等見舞金支給条例（平成29年秋田市条例第９号）の一

 部を次のように改正する。

 　第７条中「第10条」の次に「もしくは第10条の２」を加える。

 

 　　　附　則

　この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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　秋田市障がいのある人もない人も共に生きるまちづくり条例の一部を改

正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第13号 

 

　　　秋田市障がいのある人もない人も共に生きるまちづくり条例の一部

 を改正する条例

　秋田市障がいのある人もない人も共に生きるまちづくり条例（平成29年

秋田市条例第41号）の一部を次のように改正する。 

　第５条中「深め」を「深めるとともに」に改め、「とともに、障がいの

ある人に対し合理的配慮の提供をする」を削る。 

　第９条第２項中「するよう努めるものとする」を「しなければならな

い」に改める。 

 

　　　附　則 

　この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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　秋田市無料低額宿泊所の設備および運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第14号 

 

 　　　秋田市無料低額宿泊所の設備および運営に関する基準を定める条例

 の一部を改正する条例

　秋田市無料低額宿泊所の設備および運営に関する基準を定める条例（令

 和元年秋田市条例第39号）の一部を次のように改正する。

　第14条第７項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これ

らに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」

を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知

覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって電子計

算機による情報処理の用に供されるものをいう。）に係る記録媒体をい

 う。）」に改める。

 

 　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

- 21 -



　秋田市介護保険条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第15号 

 

 　　　秋田市介護保険条例の一部を改正する条例

　秋田市介護保険条例（平成12年秋田市条例第23号）の一部を次のように

 改正する。

　第４条第１項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から

令和８年度まで」に改め、同項第１号中「第39条第１項第１号」を「第38

条第１項第１号」に、「３万7,392円」を「３万4,027円」に改め、同項第

２号中「第39条第１項第２号」を「第38条第１項第２号」に、「５万

2,349円」を「４万8,610円」に改め、同項第３号中「第39条第１項第３

号」を「第38条第１項第３号」に、「５万6,088円」を「５万1,601円」に

改め、同項第４号中「第39条第１項第４号」を「第38条第１項第４号」に

改め、同項第５号中「第39条第１項第５号」を「第38条第１項第５号」に

改め、同項第６号中「第39条第１項第６号」を「第38条第１項第６号」に

改め、同項第７号中「第39条第１項第７号」を「第38条第１項第７号」に

改め、同項第８号中「第39条第１項第８号」を「第38条第１項第８号」に

改め、同項第９号中「第39条第１項第９号」を「第38条第１項第９号」に

 改め、同項第10号から第12号までを次のように改める。

　(10) 令第38条第１項第10号に掲げる者　12万7,133円 

　(11) 令第38条第１項第11号に掲げる者　13万872円 

　(12) 令第38条第１項第12号に掲げる者　13万4,612円 

 　第４条第１項に次の１号を加える。

　(13) 令第38条第１項第13号に掲げる者　14万2,090円 

 　第４条第２項から第５項までを次のように改める。
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２　令和６年度から令和８年度までの令第38条第１項第７号の基準所得金

額は、同条第７項の規定に基づく介護保険法施行規則（平成11年厚生省

令第36号。以下「省令」という。）第143条の２の規定にかかわらず、

150万円とする。 

３　令和６年度から令和８年度までの令第38条第１項第８号の基準所得金

額は、同条第８項の規定に基づく省令第143条の３の規定にかかわらず、

180万円とする。 

４　令和６年度から令和８年度までの令第38条第１項第９号の基準所得金

額は、同条第９項第１号の規定にかかわらず、250万円とする。 

５　令和６年度から令和８年度までの令第38条第１項第10号の基準所得金

額は、同条第９項第２号の規定にかかわらず、300万円とする。 

　第４条第８項中「第６項」を「第８項」に、「令和３年度から令和５年

度まで」を「令和６年度から令和８年度まで」に、「22,436円」を「２万

1,314円」に、「52,349円」を「５万1,228円」に改め、同項を同条第10項

とし、同条第７項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度か

ら令和８年度まで」に、「22,436円」を「２万1,314円」に、「33,653

円」を「３万3,653円」に改め、同項を同条第９項とし、同条第６項中

「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度まで」

に、「22,436円」を「２万1,314円」に改め、同項を同条第８項とし、同

 条第５項の次に次の２項を加える。

６　令和６年度から令和８年度までの令第38条第１項第11号の基準所得金

額は、同条第９項第３号の規定にかかわらず、400万円とする。 

７　令和６年度から令和８年度までの令第38条第１項第12号の基準所得金

額は、同条第９項第４号の規定にかかわらず、720万円とする。 

　第６条第３項中「第39条第１項第１号イ」を「第38条第１項第１号イ」

に、「ならびに第９号ロならびに第４条第１項第10号イならびに第11号

イ」を「、第９号ロ、第10号ロ、第11号ロならびに第12号ロ」に、「第39

条第１項第１号から第９号までならびに第４条第１項第10号および第11

号」を「第38条第１項第１号から第12号まで」に改める。 

　第12条第１項第５号中「令第39条第１項第２号」を「第４条第１項第２
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号」に、「該当する」を「掲げる」に改める。 

　第13条ただし書中「地方税法」の次に「（昭和25年法律第226号）」を

加え、「すべて」を「全て」に改める。 

　附則第10項中「租税特別措置法」の次に「（昭和32年法律第26号）」を

加える。 

 

 　　　附　則

 　（施行期日）

 １　この条例は、令和６年４月１日から施行する。

 　（経過措置）

２　改正後の秋田市介護保険条例第４条の規定は、令和６年度以後の年度

分の保険料から適用し、令和５年度以前の年度分の保険料については、

なお従前の例による。
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　秋田市指定居宅サービス等の事業の人員、設備および運営に関する基準

を定める条例等の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第16号 

 

　　　秋田市指定居宅サービス等の事業の人員、設備および運営に関する

　　　基準を定める条例等の一部を改正する条例 

　（秋田市指定居宅サービス等の事業の人員、設備および運営に関する基

　準を定める条例の一部改正） 

第１条　秋田市指定居宅サービス等の事業の人員、設備および運営に関す

　る基準を定める条例（平成24年秋田市条例第71号）の一部を次のように

　改正する。 

 　　第６条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。

　　第８条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他こ

れらに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる

物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他

人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であっ

て、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第276条第 

　１項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。 

　　第23条中第４号を第６号とし、第３号を第５号とし、第２号の次に次

 の２号を加える。

　　(3) 指定訪問介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等

　　　の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体

　　　的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」

 　　　という。）を行ってはならない。

　　(4) 前号の身体的拘束等を行う場合は、その態様および時間、その際
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の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由を記録しなけ

 ればならない。

　　第28条第３項第２号の２中「口腔機能」を「口腔機能」に改める。 
くう

　　第33条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重

要事項」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する」を削り、

「同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 

　３　指定訪問介護事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲

 　　載しなければならない。

　　第41条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６

号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号

を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に

 改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。

　　(3) 第23条第４号の規定による身体的拘束等の態様および時間、その

 　　　際の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由の記録

 　　第43条ただし書および第49条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。

　　第53条中第５号を第７号とし、第４号を第６号とし、第３号を第５号

 とし、第２号の次に次の２号を加える。

　　(3) 指定訪問入浴介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用

　　　者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、

 　　　身体的拘束等を行ってはならない。

　　(4) 前号の身体的拘束等を行う場合は、その態様および時間、その際

の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由を記録しなけ

 ればならない。

　　第57条第２項第１号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５

号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号

を同項第４号とし、同項第２号中「に規定する」を「の規定による」に

 改め、同号を同項第３号とし、同項第１号の次に次の１号を加える。

　　(2) 第53条第４号の規定による身体的拘束等の態様および時間、その
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 　　　際の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由の記録

 　　第60条ただし書および第100条ただし書中「同一敷地内にある」を削

 　る。

 　　第104条中第４号を第６号とし、第３号を第５号とし、第２号の次に

 　次の２号を加える。

　　(3) 指定通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等

　　　の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体

 　　　的拘束等を行ってはならない。

　　(4) 前号の身体的拘束等を行う場合は、その態様および時間、その際

の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由を記録しなけ

 ればならない。

 　　第111条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、

　同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第

６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」

 に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。

 　　(3) 第104条第４号の規定による身体的拘束等の態様および時間、そ

 　　　の際の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由の記録

 　　第114条中「同項第３号」を「同項第４号」に、「同項第４号」を

 　「同項第５号」に改める。

　　第132条ただし書および第148条ただし書中「同一敷地内にある」を削

 る。

　　第154条第４項中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為 

　（以下「身体的拘束等」という。）」を「身体的拘束等」に改め、同条

中第６項を第７項とし、第５項の次に次の１項を加える。 

　６　指定短期入所生活介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、

 　　次に掲げる措置を講じなければならない。

　　(1) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電

　　　話装置等を活用して行うことができるものとする。）を３月に１回

　　　以上開催するとともに、その結果について、介護職員その他の従業
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 　　　者に周知徹底を図ること。

 　　(2) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

　　(3) 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための

 　　　研修を定期的に実施すること。

 　　第165条の次に次の１条を加える。

　　（利用者の安全ならびに介護サービスの質の確保および職員の負担軽

 　　減に資する方策を検討するための委員会の設置）

 　第165条の２　指定短期入所生活介護事業者は、当該指定短期入所生活

　　介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の

　　生産性の向上に資する取組の促進を図るため、当該指定短期入所生活

　　介護事業所における利用者の安全ならびに介護サービスの質の確保お

　　よび職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会（テレビ電

　　話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催

 　　しなければならない。

 　　第166条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の

 　規定による」に改める。

 　　第173条中第８項を第９項とし、第７項の次に次の１項を加える。

　８　ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、身体的拘束等の適正化

 　　を図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。

　　(1) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電

　　　話装置等を活用して行うことができるものとする。）を３月に１回

　　　以上開催するとともに、その結果について、介護職員その他の従業

 　　　者に周知徹底を図ること。

 　　(2) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

　　(3) 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための

 　　　研修を定期的に実施すること。

 　　第178条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。

　５　ユニット型指定短期入所生活介護事業所の管理者は、ユニット型施

 　　設の管理等に係る研修を受講するよう努めなければならない。

 　　第183条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。
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　　第189条第１項第２号を削り、同項第３号中「（前号に該当するもの

を除く。）」を削り、同号を同項第２号とし、同項第４号中「前２号」

を「前号」に改め、「および入院患者」を削り、同号を同項第３号とし、

同項中第５号を第４号とする。 

 　　第190条第１項第２号を削り、同項第３号中「（指定介護療養型医療

　施設であるものを除く。）」を削り、同号を同項第２号とし、同項中第

４号を第３号とし、第５号を第４号とし、同条第２項中「前項第３号お

 よび第４号」を「前項第２号および第３号」に改める。

　　第191条中「、診療所」を「又は診療所」に改め、「又は病院の老人 

　性認知症疾患療養病棟（健康保険法等の一部を改正する法律附則第130 

　条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされた介護保険

　法施行令（平成10年政令第412号）第４条第２項に規定する病床により 

　構成される病棟をいう。以下同じ。）」を削る。 

　　第193条中第６項を第７項とし、第５項の次に次の１項を加える。 

　６　指定短期入所療養介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、

 　　次に掲げる措置を講じなければならない。

　　(1) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電

　　　話装置等を活用して行うことができるものとする。）を３月に１回

　　　以上開催するとともに、その結果について、介護職員その他の従業

 　　　者に周知徹底を図ること。

 　　(2) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

　　(3) 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための

 　　　研修を定期的に実施すること。

　　第201条第２号中「もしくは」を「又は」に改め、「又は老人性認知 

　症疾患療養病棟を有する病院」を削り、「療養病床又は老人性認知症疾

患療養病棟」を「療養病床」に改める。 

 　　第202条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の

 　規定による」に改める。

　　第203条中「および第165条」を「、第165条および第165条の２」に改

 める。
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　　第206条第１項中「ユニット型指定短期入所療養介護の」を「介護老 

　人保健施設であるユニット型指定短期入所療養介護の」に、「次のとお

り」を「法に規定する介護老人保健施設として必要とされる施設および

設備（ユニット型介護老人保健施設に関するものに限る。）を有するこ

と」に改め、同項各号を削り、同条第２項中「に規定する設備」を「か

ら第４項までに規定する設備」に、「前項」を「前各項」に改め、同項

を同条第５項とし、同条第１項の次に次の３項を加える。 

　２　療養病床を有する病院であるユニット型指定短期入所療養介護事業

 　　所の設備に関する基準は、次に掲げる設備を有することとする。

　　(1) 療養病床を有する病院であるユニット型指定短期入所療養介護事

 　　　業所は、ユニットおよび浴室を有しなければならない。

　　(2) 療養病床を有する病院であるユニット型指定短期入所療養介護事

　　　業所のユニット、廊下、機能訓練室および浴室については、次の基

 　　　準を満たさなければならない。

 　　　ア　ユニット

 　　　　(ｱ) 病室

　　　　　ａ　１の病室の定員は、１人とすること。ただし、利用者への

　　　　　　指定短期入所療養介護の提供上必要と認められる場合は、２

 　　　　　　人とすることができること。

　　　　　ｂ　病室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニ

　　　　　　ットの共同生活室に近接して一体的に設けること。ただし、

　　　　　　１のユニットの利用者の定員は、原則としておおむね10人以

 　　　　　　下とし、15人を超えないものとすること。

 　　　　　ｃ　１の病室の床面積等は、10.65平方メートル以上とするこ

　　　　　　と。ただし、ａただし書の場合にあっては、21.3平方メート

 　　　　　　ル以上とすること。

 　　　　　ｄ　ブザー又はこれに代わる設備を設けること。

 　　　　(ｲ) 共同生活室

　　　　　ａ　共同生活室は、いずれかのユニットに属するものとし、当

　　　　　　該ユニットの利用者が交流し、共同で日常生活を営むための
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 　　　　　　場所としてふさわしい形状を有すること。

　　　　　ｂ　１の共同生活室の床面積は、２平方メートルに当該共同生

　　　　　　活室が属するユニットの利用者の定員を乗じて得た面積以上

 　　　　　　を標準とすること。

 　　　　　ｃ　必要な設備および備品を備えること。

 　　　　(ｳ) 洗面設備

　　　　　ａ　病室ごとに設けること、又は共同生活室ごとに適当数設け

 　　　　　　ること。

 　　　　　ｂ　身体の不自由な者が使用するのに適したものとすること。

 　　　　(ｴ) 便所

　　　　　ａ　病室ごとに設けること、又は共同生活室ごとに適当数設け

 　　　　　　ること。

　　　　　ｂ　ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに、身体の不

 　　　　　　自由な者が使用するのに適したものとすること。

 　　　イ　廊下幅

　　　　　1.8メートル以上とすること。ただし、中廊下の幅は、2.7メー

 　　　　トル以上とすること。

 　　　ウ　機能訓練室

　　　　　内法による測定で40平方メートル以上の床面積を有し、必要な

 　　　　器械および器具を備えること。

 　　　エ　浴室

 　　　　　身体の不自由な者が入浴するのに適したものとすること。

　　(3) 前号イからエまでに掲げる設備は、専ら当該ユニット型指定短期

　　　入所療養介護事業所の用に供するものでなければならない。ただし、

　　　利用者に対する指定短期入所療養介護の提供に支障がない場合は、

 　　　この限りでない。

　　(4) 第２号アの(ｲ)の共同生活室は、医療法施行規則（昭和23年厚生

 省令第50号）第21条第３号に規定する食堂とみなす。

　　(5) 前各号に規定するもののほか、療養病床を有する病院であるユニ

　　　ット型指定短期入所療養介護事業所は、消火設備その他の非常災害
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 　　　に際して必要な設備を設けることとする。

　３　療養病床を有する診療所であるユニット型指定短期入所療養介護事

 　　業所の設備に関する基準は、次に掲げる設備を有することとする。

　　(1) 療養病床を有する診療所であるユニット型指定短期入所療養介護

 　　　事業所は、ユニットおよび浴室を有しなければならない。

　　(2) 療養病床を有する診療所であるユニット型指定短期入所療養介護

　　　事業所のユニット、廊下、機能訓練室および浴室については、次の

 　　　基準を満たさなければならない。

 　　　ア　ユニット

 　　　　(ｱ) 病室

　　　　　ａ　１の病室の定員は、１人とすること。ただし、利用者への

　　　　　　指定短期入所療養介護の提供上必要と認められる場合は、２

 　　　　　　人とすることができること。

　　　　　ｂ　病室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニ

　　　　　　ットの共同生活室に近接して一体的に設けること。ただし、

　　　　　　１のユニットの利用者の定員は、原則としておおむね10人以

 　　　　　　下とし、15人を超えないものとすること。

 　　　　　ｃ　１の病室の床面積等は、10.65平方メートル以上とするこ

　　　　　　と。ただし、ａただし書の場合にあっては、21.3平方メート

 　　　　　　ル以上とすること。

 　　　　　ｄ　ブザー又はこれに代わる設備を設けること。

 　　　　(ｲ) 共同生活室

　　　　　ａ　共同生活室は、いずれかのユニットに属するものとし、当

　　　　　　該ユニットの利用者が交流し、共同で日常生活を営むための

 　　　　　　場所としてふさわしい形状を有すること。

　　　　　ｂ　１の共同生活室の床面積は、２平方メートルに当該共同生

　　　　　　活室が属するユニットの利用者の定員を乗じて得た面積以上

 　　　　　　を標準とすること。

 　　　　　ｃ　必要な設備および備品を備えること。

 　　　　(ｳ) 洗面設備
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　　　　　ａ　病室ごとに設けること、又は共同生活室ごとに適当数設け

 　　　　　　ること。

　　　　　ｂ　身体の不自由な者が使用するのに適したものとすること。 

 　　　　(ｴ) 便所

　　　　　ａ　病室ごとに設けること、又は共同生活室ごとに適当数設け

 　　　　　　ること。

　　　　　ｂ　ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに、身体の不

 　　　　　　自由な者が使用するのに適したものとすること。

 　　　イ　廊下幅

　　　　　1.8メートル以上とすること。ただし、中廊下の幅は、2.7メー

 　　　　トル以上とすること。

 　　　ウ　機能訓練室

　　　　　機能訓練を行うために十分な広さを有し、必要な器械および器

 　　　　具を備えること。

 　　　エ　浴室

 　　　　　身体の不自由な者が入浴するのに適したものとすること。

　　(3) 前号イからエまでに掲げる設備は、専ら当該ユニット型指定短期

　　　入所療養介護事業所の用に供するものでなければならない。ただし、

　　　利用者に対する指定短期入所療養介護の提供に支障がない場合は、

 　　　この限りでない。

　　(4) 第２号アの(ｲ)の共同生活室は、医療法施行規則第21条の４にお

 いて準用する同令第21条第３号に規定する食堂とみなす。

　　(5) 前各号に規定するもののほか、療養病床を有する診療所であるユ

　　　ニット型指定短期入所療養介護事業所は、消火設備その他の非常災

 　　　害に際して必要な設備を設けることとする。

　４　介護医療院であるユニット型指定短期入所療養介護事業所の設備に

　　関する基準は、法に規定する介護医療院として必要とされる施設およ

　　び設備（ユニット型介護医療院に関するものに限る。）を有すること

 　　とする。

 　　第208条中第８項を第９項とし、第７項の次に次の１項を加える。
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　８　ユニット型指定短期入所療養介護事業者は、身体的拘束等の適正化

 　　を図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。

　　(1) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電

　　　話装置等を活用して行うことができるものとする。）を３月に１回

　　　以上開催するとともに、その結果について、介護職員その他の従業

 　　　者に周知徹底を図ること。

 　　(2) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

　　(3) 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための

 　　　研修を定期的に実施すること。

 　　第213条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。

　５　ユニット型指定短期入所療養介護事業所の管理者は、ユニット型施

　　設の管理等に係る研修を受講するよう努めなければならない。 

 　　第214条中第２号を削り、第３号を第２号とする。

 　　第217条に次の１項を加える。

　９　次に掲げる要件のいずれにも適合する場合における第１項第２号ア

　　および第２項第２号アの規定の適用については、これらの規定中

 　　「１」とあるのは、「0.9」とする。

　　(1) 第236条において準用する第165条の２に規定する委員会において、

　　　利用者の安全ならびに介護サービスの質の確保および職員の負担軽

　　　減を図るための取組に関する次に掲げる事項について必要な検討を

 　　　行い、および当該事項の実施を定期的に確認していること。

 　　　ア　利用者の安全およびケアの質の確保

 　　　イ　特定施設従業者の負担軽減および勤務状況への配慮

 　　　ウ　緊急時の体制整備

　　　エ　業務の効率化、介護サービスの質の向上等に資する機器（次号

 　　　　において「介護機器」という。）の定期的な点検

　　　オ　特定施設従業者に対する研修 

 　　(2) 複数の種類の介護機器を活用していること。

　　(3) 利用者の安全ならびに介護サービスの質の確保および職員の負担

　　　軽減を図るため、特定施設従業者間の適切な役割分担を行っている
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 　　　こと。

　　(4) 利用者の安全ならびに介護サービスの質の確保および職員の負担

　　　軽減を図る取組による介護サービスの質の確保および職員の負担軽

 　　　減が行われていると認められること。

 　　第218条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。

 　　第227条の次に次の１条を加える。

 　　（口腔衛生の管理）

 　第227条の２　指定特定施設入居者生活介護事業者は、利用者の口腔の

　　健康の保持を図り、自立した日常生活を営むことができるよう、口腔

　　衛生の管理体制を整備し、各利用者の状態に応じた口腔衛生の管理を

 　　計画的に行わなければならない。

 　　第233条中第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を加える。

　２　指定特定施設入居者生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医

　　療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関

 　　を定めるよう努めなければならない。

　　(1) 利用者の病状が急変した場合等において、医師又は看護職員が相

 談への対応を行う体制を常時確保していること。

　　(2) 当該指定特定施設入居者生活介護事業者からの診療の求めがあっ

 　　　た場合において、診療を行う体制を常時確保していること。

　３　指定特定施設入居者生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医療

機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとと

もに、協力医療機関の名称等を当該指定特定施設入居者生活介護事業

者に係る指定を行った市長に届け出なければならない。 

　４　指定特定施設入居者生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症の

 　　患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）第６条第17

　　項に規定する第二種協定指定医療機関（次項において「第二種協定指

　　定医療機関」という。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定す

　　る新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又

　　は同条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同じ。）の発

 　　生時等の対応を取り決めるよう努めなければならない。
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　５　指定特定施設入居者生活介護事業者は、協力医療機関が第二種協定

　　指定医療機関である場合においては、当該第二種協定指定医療機関と

　　の間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければな

 　　らない。

　６　指定特定施設入居者生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その

　　他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可

　　能となった場合においては、再び当該指定特定施設に速やかに入居さ

 　　せることができるよう努めなければならない。

 　　第235条第２項第２号から第７号までの規定中「に規定する」を「の

 　規定による」に改める。

　　第236条中「および第158条」を「、第158条および第165条の２」に改

 める。

 　　第240条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。

 　　第246条第２項第２号から第９号までの規定中「に規定する」を「の

 　規定による」に改める。

　　第249条第１項中「介護保険法施行令」の次に「（平成10年政令第412

 号）」を加える。

 　　第250条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。

 　　第254条中第６号を第９号とし、第５号を第８号とし、第４号を第５

 　号とし、同号の次に次の２号を加える。

　　(6) 指定福祉用具貸与の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用

　　　者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、

 　　　身体的拘束等を行ってはならない。

　　(7) 前号の身体的拘束等を行う場合は、その態様および時間、その際

の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由を記録しなけ

 ればならない。

 　　第254条中第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、第１号の次に

 　次の１号を加える。

　　(2) 法第８条第12項に規定する厚生労働大臣が定める福祉用具および

同条第13項に規定する特定福祉用具のいずれにも該当する福祉用具
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（以下「対象福祉用具」という。）に係る指定福祉用具貸与の提供

に当たっては、利用者が指定福祉用具貸与又は指定特定福祉用具販

売のいずれかを選択することができることについて十分な説明を行

った上で、利用者の当該選択に当たって必要な情報を提供するとと

もに、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、居宅サービス

計画の原案に位置付けた指定居宅サービス等（法第８条第24項に規

定する指定居宅サービス等をいう。）の担当者その他の関係者の意

 見および利用者の身体の状況等を踏まえ、提案を行うものとする。

　　第255条第１項中「内容」の次に「、福祉用具貸与計画の実施状況の 

　把握（以下この条において「モニタリング」という。）を行う時期」を

　加え、同条中第６項を第８項とし、同条第５項中「福祉用具貸与計画の

　作成後、当該福祉用具貸与計画の実施状況の把握を行い」を「モニタリ

　ングの結果を踏まえ」に改め、同項を同条第７項とし、同条第４項の次

　に次の２項を加える。 

　５　福祉用具専門相談員は、福祉用具貸与計画の作成後、モニタリング

　　を行うものとする。ただし、対象福祉用具に係る指定福祉用具貸与の

　　提供に当たっては、福祉用具貸与計画に基づくサービス提供の開始時

　　から６月以内に少なくとも１回モニタリングを行い、その継続の必要

 　　性について検討を行うものとする。

　６　福祉用具専門相談員は、モニタリングの結果を記録し、当該記録を

サービスの提供に係る居宅サービス計画を作成した指定居宅介護支援

 事業者に報告しなければならない。

　　第260条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に 

「重要事項」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する」を

削り、「同項」を「前項」に改め、同条中第３項を第４項とし、第２項

の次に次の１項を加える。 

　３　指定福祉用具貸与事業者は、原則として、重要事項をウェブサイト

 　　に掲載しなければならない。

 　　第261条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、

　同項第６号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第
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　７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

　号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」

　に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規

　定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号

 　を加える。

 　　(3) 第254条第７号の規定による身体的拘束等の態様および時間、そ

 　　　の際の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由の記録

 　　第267条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。

 　　第272条中第４号を第８号とし、第３号を第４号とし、同号の次に次

 　の３号を加える。

　　(5) 対象福祉用具に係る指定特定福祉用具販売の提供に当たっては、

　　　利用者等からの要請等に応じて、販売した福祉用具の使用状況を確

　　　認するよう努めるとともに、必要な場合は、使用方法の指導、修理

 　　　等を行うよう努めるものとする。

　　(6) 指定特定福祉用具販売の提供に当たっては、当該利用者又は他の

　　　利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除

 　　　き、身体的拘束等を行ってはならない。

　　(7) 前号の身体的拘束等を行う場合は、その態様および時間、その際

の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由を記録しなけ

 ればならない。

 　　第272条中第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を加える。

　　(2) 対象福祉用具に係る指定特定福祉用具販売の提供に当たっては、

利用者が指定福祉用具貸与又は指定特定福祉用具販売のいずれかを

選択することができることについて十分な説明を行った上で、利用

者の当該選択に当たって必要な情報を提供するとともに、医師、理

学療法士、作業療法士、言語聴覚士、居宅サービス計画の原案に位

置付けた指定居宅サービス等（法第８条第24項に規定する指定居宅

サービス等をいう。）の担当者その他の関係者の意見および利用者

 の身体の状況等を踏まえ、提案を行うものとする。

 　　第273条に次の１項を加える。

- 38 -



　５　福祉用具専門相談員は、対象福祉用具に係る指定特定福祉用具販売

　　の提供に当たっては、特定福祉用具販売計画の作成後、当該特定福祉

　　用具販売計画に記載した目標の達成状況の確認を行うものとする。 

 　　第274条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、

　同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第

６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」

 に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。

 　　(3) 第272条第７号の規定による身体的拘束等の態様および時間、そ

 　　　の際の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由の記録

　　第276条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっ 

　ては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機

　による情報処理の用に供されるものをいう。）」を削る。 

第２条　秋田市指定居宅サービス等の事業の人員、設備および運営に関す

　る基準を定める条例の一部を次のように改正する。 

 　　第65条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。

　　第71条中第５号を第７号とし、第４号を第６号とし、第３号を第５号

 とし、第２号の次に次の２号を加える。

　　(3) 指定訪問看護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等

　　　の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体

 　　　的拘束等を行ってはならない。

　　(4) 前号の身体的拘束等を行う場合は、その態様および時間、その際

の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由を記録しなけ

 ればならない。

　　第77条第２項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

項第７号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第８

号とし、同項第６号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号

を同項第７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に

 改め、同号を同項第６号とし、同項第４号の次に次の１号を加える。

　　(5) 第71条第４号の規定による身体的拘束等の態様および時間、その
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 　　　際の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由の記録

　　第80条第３項中「に規定する人員」を「から第３項までに規定する人

員」に、「、第１項」を「、前３項」に改め、同項を同条第４項とし、

 同条第２項の次に次の１項を加える。

　３　指定訪問リハビリテーション事業所が法第72条第１項の規定により

　　法第41条第１項本文の指定があったものとみなされた介護老人保健施

　　設又は介護医療院である場合は、秋田市介護老人保健施設の人員、施

　　設および設備ならびに運営に関する基準を定める条例（平成24年秋田

　　市条例第74号。以下「介護老人保健施設基準条例」という。）第３条

　　又は秋田市介護医療院の人員、施設および設備ならびに運営に関する

　　基準を定める条例（平成30年秋田市条例第23号。以下「介護医療院基

　　準条例」という。）第４条に規定する人員に関する基準を満たすこと

　　をもって、前項に規定する基準を満たしているものとみなすことがで

 　　きる。

　　第84条中第５号を第７号とし、第４号を第６号とし、第３号を第５号

 とし、第２号の次に次の２号を加える。

　　(3) 指定訪問リハビリテーションの提供に当たっては、当該利用者又

　　　は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場

 　　　合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。

　　(4) 前号の身体的拘束等を行う場合は、その態様および時間、その際

の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由を記録しなけ

 ればならない。

　　第85条第５項中「第４項」を「第５項」に改め、同項を同条第６項と

 し、同条中第４項を第５項とし、第３項の次に次の１項を加える。

　４　医師および理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、リハビリテ

　　ーションを受けていた医療機関から退院した利用者に係る訪問リハビ

　　リテーション計画の作成に当たっては、当該医療機関が作成したリハ

　　ビリテーション実施計画書等により、当該利用者に係るリハビリテー

 　　ションの情報を把握しなければならない。

　　第87条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同
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項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６

号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号

を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に

 改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。

　　(3) 第84条第４号の規定による身体的拘束等の態様および時間、その

 　　　際の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由の記録

　　第94条第１項中第７号を第９号とし、第４号から第６号までを２号ず

 つ繰り下げ、第３号の次に次の２号を加える。

　　(4) 指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、当該利用者又は他の

　　　利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除

 　　　き、身体的拘束等を行ってはならない。

　　(5) 前号の身体的拘束等を行う場合は、その態様および時間、その際

の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由を記録しなけ

 ればならない。

　　第94条第２項中第７号を第９号とし、第３号から第６号までを２号ず

 つ繰り下げ、第２号の次に次の２号を加える。

　　(3) 指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、当該利用者又は他の

　　　利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除

 　　　き、身体的拘束等を行ってはならない。

　　(4) 前号の身体的拘束等を行う場合は、その態様および時間、その際

の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由を記録しなけ

 ればならない。

　　第94条第３項中第４号を第６号とし、第３号を第５号とし、第２号の

 次に次の２号を加える。

　　(3) 指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、当該利用者又は他の

　　　利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除

 　　　き、身体的拘束等を行ってはならない。

　　(4) 前号の身体的拘束等を行う場合は、その態様および時間、その際

の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由を記録しなけ

 ればならない。
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　　第96条第２項第１号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５

号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号

を同項第４号とし、同項第２号中「に規定する」を「の規定による」に

 改め、同号を同項第３号とし、同項第１号の次に次の１号を加える。

　　(2) 第94条第１項第５号、第２項第４号および第３項第４号の規定に

　　　よる身体的拘束等の態様および時間、その際の利用者の心身の状況

 　　　ならびに緊急やむを得ない理由の記録

　　第136条第４項中「第３項」を「第４項」に、「前３項」を「前各

項」に改め、同項を同条第５項とし、同条第３項の次に次の１項を加え

 る。

　４　指定通所リハビリテーション事業所が法第72条第１項の規定により

　　法第41条第１項本文の指定があったものとみなされた介護老人保健施

　　設又は介護医療院である場合は、介護老人保健施設基準条例第３条又

　　は介護医療院基準条例第４条に規定する人員に関する基準を満たすこ

　　とをもって、前項に規定する基準を満たしているものとみなすことが

 　　できる。

 　　第139条中第４号を第６号とし、第３号を第５号とし、第２号の次に

 　次の２号を加える。

　　(3) 指定通所リハビリテーションの提供に当たっては、当該利用者又

　　　は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場

 　　　合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。

　　(4) 前号の身体的拘束等を行う場合は、その態様および時間、その際

の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由を記録しなけ

 ればならない。

 　　第140条第６項中「第４項」を「第５項」に改め、同項を同条第７項

　とし、同条中第５項を第６項とし、第４項を第５項とし、第３項の次に

 次の１項を加える。

　４　医師等の従業者は、リハビリテーションを受けていた医療機関から

　　退院した利用者に係る通所リハビリテーション計画の作成に当たって
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　　は、当該医療機関が作成したリハビリテーション実施計画書等により、

　　当該利用者に係るリハビリテーションの情報を把握しなければならな

 　　い。

 　　第144条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、

　同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第

６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」

 に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。

 　　(3) 第139条第４号の規定による身体的拘束等の態様および時間、そ

　　　の際の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由の記録 

　　第190条第１項第１号中「秋田市介護老人保健施設の人員、施設およ 

　び設備ならびに運営に関する基準を定める条例（平成24年秋田市条例第

　74号）」を「介護老人保健施設基準条例」に改め、同項第４号中「秋田

　市介護医療院の人員、施設および設備ならびに運営に関する基準を定め

　る条例（平成30年秋田市条例第23号）」を「介護医療院基準条例」に改

　める。 

　（秋田市指定居宅サービス等の事業の人員、設備および運営に関する基

　準を定める条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第３条　秋田市指定居宅サービス等の事業の人員、設備および運営に関す

　る基準を定める条例の一部を改正する条例（令和３年秋田市条例第３

　号）の一部を次のように改正する。 

 　　附則第２項および附則第３項を次のように改める。

　　（虐待の防止に係る経過措置） 

　２　この条例の施行の日（以下「施行日」という。）から令和９年３月

31日までの間、改正後の秋田市指定居宅サービス等の事業の人員、設

備および運営に関する基準を定める条例（以下「新条例」という。）

第３条第３項（新条例第90条第１項に規定する指定居宅療養管理指導

事業者に適用される場合に限る。）、第39条の２（新条例第97条にお

いて準用する場合に限る。）および第95条の規定の適用については、

新条例第３条第３項および第39条の２中「講じなければ」とあるのは
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「講ずるよう努めなければ」と、新条例第95条中「次に」とあるのは

「虐待の防止のための措置に関する事項に関する規程を定めておくよ

う努めるとともに、次に」と、「重要事項」とあるのは「重要事項

 （虐待の防止のための措置に関する事項を除く。）」とする。

　　（業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

　３　施行日から令和９年３月31日までの間、新条例第31条の２（新条例

　　第97条において準用する場合に限る。）の規定の適用については、新

　　条例第31条の２中「講じなければ」とあるのは「講ずるよう努めなけ

　　れば」と、「実施しなければ」とあるのは「実施するよう努めなけれ

 　　ば」と、「行う」とあるのは「行うよう努める」とする。

 

　　　附　則 

　（施行期日） 

１　この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定

は、同年６月１日から施行する。 

　（重要事項の掲示に係る経過措置） 

２　この条例の施行の日（以下「施行日」という。）から令和７年３月31

日までの間、第１条の規定による改正後の秋田市指定居宅サービス等の

事業の人員、設備および運営に関する基準を定める条例（以下「新条

例」という。）第33条第３項（新条例第41条の３、第46条、第58条、第

62条、第78条、第88条、第97条、第112条、第114条、第134条、第145条、

第167条（新条例第180条において準用する場合を含む。）、第180条の

３、第 187条、第 203条（新条例第 215条において準用する場合を含

む。）、第236条および第247条において準用する場合を含む。）および

第260条第３項（新条例第264条および第275条において準用する場合を

含む。）の規定は、適用しない。 

　（身体的拘束等の適正化に係る経過措置） 

 ３　施行日から令和７年３月31日までの間、新条例第154条第６項（新条

 　例第180条の３および第187条において準用する場合を含む。）、第173

 　条第８項、第193条第６項および第208条第８項の規定の適用について
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　は、これらの規定中「講じなければ」とあるのは、「講ずるよう努めな

 　ければ」とする。

　（利用者の安全ならびに介護サービスの質の確保および職員の負担軽減

 　に資する方策を検討するための委員会の設置に係る経過措置）

 ４　施行日から令和９年３月31日までの間、新条例第165条の２（新条例

 第180条、第180条の３、第187条、第203条（新条例第215条において準

 用する場合を含む。）および第236条において準用する場合を含む。）

の規定の適用については、新条例第165条の２中「開催しなければ」と

 あるのは、「開催するよう努めなければ」とする。

 　（口腔衛生の管理に係る経過措置）
くう

 ５　施行日から令和９年３月31日までの間、新条例第227条の２の規定の

　適用については、同条中「行わなければ」とあるのは、「行うよう努め

 　なければ」とする。
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　秋田市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備および運営ならびに

指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関

する基準を定める条例等の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第17号 

 

　　　秋田市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備および運営なら

　　　びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援

　　　の方法に関する基準を定める条例等の一部を改正する条例 

　（秋田市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備および運営ならび

　に指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法

　に関する基準を定める条例の一部改正） 

第１条　秋田市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備および運営な

　らびに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の

　方法に関する基準を定める条例（平成24年秋田市条例第72号）の一部を

　次のように改正する。 

　　第49条ただし書中「従事し」を「従事させ」に改め、「同一敷地内に

　ある」を削り、「従事することができるものとする」を「従事させるこ

　とができる」に改める。 

　　第50条の２第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその

　他これらに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことがで

　きる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式そ

　の他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録で

　あって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第266 

　条第１項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。 

　　第54条の４第１項中「認められる重要事項」の次に「（以下この条に

- 46 -



　おいて単に「重要事項」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規

　定する」を削り、「同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 

　３　指定介護予防訪問入浴介護事業者は、原則として、重要事項をウェ

　　ブサイトに掲載しなければならない。 

　　第55条第２項第１号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

　項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５

　号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号

　を同項第４号とし、同項第２号中「に規定する」を「の規定による」に

　改め、同号を同項第３号とし、同項第１号の次に次の１号を加える。 

　　(2) 第58条第４号の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制限

　　　する行為（以下「身体的拘束等」という。）の態様および時間、そ

　　　の際の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由の記録 

　　第58条中第５号を第７号とし、第４号を第６号とし、第３号を第５号

　とし、第２号の次に次の２号を加える。 

　　(3) 指定介護予防訪問入浴介護の提供に当たっては、当該利用者又は

　　　他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合

　　　を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

　　(4) 前号の身体的拘束等を行う場合は、その態様および時間、その際

の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由を記録しなけ

ればならない。 

　　第60条ただし書中「従事し」を「従事させ」に改め、「同一敷地内に

　ある」を削り、「従事することができるものとする」を「従事させるこ

　とができる」に改める。 

　　第86条第１号中「第３条」を「第３条第１項」に改め、「担当職員」

の次に「および同条第２項に規定する介護支援専門員」を、「等をい

う」の次に「。第250条第４号および第264条第３号において同じ」を加

える。 

　　第124条第３項中「口腔機能」を「口腔機能」に改める。 
くう

　　第130条ただし書中「従事し」を「従事させ」に改め、「同一敷地内 

　にある」を削り、「従事することができるものとする」を「従事させる
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　ことができる」に改める。 

　　第136条第１項中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為 

　（以下「身体的拘束等」という。）」を「身体的拘束等」に改め、同条

　に次の１項を加える。 

　３　指定介護予防短期入所生活介護事業者は、身体的拘束等の適正化を

　　図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

　　(1) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電

　　　話装置等を活用して行うことができるものとする。）を３月に１回

　　　以上開催するとともに、その結果について、介護職員その他の従業

　　　者に周知徹底を図ること。 

　　(2) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

　　(3) 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための

　　　研修を定期的に実施すること。 

　　第139条第２項中「第３条」を「第３条第１項」に改め、「担当職

員」の次に「および同条第２項に規定する介護支援専門員」を加え、

「前項各号」を「同項各号」に改める。 

　　第140条の次に次の１条を加える。 

　　（利用者の安全ならびに介護サービスの質の確保および職員の負担軽

　　減に資する方策を検討するための委員会の設置） 

　第140条の２　指定介護予防短期入所生活介護事業者は、当該指定介護 

　　予防短期入所生活介護事業所における業務の効率化、介護サービスの

　　質の向上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため、当該

　　指定介護予防短期入所生活介護事業所における利用者の安全ならびに

　　介護サービスの質の確保および職員の負担軽減に資する方策を検討す

　　るための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるもの

　　とする。）を定期的に開催しなければならない。 

　　第141条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の 

　規定による」に改める。 

　　第157条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

　５　ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業所の管理者は、ユニ

- 48 -



　　ット型施設の管理等に係る研修を受講するよう努めなければならない。 

　　第167条ただし書中「従事し」を「従事させ」に改め、「同一敷地内 

　にある」を削り、「従事することができるものとする」を「従事させる

　ことができる」に改める。 

　　第173条第１項第２号を削り、同項第３号中「（前号に該当するもの 

　を除く。）」を削り、同号を同項第２号とし、同項第４号中「前２号」

　を「前号」に改め、「および入院患者」を削り、同号を同項第３号とし、

　同項中第５号を第４号とする。 

　　第174条第１項第２号を削り、同項第３号中「（指定介護療養型医療 

　施設であるものを除く。）」を削り、同号を同項第２号とし、同項中第

４号を第３号とし、第５号を第４号とし、同条第２項中「前項第３号お

よび第４号」を「前項第２号および第３号」に、「前項に」を「同項

に」に改める。 

　　第175条中「、診療所」を「又は診療所」に改め、「又は病院の老人 

　性認知症疾患療養病棟（健康保険法等の一部を改正する法律附則第130 

　条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされた介護保険

　法施行令（平成10年政令第412号）第４条第２項に規定する病床により 

　構成される病棟をいう。以下同じ。）」を削る。 

　　第177条に次の１項を加える。 

　３　指定介護予防短期入所療養介護事業者は、身体的拘束等の適正化を

　　図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

　　(1) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電

　　　話装置等を活用して行うことができるものとする。）を３月に１回

　　　以上開催するとともに、その結果について、介護職員その他の従業

　　　者に周知徹底を図ること。 

　　(2) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

　　(3) 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための

　　　研修を定期的に実施すること。 

　　第179条第２号中「もしくは」を「又は」に改め、「又は老人性認知 

　症疾患療養病棟を有する病院」を削り、「療養病床又は老人性認知症疾
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　患療養病棟」を「療養病床」に改める。 

　　第180条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の 

　規定による」に改める。 

　　第181条中「および第140条」を「、第140条および第140条の２」に改

　める。 

　　第191条第１項中「ユニット型指定介護予防短期入所療養介護の」を

「介護老人保健施設であるユニット型指定介護予防短期入所療養介護

の」に、「次のとおり」を「法に規定する介護老人保健施設として必要

とされる施設および設備（ユニット型介護老人保健施設に関するものに

限る。）を有すること」に改め、同項各号を削り、同条第２項中「に規

定する設備」を「から第４項までに規定する設備」に、「前項」を「前

各項」に改め、同項を同条第５項とし、同条第１項の次に次の３項を加

える。 

　２　療養病床を有する病院であるユニット型指定介護予防短期入所療養

　　介護事業所の設備に関する基準は、次に掲げる設備を有することとす

　　る。 

　　(1) 療養病床を有する病院であるユニット型指定介護予防短期入所療

　　　養介護事業所は、ユニットおよび浴室を有しなければならない。 

　　(2) 療養病床を有する病院であるユニット型指定介護予防短期入所療

　　　養介護事業所のユニット、廊下、機能訓練室および浴室については、

　　　次の基準を満たさなければならない。 

　　　ア　ユニット 

　　　　(ｱ) 病室 

　　　　　ａ　１の病室の定員は、１人とすること。ただし、利用者への

　　　　　　指定介護予防短期入所療養介護の提供上必要と認められる場

　　　　　　合は、２人とすることができること。 

　　　　　ｂ　病室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニ

　　　　　　ットの共同生活室に近接して一体的に設けること。ただし、

　　　　　　１のユニットの利用者の定員は、原則としておおむね10人以

　　　　　　下とし、15人を超えないものとすること。 
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　　　　　ｃ　１の病室の床面積等は、10.65平方メートル以上とするこ 

　　　　　　と。ただし、ａただし書の場合にあっては、21.3平方メート

　　　　　　ル以上とすること。 

　　　　　ｄ　ブザー又はこれに代わる設備を設けること。 

　　　　(ｲ) 共同生活室 

　　　　　ａ　共同生活室は、いずれかのユニットに属するものとし、当

　　　　　　該ユニットの利用者が交流し、共同で日常生活を営むための

　　　　　　場所としてふさわしい形状を有すること。 

　　　　　ｂ　１の共同生活室の床面積は、２平方メートルに当該共同生

　　　　　　活室が属するユニットの利用者の定員を乗じて得た面積以上

　　　　　　を標準とすること。 

　　　　　ｃ　必要な設備および備品を備えること。 

　　　　(ｳ) 洗面設備 

　　　　　ａ　病室ごとに設けること、又は共同生活室ごとに適当数設け

　　　　　　ること。 

　　　　　ｂ　身体の不自由な者が使用するのに適したものとすること。 

　　　　(ｴ) 便所 

　　　　　ａ　病室ごとに設けること、又は共同生活室ごとに適当数設け

　　　　　　ること。 

　　　　　ｂ　ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに、身体の不

　　　　　　自由な者が使用するのに適したものとすること。 

　　　イ　廊下幅 

　　　　　1.8メートル以上とすること。ただし、中廊下の幅は、2.7メー

　　　　トル以上とすること。 

　　　ウ　機能訓練室 

　　　　　内法による測定で40平方メートル以上の床面積を有し、必要な

　　　　器械および器具を備えること。 

　　　エ　浴室 

　　　　　身体の不自由な者が入浴するのに適したものとすること。 

　　(3) 前号イからエまでに掲げる設備は、専ら当該ユニット型指定介護
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　　　予防短期入所療養介護事業所の用に供するものでなければならない。

　　　ただし、利用者に対する指定介護予防短期入所療養介護の提供に支

　　　障がない場合は、この限りでない。 

　　(4) 第２号アの(ｲ)の共同生活室は、医療法施行規則（昭和23年厚生

省令第50号）第21条第３号に規定する食堂とみなす。 

　　(5) 前各号に規定するもののほか、療養病床を有する病院であるユニ

　　　ット型指定介護予防短期入所療養介護事業所は、消火設備その他の

　　　非常災害に際して必要な設備を設けることとする。 

　３　療養病床を有する診療所であるユニット型指定介護予防短期入所療

　　養介護事業所の設備に関する基準は、次に掲げる設備を有することと

　　する。 

　　(1) 療養病床を有する診療所であるユニット型指定介護予防短期入所

　　　療養介護事業所は、ユニットおよび浴室を有しなければならない。 

　　(2) 療養病床を有する診療所であるユニット型指定介護予防短期入所

　　　療養介護事業所のユニット、廊下、機能訓練室および浴室について

　　　は、次の基準を満たさなければならない。 

　　　ア　ユニット 

　　　　(ｱ) 病室 

　　　　　ａ　１の病室の定員は、１人とすること。ただし、利用者への

　　　　　　指定介護予防短期入所療養介護の提供上必要と認められる場

　　　　　　合は、２人とすることができること。 

　　　　　ｂ　病室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニ

　　　　　　ットの共同生活室に近接して一体的に設けること。ただし、

　　　　　　１のユニットの利用者の定員は、原則としておおむね10人以

　　　　　　下とし、15人を超えないものとすること。 

　　　　　ｃ　１の病室の床面積等は、10.65平方メートル以上とするこ 

　　　　　　と。ただし、ａただし書の場合にあっては、21.3平方メート

　　　　　　ル以上とすること。 

　　　　　ｄ　ブザー又はこれに代わる設備を設けること。 

　　　　(ｲ) 共同生活室 
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　　　　　ａ　共同生活室は、いずれかのユニットに属するものとし、当

　　　　　　該ユニットの利用者が交流し、共同で日常生活を営むための

　　　　　　場所としてふさわしい形状を有すること。 

　　　　　ｂ　１の共同生活室の床面積は、２平方メートルに当該共同生

　　　　　　活室が属するユニットの利用者の定員を乗じて得た面積以上

　　　　　　を標準とすること。 

　　　　　ｃ　必要な設備および備品を備えること。 

　　　　(ｳ) 洗面設備 

　　　　　ａ　病室ごとに設けること、又は共同生活室ごとに適当数設け

　　　　　　ること。 

　　　　　ｂ　身体の不自由な者が使用するのに適したものとすること。 

　　　　(ｴ) 便所 

　　　　　ａ　病室ごとに設けること、又は共同生活室ごとに適当数設け

　　　　　　ること。 

　　　　　ｂ　ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに、身体の不

　　　　　　自由な者が使用するのに適したものとすること。 

　　　イ　廊下幅 

　　　　　1.8メートル以上とすること。ただし、中廊下の幅は、2.7メー

　　　　トル以上とすること。 

　　　ウ　機能訓練室 

　　　　　機能訓練を行うために十分な広さを有し、必要な器械および器

　　　　具を備えること。 

　　　エ　浴室 

　　　　　身体の不自由な者が入浴するのに適したものとすること。 

　　(3) 前号イからエまでに掲げる設備は、専ら当該ユニット型指定介護

　　　予防短期入所療養介護事業所の用に供するものでなければならない。

　　　ただし、利用者に対する指定介護予防短期入所療養介護の提供に支

　　　障がない場合は、この限りでない。 

　　(4) 第２号アの(ｲ)の共同生活室は、医療法施行規則第21条の４にお

いて準用する同令第21条第３号に規定する食堂とみなす。 
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　　(5) 前各号に規定するもののほか、療養病床を有する診療所であるユ

　　　ニット型指定介護予防短期入所療養介護事業所は、消火設備その他

　　　の非常災害に際して必要な設備を設けることとする。 

　４　介護医療院であるユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業所

　　の設備に関する基準は、法に規定する介護医療院として必要とされる

　　施設および設備（ユニット型介護医療院に関するものに限る。）を有

　　することとする。 

　　第194条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

　５　ユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業所の管理者は、ユニ

　　ット型施設の管理等に係る研修を受講するよう努めなければならない。 

　　第195条中第２号を削り、第３号を第２号とする。 

　　第203条に次の１項を加える。 

　９　次に掲げる要件のいずれにも適合する場合における第１項第２号ア

　　および第２項第２号アの規定の適用については、これらの規定中

　　「１」とあるのは、「0.9」とする。 

　　(1) 第217条において準用する第140条の２に規定する委員会において、

　　　利用者の安全ならびに介護サービスの質の確保および職員の負担軽

　　　減を図るための取組に関する次に掲げる事項について必要な検討を

　　　行い、および当該事項の実施を定期的に確認していること。 

　　　ア　利用者の安全およびケアの質の確保 

　　　イ　介護予防特定施設従業者の負担軽減および勤務状況への配慮 

　　　ウ　緊急時の体制整備 

　　　エ　業務の効率化、介護サービスの質の向上等に資する機器（次号

　　　　において「介護機器」という。）の定期的な点検 

　　　オ　介護予防特定施設従業者に対する研修 

　　(2) 複数の種類の介護機器を活用していること。 

　　(3) 利用者の安全ならびに介護サービスの質の確保および職員の負担

軽減を図るため、介護予防特定施設従業者間の適切な役割分担を行

っていること。 

　　(4) 利用者の安全ならびに介護サービスの質の確保および職員の負担
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　　　軽減を図る取組により介護サービスの質の確保および職員の負担軽

　　　減が行われていると認められること。 

　　第204条ただし書中「従事し」を「従事させ」に改め、「同一敷地内 

　にある」を削り、「従事することができるものとする」を「従事させる

　ことができる」に改める。 

　　第210条の次に次の１条を加える。 

　　（口腔衛生の管理） 

　第210条の２　指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、利用者 

　　の口腔の健康の保持を図り、自立した日常生活を営むことができるよ

　　う、口腔衛生の管理体制を整備し、各利用者の状態に応じた口腔衛生

　　の管理を計画的に行わなければならない。 

　　第214条中第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を加える。 

　２　指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、前項の規定に基づ

　　き協力医療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力

　　医療機関を定めるよう努めなければならない。 

　　(1) 利用者の病状が急変した場合等において、医師又は看護職員が相

談への対応を行う体制を常時確保していること。 

　　(2) 当該指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者からの診療の求

　　　めがあった場合において、診療を行う体制を常時確保していること。 

　３　指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、１年に１回以上、

協力医療機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認

するとともに、協力医療機関の名称等を当該指定介護予防特定施設入

居者生活介護事業者に係る指定を行った市長に届け出なければならな

い。 

　４　指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、感染症の予防及び

　　感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）第 

　　６条第17項に規定する第二種協定指定医療機関（次項において「第二

　　種協定指定医療機関」という。）との間で、新興感染症（同条第７項

　　に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定

　　感染症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同
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　　じ。）の発生時等の対応を取り決めるよう努めなければならない。 

　５　指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、協力医療機関が第

　　二種協定指定医療機関である場合においては、当該第二種協定指定医

　　療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わな

　　ければならない。 

　６　指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、利用者が協力医療

　　機関その他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、

　　退院が可能となった場合においては、再び当該指定介護予防特定施設

　　に速やかに入居させることができるよう努めなければならない。 

　　第216条第２項第２号から第７号までの規定中「に規定する」を「の 

　規定による」に改める。 

　　第217条中「第54条の２の２、第54条の４」の次に「から第54条の８

まで、第54条の10」を加え、「（第54条の９第２項を除く。）」を削り、

「および第139条の２」を「、第139条の２および第140条の２」に改め

る。 

　　第228条ただし書中「従事し」を「従事させ」に改め、「同一敷地内 

　にある」を削り、「従事することができるものとする」を「従事させる

　ことができる」に改める。 

　　第233条第２項第２号から第９号までの規定中「に規定する」を「の 

　規定による」に改める。 

　　第234条中「第54条の２の２、第54条の４」の次に「から第54条の８

まで、第54条の10」を加え、「（第54条の９第２項を除く。）」を削り、

「第211条までおよび」を「第210条まで、第211条および」に改める。 

　　第238条第１項中「介護保険法施行令」の次に「（平成10年政令第412

　号）」を加える。 

　　第239条ただし書中「従事し」を「従事させ」に改め、「同一敷地内

にある」を削り、「従事することができるものとする」を「従事させる

ことができる」に改める。 

　　第246条第１項中「認められる重要事項」の次に「（以下この条にお 

　いて単に「重要事項」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定
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　する」を削り、「同項」を「前項」に改め、同条中第３項を第４項とし、

　第２項の次に次の１項を加える。 

　３　指定介護予防福祉用具貸与事業者は、原則として、重要事項をウェ

　　ブサイトに掲載しなければならない。 

　　第247条第２項第１号中「に規定する」を「の規定による」に改め、 

　同項中第６号を第７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定に

　よる」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」を

　「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規

　定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２

　号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第３号とし、

　同項第１号の次に次の１号を加える。 

　　(2) 第250条第９号の規定による身体的拘束等の態様および時間、そ 

　　　の際の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由の記録 

　　第250条中第７号を第10号とし、第６号を第７号とし、同号の次に次 

　の２号を加える。 

　　(8) 指定介護予防福祉用具貸与の提供に当たっては、当該利用者又は

　　　他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合

　　　を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

　　(9) 前号の身体的拘束等を行う場合は、その態様および時間、その際

の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由を記録しなけ

ればならない。 

　　第250条中第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、第３号の次に 

　次の１号を加える。 

　　(4) 法第８条の２第10項に規定する厚生労働大臣が定める福祉用具お

よび同条第11項に規定する特定福祉用具のいずれにも該当する福祉

用具（以下「対象福祉用具」という。）に係る指定介護予防福祉用

具貸与の提供に当たっては、利用者が指定介護予防福祉用具貸与又

は指定特定介護予防福祉用具販売のいずれかを選択することができ

ることについて十分な説明を行った上で、利用者の当該選択に当た

って必要な情報を提供するとともに、医師、理学療法士、作業療法
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士、言語聴覚士、介護予防サービス計画の原案に位置付けた指定介

護予防サービス等の担当者その他の関係者の意見および利用者の身

体の状況等を踏まえ、提案を行うものとする。 

　　第251条第１項中「期間」の次に「、介護予防福祉用具貸与計画の実 

　施状況の把握（以下この条において「モニタリング」という。）を行う

　時期」を加え、同条第５項中「当該介護予防福祉用具貸与計画の実施状

　況の把握（以下この条において「モニタリング」という。）」を「モニ

　タリング」に改め、同項に次のただし書を加える。 

　　　ただし、対象福祉用具に係る指定介護予防福祉用具貸与の提供に当

　　たっては、介護予防福祉用具貸与計画に基づくサービス提供の開始時

　　から６月以内に少なくとも１回モニタリングを行い、その継続の必要

　　性について検討を行うものとする。 

　　第256条ただし書中「従事し」を「従事させ」に改め、「同一敷地内 

　にある」を削り、「従事することができるものとする」を「従事させる

　ことができる」に改める。 

　　第261条第２項第１号中「に規定する」を「の規定による」に改め、 

　同項中第５号を第６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定に

　よる」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を

　「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号中「に規

　定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第３号とし、同項第１

　号の次に次の１号を加える。 

　　(2) 第264条第８号の規定による身体的拘束等の態様および時間、そ 

　　　の際の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由の記録 

　　第264条中第５号を第９号とし、第４号を第５号とし、同号の次に次 

　の３号を加える。 

　　(6) 対象福祉用具に係る指定特定介護予防福祉用具販売の提供に当た

　　　っては、利用者等からの要請等に応じて、販売した福祉用具の使用

　　　状況を確認するよう努めるとともに、必要な場合は、使用方法の指

　　　導、修理等を行うよう努めるものとする。 

　　(7) 指定特定介護予防福祉用具販売の提供に当たっては、当該利用者
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　　　又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない

　　　場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

　　(8) 前号の身体的拘束等を行う場合は、その態様および時間、その際

の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由を記録しなけ

ればならない。 

　　第264条中第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。 

　　(3) 対象福祉用具に係る指定特定介護予防福祉用具販売の提供に当た

っては、利用者が指定介護予防福祉用具貸与又は指定特定介護予防

福祉用具販売のいずれかを選択することができることについて十分

な説明を行った上で、利用者の当該選択に当たって必要な情報を提

供するとともに、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、介

護予防サービス計画の原案に位置付けた指定介護予防サービス等の

担当者その他の関係者の意見および利用者の身体の状況等を踏まえ、

提案を行うものとする。 

　　第265条に次の１項を加える。 

　５　福祉用具専門相談員は、対象福祉用具に係る指定特定介護予防福祉

　　用具販売の提供に当たっては、特定介護予防福祉用具販売計画の作成

　　後、当該特定介護予防福祉用具販売計画に記載した目標の達成状況の

　　確認を行うものとする。 

　　第266条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっ 

　ては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機

　による情報処理の用に供されるものをいう。）」を削る。 

第２条　秋田市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備および運営な

　らびに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の

　方法に関する基準を定める条例の一部を次のように改正する。 

　　第65条第１項中「従事し」を「従事させ」に改め、「同一敷地内にあ

　る」を削り、「従事することができるものとする」を「従事させること

　ができる」に改める。 

　　第73条第２項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

　項第７号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第８
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　号とし、同項第６号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号

　を同項第７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に

　改め、同号を同項第６号とし、同項第４号の次に次の１号を加える。 

　　(5) 第76条第９号の規定による身体的拘束等の態様および時間、その

　　　際の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由の記録 

　　第76条第15号中「および第10号」を「、第９号および第12号」に改め、

同号を同条第17号とし、同条第14号中「第12号」を「第14号」に改め、

同号を同条第16号とし、同条中第13号を第15号とし、第８号から第12号

までを２号ずつ繰り下げ、同条第７号の次に次の２号を加える。 

　　(8) 指定介護予防訪問看護の提供に当たっては、当該利用者又は他の

　　　利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除

　　　き、身体的拘束等を行ってはならない。 

　　(9) 前号の身体的拘束等を行う場合は、その態様および時間、その際

の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由を記録しなけ

ればならない。 

　　第77条第４項中「前条第15号」を「前条第17号」に改める。 

　　第79条第３項中「に規定する人員」を「から第３項までに規定する人

　員」に、「、第１項」を「、前３項」に改め、同項を同条第４項とし、

　同条第２項の次に次の１項を加える。 

　３　指定介護予防訪問リハビリテーション事業者が法第115条の11の規 

　　定により準用される法第72条第１項の規定により法第53条第１項本文

　　の指定があったものとみなされた介護老人保健施設又は介護医療院で

　　ある場合は、秋田市介護老人保健施設の人員、施設および設備ならび

　　に運営に関する基準を定める条例（平成24年秋田市条例第74号。第 

　　117条第４項および第174条第１項第１号において「介護老人保健施設

　　基準条例」という。）第３条又は秋田市介護医療院の人員、施設およ

　　び設備ならびに運営に関する基準を定める条例（平成30年秋田市条例

　　第23号。第117条第４項および第174条第１項第４号において「介護医

　　療院基準条例」という。）第４条に規定する人員に関する基準を満た

　　すことをもって、前項に規定する基準を満たしているものとみなすこ
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　　とができる。 

　　第83条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

　項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６

　号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号

　を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に

　改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

　　(3) 第86条第11号の規定による身体的拘束等の態様および時間、その

　　　際の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由の記録 

　　第86条第14号中「第12号」を「第15号」に改め、同号を同条第17号と

し、同条中第13号を第16号とし、第９号から第12号までを３号ずつ繰り

下げ、第８号を第９号とし、同号の次に次の２号を加える。 

　　(10) 指定介護予防訪問リハビリテーションの提供に当たっては、当 

　　　該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむ

　　　を得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

　　(11) 前号の身体的拘束等を行う場合は、その態様および時間、その

際の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由を記録しな

ければならない。 

　　第86条中第７号を第８号とし、同条第６号中「第５号」を「第６号」

に改め、同号を同条第７号とし、同条中第５号を第６号とし、第４号の

次に次の１号を加える。 

　　(5) 医師および理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、リハビリ

　　　テーションを受けていた医療機関から退院した利用者に係る介護予

　　　防訪問リハビリテーション計画の作成に当たっては、当該医療機関

　　　が作成したリハビリテーション実施計画書等により、当該利用者に

　　　係るリハビリテーションの情報を把握しなければならない。 

　　第92条第２項第１号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５

号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号

を同項第４号とし、同項第２号中「に規定する」を「の規定による」に

改め、同号を同項第３号とし、同項第１号の次に次の１号を加える。 
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　　(2) 第95条第１項第４号、第２項第４号および第３項第４号の規定に

　　　よる身体的拘束等の態様および時間、その際の利用者の心身の状況

　　　ならびに緊急やむを得ない理由の記録 

　　第95条第１項中第７号を第９号とし、第４号から第６号までを２号ず

　つ繰り下げ、同項第３号中「前号」を「第２号」に改め、同号を同項第

　５号とし、同項第２号の次に次の２号を加える。 

　　(3) 指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては、当該利用者

　　　又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない

　　　場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

　　(4) 前号の身体的拘束等を行う場合は、その態様および時間、その際

の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由を記録しなけ

ればならない。 

　　第95条第２項中第７号を第９号とし、第３号から第６号までを２号ず

　つ繰り下げ、第２号の次に次の２号を加える。 

　　(3) 指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては、当該利用者

　　　又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない

　　　場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

　　(4) 前号の身体的拘束等を行う場合は、その態様および時間、その際

の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由を記録しなけ

ればならない。 

　　第95条第３項中第４号を第６号とし、第３号を第５号とし、第２号の

　次に次の２号を加える。 

　　(3) 指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては、当該利用者

　　　又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない

　　　場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

　　(4) 前号の身体的拘束等を行う場合は、その態様および時間、その際

の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由を記録しなけ

ればならない。 

　　第117条第４項中「第３項」を「第４項」に、「前３項」を「前各

項」に改め、同項を同条第５項とし、同条第３項の次に次の１項を加え
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る。 

　４　指定介護予防通所リハビリテーション事業者が法第115条の11の規 

　　定により準用される法第72条第１項の規定により法第53条第１項本文

　　の指定があったものとみなされた介護老人保健施設又は介護医療院で

　　ある場合は、介護老人保健施設基準条例第３条又は介護医療院基準条

　　例第４条に規定する人員に関する基準を満たすことをもって、前項に

　　規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

　　第122条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、 

　同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第

　６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

　号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」

　に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

　　(3) 第125条第11号の規定による身体的拘束等の態様および時間、そ 

　　　の際の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由の記録 

　　第125条第13号中「第11号」を「第14号」に改め、同号を同条第16号 

とし、同条中第12号を第15号とし、第９号から第11号までを３号ずつ繰

り下げ、第８号を第９号とし、同号の次に次の２号を加える。 

　　(10) 指定介護予防通所リハビリテーションの提供に当たっては、当 

　　　該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむ

　　　を得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

　　(11) 前号の身体的拘束等を行う場合は、その態様および時間、その

際の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由を記録しな

ければならない。 

　　第125条中第７号を第８号とし、同条第６号中「第５号」を「第６

号」に改め、同号を同条第７号とし、同条中第５号を第６号とし、第４

号の次に次の１号を加える。 

　　(5) 医師等の従業者は、リハビリテーションを受けていた医療機関か

　　　ら退院した利用者に係る介護予防通所リハビリテーション計画の作

　　　成に当たっては、当該医療機関が作成したリハビリテーション実施

　　　計画書等により、当該利用者に係るリハビリテーションの情報を把
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　　　握しなければならない。 

　　第174条第１項第１号中「秋田市介護老人保健施設の人員、施設およ 

　び設備ならびに運営に関する基準を定める条例（平成24年秋田市条例第

　74号）」を「介護老人保健施設基準条例」に改め、同項第４号中「秋田

　市介護医療院の人員、施設および設備ならびに運営に関する基準を定め

　る条例（平成30年秋田市条例第23号）」を「介護医療院基準条例」に改

　める。 

　（秋田市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備および運営ならび

　に指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法

　に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第３条　秋田市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備および運営な

　らびに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の

　方法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例（令和３年秋田市

　条例第４号）の一部を次のように改正する。 

　　附則第２項を次のように改める。 

　　（虐待の防止に係る経過措置） 

　２　この条例の施行の日（以下「施行日」という。）から令和９年３月

31日までの間、改正後の秋田市指定介護予防サービス等の事業の人員、

設備および運営ならびに指定介護予防サービス等に係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（以下「新条例」

という。）第３条第３項（新条例第88条第１項に規定する指定介護予

防居宅療養管理指導事業者に適用される場合に限る。）、第54条の10

の２（新条例第93条において準用する場合に限る。）および第91条の

規定の適用については、新条例第３条第３項および第54条の10の２中

「講じなければ」とあるのは「講ずるよう努めなければ」と、新条例

第91条中「次に」とあるのは「虐待の防止のための措置に関する事項

に関する規程を定めておくよう努めるとともに、次に」と、「重要事

項」とあるのは「重要事項（虐待の防止のための措置に関する事項を

除く。）」とする。 

　　附則第４項を次のように改める。 
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　　（業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

　４　施行日から令和９年３月31日までの間、新条例第54条の２の２（新

条例第93条において準用する場合に限る。）の規定の適用については、

新条例第54条の２の２中「講じなければ」とあるのは「講ずるよう努

めなければ」と、「実施しなければ」とあるのは「実施するよう努め

なければ」と、「行う」とあるのは「行うよう努める」とする。 

 

　　　附　則 

　（施行期日） 

１　この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定

は、同年６月１日から施行する。 

　（重要事項の掲示に係る経過措置） 

２　この条例の施行の日（以下「施行日」という。）から令和７年３月31

日までの間、第１条の規定による改正後の秋田市指定介護予防サービス

等の事業の人員、設備および運営ならびに指定介護予防サービス等に係

る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（以

下「新条例」という。）第54条の４第３項（新条例第62条、第74条、第

84条、第93条、第123条、第142条（新条例第159条において準用する場

合を含む。）、第164条の３、第171条、第181条（新条例第196条におい

て準用する場合を含む。）、第217条および第234条において準用する場

合を含む。）および第246条第３項（新条例第253条および第262条にお

いて準用する場合を含む。）の規定は、適用しない。 

　（身体的拘束等の適正化に係る経過措置） 

３　施行日から令和７年３月31日までの間、新条例第136条第３項（新条

例第 159条、第 164条の３および第 171条において準用する場合を含

む。）および第177条第３項（新条例第196条において準用する場合を含

む。）の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあ

るのは、「講ずるよう努めなければ」とする。 

　（利用者の安全ならびに介護サービスの質の確保および職員の負担軽減

　に資する方策を検討するための委員会の設置に係る経過措置） 
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４　施行日から令和９年３月31日までの間、新条例第140条の２（新条例

第159条、第164条の３、第171条、第181条（新条例第196条において準

用する場合を含む。）および第217条において準用する場合を含む。）

の規定の適用については、新条例第140条の２中「しなければ」とある

のは、「するよう努めなければ」とする。 

　（口腔衛生の管理に係る経過措置） 
くう

５　施行日から令和９年３月31日までの間、新条例第210条の２の規定の

適用については、同条中「行わなければ」とあるのは、「行うよう努め

なければ」とする。
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　秋田市指定介護老人福祉施設の人員、設備および運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第18号 

 

　　　秋田市指定介護老人福祉施設の人員、設備および運営に関する基準

　　　を定める条例の一部を改正する条例 

　秋田市指定介護老人福祉施設の人員、設備および運営に関する基準を定

める条例（平成24年秋田市条例第73号）の一部を次のように改正する。 

　第４条第10項中「平成24年秋田市条例第75号」の次に「。以下「指定地

域密着型サービス基準条例」という。」を加え、「同条例第152条第４ 

項」を「同項」に改め、同条に次の３項を加える。 

11　指定介護老人福祉施設（離島振興法（昭和28年法律第72号）第２条第

　１項の規定により指定された離島振興対策実施地域、奄美群島振興開発

　特別措置法（昭和29年法律第189号）第１条に規定する奄美群島、小笠 

　原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第４条第１項に規定

　する小笠原諸島、沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第３条第

　３号に規定する離島又は過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置

　法（令和３年法律第19号）第２条第２項の規定により公示された過疎地

　域に所在し、かつ、入所定員が30人の指定介護老人福祉施設に限る。以

　下この条において同じ。）に秋田市指定居宅サービス等の事業の人員、

　設備および運営に関する基準を定める条例（平成24年秋田市条例第71号。

　次項において「指定居宅サービス等基準条例」という。）第147条第１ 

　項に規定する指定短期入所生活介護事業所又は秋田市指定介護予防サー

　ビス等の事業の人員、設備および運営ならびに指定介護予防サービス等

　に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例
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　（平成24年秋田市条例第72号）第129条第１項に規定する指定介護予防 

　短期入所生活介護事業所（以下この項および次項において「指定短期入

　所生活介護事業所等」という。）が併設される場合においては、当該指

　定短期入所生活介護事業所等の医師については、当該指定介護老人福祉

　施設の医師により当該指定短期入所生活介護事業所等の利用者の健康管

　理が適切に行われると認められるときは、これを置かないことができる。 

12　指定介護老人福祉施設に指定居宅サービス等基準条例第99条第１項に

　規定する指定通所介護事業所、指定短期入所生活介護事業所等、指定地

　域密着型サービス基準条例第60条の３第１項に規定する指定地域密着型

　通所介護事業所、指定地域密着型サービス基準条例第62条第１項に規定

　する併設型指定認知症対応型通所介護の事業を行う事業所又は秋田市指

　定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備および運営ならびに

　指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援

　の方法に関する基準を定める条例（平成24年秋田市条例第76号）第５条

　第１項に規定する併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の事業を行

　う事業所が併設される場合においては、当該併設される事業所の生活相

　談員、栄養士又は機能訓練指導員については、当該指定介護老人福祉施

　設の生活相談員、栄養士もしくは管理栄養士又は機能訓練指導員により

　当該事業所の利用者の処遇が適切に行われると認められるときは、これ

　を置かないことができる。 

13　指定介護老人福祉施設に指定地域密着型サービス基準条例第83条第１

項に規定する指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指定地域密着型サ

ービス基準条例第192条第１項に規定する指定看護小規模多機能型居宅 

介護事業所が併設される場合においては、当該指定介護老人福祉施設の

介護支援専門員については、当該併設される事業所の介護支援専門員に

より当該指定介護老人福祉施設の入所者の処遇が適切に行われると認め

られるときは、これを置かないことができる。 

　第６条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これ

らに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」

を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知

- 68 -



覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子

計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第55条第１項において

同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。 

　第24条の２中「医師」の次に「および第33条第１項に規定する協力医療

機関の協力を得て、当該医師および当該協力医療機関」を加え、同条に次

の１項を加える。 

２　指定介護老人福祉施設は、前項の医師および協力医療機関の協力を得

　て、１年に１回以上、緊急時等における対応方法の見直しを行い、必要

　に応じて緊急時等における対応方法の変更を行わなければならない。 

 　第25条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。

　第33条の見出しを「（協力医療機関等）」に改め、同条第１項中「入院

治療を必要とする入所者の」を「入所者の病状の急変等に備える」に、

「協力病院」を「、次の各号に掲げる要件を満たす協力医療機関（第３号

の要件を満たす協力医療機関にあっては、病院に限る。）」に改め、同項

に次のただし書および各号を加える。 

　　ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当該

　各号の要件を満たすこととしても差し支えない。 

　(1) 入所者の病状が急変した場合等において、医師又は看護職員が相談

への対応を行う体制を常時確保していること。 

　(2) 当該指定介護老人福祉施設からの診療の求めがあった場合において、

診療を行う体制を常時確保していること。 

　(3) 入所者の病状が急変した場合等において、当該指定介護老人福祉施

　　設の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入

　　院を要すると認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を

　　確保していること。 

 　第33条中第２項を第６項とし、第１項の次に次の４項を加える。

２　指定介護老人福祉施設は、１年に１回以上、協力医療機関との間で、

入所者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機

関の名称等を当該指定介護老人福祉施設に係る指定を行った市長に届け

出なければならない。 
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３　指定介護老人福祉施設は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医

療に関する法律（平成10年法律第114号）第６条第17項に規定する第二 

種協定指定医療機関（次項において「第二種協定指定医療機関」とい

う。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定する新型インフルエン

ザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定す

る新感染症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決め

るよう努めなければならない。 

４　指定介護老人福祉施設は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関で

ある場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染

症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

５　指定介護老人福祉施設は、入所者が協力医療機関その他の医療機関に

　入院した後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合に

　おいては、再び当該指定介護老人福祉施設に速やかに入所させることが

　できるよう努めなければならない。 

　第34条第１項中「協力病院」を「協力医療機関」に改め、「重要事項」

の次に「（以下この条において単に「重要事項」という。）」を加え、同

条第２項中「前項に規定する」を削り、「同項」を「前項」に改め、同条

 に次の１項を加える。

３　指定介護老人福祉施設は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲

　載しなければならない。 

 　第40条の２の次に次の１条を加える。

　（入所者の安全ならびに介護サービスの質の確保および職員の負担軽減

　に資する方策を検討するための委員会の設置） 

第40条の３　指定介護老人福祉施設は、当該指定介護老人福祉施設におけ

　る業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資す

　る取組の促進を図るため、当該指定介護老人福祉施設における入所者の

　安全ならびに介護サービスの質の確保および職員の負担軽減に資する方

　策を検討するための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことがで

　きるものとする。）を定期的に開催しなければならない。 

　第42条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規定
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 による」に改める。

 　第52条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。

５　ユニット型指定介護老人福祉施設の管理者は、ユニット型施設の管理

　等に係る研修を受講するよう努めなければならない。 

　第55条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による

情報処理の用に供されるものをいう。）」を削る。 

 

　　　附　則 

　（施行期日） 

１　この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

　（協力医療機関との連携に関する経過措置） 

２　この条例の施行の日（以下「施行日」という。）から令和９年３月31

日までの間、改正後の秋田市指定介護老人福祉施設の人員、設備および

運営に関する基準を定める条例（以下「新条例」という。）第33条第１

項（新条例第54条において準用する場合を含む。）の規定の適用につい

ては、同項中「定めておかなければ」とあるのは、「定めておくよう努

めなければ」とする。 

　（重要事項の掲示に係る経過措置） 

３　施行日から令和７年３月31日までの間、新条例第34条第３項（新条例

第54条において準用する場合を含む。）の規定は、適用しない。 

　（入所者の安全ならびに介護サービスの質の確保および職員の負担軽減

に資する方策を検討するための委員会の設置に係る経過措置） 

４　施行日から令和９年３月31日までの間、新条例第40条の３（新条例第

54条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、新条例

第40条の３中「開催しなければ」とあるのは、「開催するよう努めなけ

れば」とする。
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　秋田市介護老人保健施設の人員、施設および設備ならびに運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第19号 

 

　　　秋田市介護老人保健施設の人員、施設および設備ならびに運営に関

　　　する基準を定める条例の一部を改正する条例 

　秋田市介護老人保健施設の人員、施設および設備ならびに運営に関する

基準を定める条例（平成24年秋田市条例第74号）の一部を次のように改正

する。 

 　第３条第６項第３号を次のように改める。

　(3) 病院　栄養士又は管理栄養士（病床数100以上の病院の場合に限

 る。）

　第６条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これ

らに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」

を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知

覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子

計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第54条第１項において

同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。 

 　第18条第１項中「協力病院」を「協力医療機関」に改める。

　第25条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

　第33条の見出しを「（協力医療機関等）」に改め、同条第１項中「協力

病院」を「、次の各号に掲げる要件を満たす協力医療機関（第３号の要件

を満たす協力医療機関にあっては、病院に限る。）」に改め、同項に次の

ただし書および各号を加える。 

　　ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当該
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　各号の要件を満たすこととしても差し支えない。 

　(1) 入所者の病状が急変した場合等において、医師又は看護職員が相談

への対応を行う体制を常時確保していること。 

　(2) 当該介護老人保健施設からの診療の求めがあった場合において、診

療を行う体制を常時確保していること。 

　(3) 入所者の病状が急変した場合等において、当該介護老人保健施設の

　　医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を

　　要すると認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保

　　していること。 

 　第33条中第２項を第６項とし、第１項の次に次の４項を加える。

２　介護老人保健施設は、１年に１回以上、協力医療機関との間で、入所

者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の

名称等を当該介護老人保健施設に係る許可を行った市長に届け出なけれ

ばならない。 

３　介護老人保健施設は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に

　関する法律（平成10年法律第114号）第６条第17項に規定する第二種協 

　定指定医療機関（次項において「第二種協定指定医療機関」という。）

　との間で、新興感染症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感

　染症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感

　染症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決めるよう

　努めなければならない。 

４　介護老人保健施設は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である

　場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の

　発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

５　介護老人保健施設は、入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院

　した後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合におい

　ては、再び当該介護老人保健施設に速やかに入所させることができるよ

　う努めなければならない。 

　第34条第１項中「協力病院」を「協力医療機関」に改め、「重要事項」

の次に「（以下この条において単に「重要事項」という。）」を加え、同
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条第２項中「前項に規定する」を削り、「同項」を「前項」に改め、同条

 に次の１項を加える。

３　介護老人保健施設は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載し

 　なければならない。

 　第39条の２の次に次の１条を加える。

　（入所者の安全ならびに介護サービスの質の確保および職員の負担軽減

　に資する方策を検討するための委員会の設置） 

第39条の３　介護老人保健施設は、当該介護老人保健施設における業務の

　効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取組の

　促進を図るため、当該介護老人保健施設における入所者の安全ならびに

　介護サービスの質の確保および職員の負担軽減に資する方策を検討する

　ための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとす

　る。）を定期的に開催しなければならない。 

　第41条第２項第２号から第７号までの規定中「に規定する」を「の規定

 による」に改める。

 　第51条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。

５　ユニット型介護老人保健施設の管理者は、ユニット型施設の管理等に

　係る研修を受講するよう努めなければならない。 

　第54条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による

情報処理の用に供されるものをいう。）」を削る。 

 

　　　附　則 

　（施行期日） 

１　この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

　（協力医療機関との連携に関する経過措置） 

２　この条例の施行の日（以下「施行日」という。）から令和９年３月31

日までの間、改正後の秋田市介護老人保健施設の人員、施設および設備

ならびに運営に関する基準を定める条例（以下「新条例」という。）第

33条第１項（新条例第53条において準用する場合を含む。）の規定の適
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用については、同項中「定めておかなければ」とあるのは、「定めてお

くよう努めなければ」とする。 

　（重要事項の掲示に係る経過措置） 

３　施行日から令和７年３月31日までの間、新条例第34条第３項（新条例

第53条において準用する場合を含む。）の規定は、適用しない。 

　（入所者の安全ならびに介護サービスの質の確保および職員の負担軽減

に資する方策を検討するための委員会の設置に係る経過措置） 

４　施行日から令和９年３月31日までの間、新条例第39条の３（新条例第

53条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、新条例

第39条の３中「開催しなければ」とあるのは、「開催するよう努めなけ

れば」とする。
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　秋田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備および運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第20号 

 

　　　秋田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備および運営に関

　　　する基準を定める条例の一部を改正する条例 

　秋田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備および運営に関する

基準を定める条例（平成24年秋田市条例第75号）の一部を次のように改正

する。 

　第７条第５項中第11号を削り、第12号を第11号とし、同条第６項ただし

書中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所」を「指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護事業所」に、「施設」を「敷地」に改める。 

　第８条ただし書中「、管理者は」を削り、「従事し」を「従事させ」に

改め、「同一敷地内にある」を削り、「従事する」を「従事させる」に改

 め、「ものとする」を削る。

　第10条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これ

らに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」

を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知

覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子

計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第204条第１項におい

 て同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。

　第25条中第９号を第11号とし、第８号を第10号とし、第７号の次に次の

 ２号を加える。

　(8) 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、当該

利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得
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ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以

 下「身体的拘束等」という。）を行ってはならない。

　(9) 前号の身体的拘束等を行う場合は、その態様および時間、その際の

利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由を記録しなければ

 ならない。

　第35条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要

事項」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する」を削り、

 「同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。

３　指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、原則として、重要

 事項をウェブサイトに掲載しなければならない。

　第43条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項

第７号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第８号と

し、同項第６号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項

第７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

 号を同項第６号とし、同項第４号の次に次の１号を加える。

　(5) 第25条第９号の規定による身体的拘束等の態様および時間、その際

 　　の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由の記録

 　第48条第４項中第11号を削り、第12号を第11号とする。

　第49条ただし書中「、管理者は」および「同一敷地内の」を削り、「従

 事する」を「従事させる」に改める。

　第52条中第７号を第９号とし、第６号を第８号とし、第５号を第７号と

 し、第４号の次に次の２号を加える。

　(5) 指定夜間対応型訪問介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の

　　利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、

 　　身体的拘束等を行ってはならない。

　(6) 前号の身体的拘束等を行う場合は、その態様および時間、その際の

利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由を記録しなければ

 ならない。

　第59条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項

第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号と
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し、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項

第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

 号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。

　(3) 第52条第６号の規定による身体的拘束等の態様および時間、その際

 　　の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由の記録

　第60条の４ただし書中「従事し」を「従事させ」に改め、「同一敷地内

にある」を削り、「従事する」を「従事させる」に改め、「ものとする」

 を削る。

　第60条の９中第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、第４号の次に

 次の２号を加える。

　(5) 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の

　　利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、

 　　身体的拘束等を行ってはならない。

　(6) 前号の身体的拘束等を行う場合は、その態様および時間、その際の

利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由を記録しなければ

 ならない。

　第60条の19第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、

同項第６号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第７

号とし、同項中第５号を第６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の

規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定す

る」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次

 に次の１号を加える。

　(3) 第60条の９第６号の規定による身体的拘束等の態様および時間、そ

 　　の際の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由の記録

　第60条の20の３中「同項第３号」を「同項第４号」に、「同項第４号」

 を「同項第５号」に改める。

　第60条の24第１項ただし書中「、管理者は」を削り、「従事し」を「従

事させ」に改め、「同一敷地内にある」を削り、「従事する」を「従事さ

 せる」に改め、「ものとする」を削る。

　第60条の30中第５号を第７号とし、第４号を第６号とし、第３号を第５
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 号とし、第２号の次に次の２号を加える。

　(3) 指定療養通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者

　　等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体

 　　的拘束等を行ってはならない。

　(4) 前号の身体的拘束等を行う場合は、その態様および時間、その際の

利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由を記録しなければ

 ならない。

　第60条の37第２項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、

同項第７号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第８

号とし、同項中第６号を第７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の

規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定す

る」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号の次

 に次の１号を加える。

　(4) 第60条の30第４号の規定による身体的拘束等の態様および時間、そ

 　　の際の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由の記録

　第63条第１項ただし書中「、管理者は」を削り、「従事し」を「従事さ

せ」に改め、「同一敷地内にある」を削り、「従事する」を「従事させ

 る」に改め、「ものとする」を削る。

　第66条第２項中「指定介護療養型医療施設」を「健康保険法等の一部を

改正する法律（平成18年法律第83号）第26条の規定による改正前の法第48

条第１項第３号に規定する指定介護療養型医療施設」に改める。 

　第67条第１項ただし書中「、管理者は」を削り、「従事し、」を「従事

させ、」に改め、「同一敷地内にある」を削り、「従事する」を「従事さ

せる」に、「従事しても」を「従事させても」に改める。 

　第71条中第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、第４号の次に次の

 ２号を加える。

　(5) 指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他

　　の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除

 　　き、身体的拘束等を行ってはならない。

　(6) 前号の身体的拘束等を行う場合は、その態様および時間、その際の
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利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由を記録しなければ

 ならない。

 　第72条第１項中「および次条」を削る。

　第80条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項

第６号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第７号と

し、同項中第５号を第６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定

による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を

「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の

 １号を加える。

　(3) 第71条第６号の規定による身体的拘束等の態様および時間、その際

 　　の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由の記録

　第83条第６項の表中「、指定介護療養型医療施設（医療法（昭和23年法

律第205号）第７条第２項第４号に規定する療養病床を有する診療所であ 

るものに限る。）」を削る。 

　第84条第１項ただし書を次のように改める。 

　　ただし、指定小規模多機能型居宅介護事業所の管理上支障がない場合

は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の他の職務に従事させ、又

は他の事業所、施設等の職務に従事させることができる。 

　第84条第３項中「第113条」の次に「、第193条第３項」を加える。 

　第93条第５号中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下

「身体的拘束等」という。）」を「身体的拘束等」に改め、同条第６号中

「身体的拘束等」を「前号の身体的拘束等」に改め、同条中第８号を第９

 号とし、第７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を加える。

　(7) 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図

 　　るため、次に掲げる措置を講じなければならない。

　　ア　身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電

　　　話装置等を活用して行うことができるものとする。）を３月に１回

　　　以上開催するとともに、その結果について、介護職員その他の従業

 　　　者に周知徹底を図ること。

 　　イ　身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。
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　　ウ　介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための

 　　　研修を定期的に実施すること。

 　第107条の次に次の１条を加える。

　（利用者の安全ならびに介護サービスの質の確保および職員の負担軽減

 　に資する方策を検討するための委員会の設置）

 第107条の２　指定小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定小規模多

　機能型居宅介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質の向上

　その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため、当該指定小規模

　多機能型居宅介護事業所における利用者の安全ならびに介護サービスの

　質の確保および職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会

　（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期

 　的に開催しなければならない。

 　第108条第２項第３号から第７号までの規定中「に規定する」を「の規

 定による」に改める。

　第112条第１項ただし書を次のように改める。 

　　ただし、共同生活住居の管理上支障がない場合は、当該共同生活住居

の他の職務に従事させ、又は他の事業所、施設等の職務に従事させるこ

とができる。 

　第122条ただし書中「これらの事業所、施設等が同一敷地内にあること 

等により」を削る。 

 　第126条中第３項を第８項とし、第２項を第７項とし、第１項の次に次

 の５項を加える。

２　指定認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医

　療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を

 　定めるよう努めなければならない。

　(1) 利用者の病状が急変した場合等において、医師又は看護職員が相談

 への対応を行う体制を常時確保していること。

　(2) 当該指定認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めがあっ

 　　た場合において、診療を行う体制を常時確保していること。

３　指定認知症対応型共同生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医療
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機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するととも

に、協力医療機関の名称等を当該指定認知症対応型共同生活介護事業者

 に係る指定を行った市長に届け出なければならない。

４　指定認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症の

 　患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）第６条第17項

　に規定する第二種協定指定医療機関（以下「第二種協定指定医療機関」

　という。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定する新型インフル

　エンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規

　定する新感染症をいう。以下同じ。）の発生時等の対応を取り決めるよ

 　う努めなければならない。

５　指定認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第二種協定

　指定医療機関である場合においては、当該第二種協定指定医療機関との

　間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならな

 　い。

６　指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その

　他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能

　となった場合においては、再び当該指定認知症対応型共同生活介護事業

 　所に速やかに入居させることができるよう努めなければならない。

 　第128条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規

 定による」に改める。

　第129条中「および第105条」を「、第105条および第107条の２」に改め

 る。

 　第131条第７項第３号を削り、同条に次の１項を加える。

11　次に掲げる要件のいずれにも適合する場合における第１項第２号アの

 　規定の適用については、同号ア中「１」とあるのは、「0.9」とする。

　(1) 第150条において準用する第107条の２に規定する委員会において、

　　利用者の安全ならびに介護サービスの質の確保および職員の負担軽減

　　を図るための取組に関する次に掲げる事項について必要な検討を行い、

 　　および当該事項の実施を定期的に確認していること。

 　　ア　利用者の安全およびケアの質の確保

- 82 -



 　　イ　地域密着型特定施設従業者の負担軽減および勤務状況への配慮

 　　ウ　緊急時の体制整備

　　エ　業務の効率化、介護サービスの質の向上等に資する機器（次号に

 　　　おいて「介護機器」という。）の定期的な点検

 　　オ　地域密着型特定施設従業者に対する研修

 　(2) 複数の種類の介護機器を活用していること。

　(3) 利用者の安全ならびに介護サービスの質の確保および職員の負担軽

　　減を図るため、地域密着型特定施設従業者間の適切な役割分担を行っ

 　　ていること。

　(4) 利用者の安全ならびに介護サービスの質の確保および職員の負担軽

　　減を図る取組による介護サービスの質の確保および職員の負担軽減が

 　　行われていると認められること。

 　第132条ただし書中「、管理者は」を削り、「従事し」を「従事させ」

に改め、「同一敷地内にある」を削り、「従事する」を「従事させる」に

改め、「ものとする」を削る。 

　第148条中第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を加える。 

２　指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、前項の規定に基づ

　き協力医療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医

 　療機関を定めるよう努めなければならない。

　(1) 利用者の病状が急変した場合等において、医師又は看護職員が相談

 への対応を行う体制を常時確保していること。

　(2) 当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者からの診療の求

 めがあった場合において、診療を行う体制を常時確保していること。

３　指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、１年に１回以上、

協力医療機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認す

るとともに、協力医療機関の名称等を当該指定地域密着型特定施設入居

 者生活介護事業者に係る指定を行った市長に届け出なければならない。

４　指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、第二種協定指定医

療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を取り決めるよう努めな

 ければならない。
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５　指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、協力医療機関が第

　二種協定指定医療機関である場合においては、当該第二種協定指定医療

　機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなけれ

 　ばならない。

６　指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者が協力医療

　機関その他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退

　院が可能となった場合においては、再び当該指定地域密着型特定施設に

 　速やかに入居させることができるよう努めなければならない。

 　第149条第２項第２号から第７号までの規定中「に規定する」を「の規

 定による」に改める。

　第150条中「および第100条」を「、第100条および第107条の２」に改め

 る。

　第152条第８項第４号中「もしくは」を「又は」に改め、「又は介護支 

援専門員（指定介護療養型医療施設の場合に限る。）」を削る。 

　第153条第１項第６号中「医療法」の次に「（昭和23年法律第205号）」

を加える。 

　第166条の２中「医師」の次に「および第173条第１項に規定する協力医

療機関の協力を得て、当該医師および当該協力医療機関」を加え、同条に

次の１項を加える。 

２　指定地域密着型介護老人福祉施設は、前項の医師および協力医療機関

　の協力を得て、１年に１回以上、緊急時等における対応方法の見直しを

　行い、必要に応じて緊急時等における対応方法の変更を行わなければな

 　らない。

 　第167条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。

　第168条第５号および第６号中「に規定する」を「の規定による」に、

「を記録する」を「の記録を行う」に改め、同条第７号中「に規定する」

 を「の規定による」に、「記録する」を「の記録を行う」に改める。

 　第173条の見出しを「（協力医療機関等）」に改め、同条第１項中「入

院治療を必要とする入所者の」を「入所者の病状の急変等に備える」に、

「協力病院」を「、次の各号に掲げる要件を満たす協力医療機関（第３号
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の要件を満たす協力医療機関にあっては、病院に限る。）」に改め、同項

に次のただし書および各号を加える。 

　　ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当該

 　各号の要件を満たすこととしても差し支えない。

　(1) 入所者の病状が急変した場合等において、医師又は看護職員が相談

 への対応を行う体制を常時確保していること。

　(2) 当該指定地域密着型介護老人福祉施設からの診療の求めがあった場

 　　合において、診療を行う体制を常時確保していること。

　(3) 入所者の病状が急変した場合等において、当該指定地域密着型介護

　　老人福祉施設の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療

　　を行い、入院を要すると認められた入所者の入院を原則として受け入

 　　れる体制を確保していること。

 　第173条中第２項を第６項とし、第１項の次に次の４項を加える。

２　指定地域密着型介護老人福祉施設は、１年に１回以上、協力医療機関

との間で、入所者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、

協力医療機関の名称等を当該指定地域密着型介護老人福祉施設に係る指

 定を行った市長に届け出なければならない。

３　指定地域密着型介護老人福祉施設は、第二種協定指定医療機関との間

で、新興感染症の発生時等の対応を取り決めるよう努めなければならな

 い。

４　指定地域密着型介護老人福祉施設は、協力医療機関が第二種協定指定

　医療機関である場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、

 　新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。

５　指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者が協力医療機関その他の

　医療機関に入院した後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能とな

　った場合においては、再び当該指定地域密着型介護老人福祉施設に速や

 　かに入所させることができるよう努めなければならない。

 　第177条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規

 定による」に改める。

　第178条中「および第60条の17第１項から第４項まで」を「、第60条の 
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17第１項から第４項までおよび第107条の２」に改める。 

　第188条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５　ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は、ユニット型

 　施設の管理等に係る研修を受講するよう努めなければならない。

 　第190条中「第４項まで」の次に「、第107条の２」を加える。

 　第191条中「介護保険法施行規則第17条の12に規定する看護小規模多機

 能型居宅介護」を「法第８条第23項第１号に規定するもの」に改める。

 　第192条第７項中第４号を削り、第５号を第４号とする。

 　第193条第１項ただし書を次のように改める。

　　ただし、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の管理上支障がない

場合は、当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の他の職務に従事

させ、又は他の事業所、施設等の職務に従事させることができる。

第198条第１号中「療養上の管理の下で」を「当該利用者の居宅におい 

て、又はサービスの拠点に通わせ、もしくは短期間宿泊させ、日常生活上

の世話および機能訓練ならびに療養上の世話又は必要な診療の補助を」に

改め、同条中第11号を第12号とし、第７号から第10号までを１号ずつ繰り

下げ、第６号の次に次の１号を加える。 

　(7) 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化

　　を図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

　　ア　身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電

話装置等を活用して行うことができるものとする。）を３月に１回

以上開催するとともに、その結果について、看護小規模多機能型居

宅介護従業者に周知徹底を図ること。 

　　イ　身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

　　ウ　看護小規模多機能型居宅介護従業者に対し、身体的拘束等の適正

　　　化のための研修を定期的に実施すること。 

　第202条第２項第３号および第６号から第９号までの規定中「に規定す

 る」を「の規定による」に改める。

　第203条中「および第107条」を「、第107条および第107条の２」に改め

 る。
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　第204条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によって 

は認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機によ

る情報処理の用に供されるものをいう。）」を削る。 

 

　　　附　則 

　（施行期日） 

 １　この条例は、令和６年４月１日から施行する。

 　（重要事項の掲示に係る経過措置）

２　この条例の施行の日（以下「施行日」という。）から令和７年３月31

日までの間、改正後の秋田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設

備および運営に関する基準を定める条例（以下「新条例」という。）第

35条第３項（新条例第60条、第60条の20、第60条の20の３、第60条の38、

第81条、第109条、第129条、第150条、第178条、第190条および第203条

 において準用する場合を含む。）の規定は、適用しない。

 　（身体的拘束等の適正化に係る経過措置）

３　施行日から令和７年３月31日までの間、新条例第93条第７号および第

198条第７号の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」

 とあるのは、「講ずるよう努めなければ」とする。

　（利用者の安全ならびに介護サービスの質の確保および職員の負担軽減

 に資する方策を検討するための委員会の設置に係る経過措置）

 ４　施行日から令和９年３月31日までの間、新条例第107条の２（新条例

 　第129条、第150条、第178条、第190条および第203条において準用する

　場合を含む。）の規定の適用については、新条例第107条の２中「開催

 しなければ」とあるのは、「開催するよう努めなければ」とする。

 　（協力医療機関との連携に関する経過措置）

 ５　施行日から令和９年３月31日までの間、新条例第173条第１項（新条

 　例第190条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、

　同項中「定めておかなければ」とあるのは、「定めておくよう努めなけ

れば」とする。
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　秋田市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備および運営

ならびに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例をここに公

布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第21号 

 

　　　秋田市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備および

　　　運営ならびに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のた

　　　めの効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改正す

 　　　る条例

　秋田市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備および運営

ならびに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準を定める条例（平成24年秋田市条例第76号）の

 一部を次のように改正する。

 　第６条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。

　第９条第２項中「指定介護療養型医療施設（」、「附則第130条の２第

１項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法」および「をい

う。第44条第６項において同じ。）」を削る。 

　第10条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

　第11条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これ

らに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」

を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知

覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子

計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第91条第１項において

同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。 
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　第32条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要

事項」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する」を削り、

「同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３　指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、原則として、重要事項

　をウェブサイトに掲載しなければならない。 

　第40条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項

中第６号を第７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」

に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定

による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を

「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の

 １号を加える。

　(3) 第42条第11号の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制限す

　　る行為（以下「身体的拘束等」という。）の態様および時間、その際

 　　の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由の記録

　第42条第14号中「第12号」を「第14号」に改め、同号を同条第16号とし、

同条中第13号を第15号とし、第10号から第12号までを２号ずつ繰り下げ、

 第９号の次に次の２号を加える。

 　(10) 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利

　　用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得な

 　　い場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。

　(11) 前号の身体的拘束等を行う場合は、その態様および時間、その際

の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由を記録しなけれ

 ばならない。

　第44条第６項の表中「、指定介護療養型医療施設（医療法（昭和23年法

 律第205号）第７条第２項第４号に規定する療養病床を有する診療所であ

 るものに限る。）」を削る。

　第45条第１項ただし書を次のように改める。 

　　ただし、当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の管理上支

障がない場合は、当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の他

の職務に従事させ、又は他の事業所、施設等の職務に従事させることが
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 できる。

　第53条第１項中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下

「身体的拘束等」という。）」を「身体的拘束等」に改め、同条に次の１

項を加える。 

３　指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正

 　化を図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。

　(1) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話

　　装置等を活用して行うことができるものとする。）を３月に１回以上

　　開催するとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周

 　　知徹底を図ること。

 　(2) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

　(3) 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研

 　　修を定期的に実施すること。

 　第63条の次に次の１条を加える。

　（利用者の安全ならびに介護サービスの質の確保および職員の負担軽減

 　に資する方策を検討するための委員会の設置）

第63条の２　指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定介

　護予防小規模多機能型居宅介護事業所における業務の効率化、介護サー

　ビスの質の向上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため、

　当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所における利用者の安全

　ならびに介護サービスの質の確保および職員の負担軽減に資する方策を

　検討するための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができる

 　ものとする。）を定期的に開催しなければならない。

　第64条第２項第３号から第７号までの規定中「に規定する」を「の規定

 による」に改める。

　第72条第１項ただし書中「同一敷地内にある」および「もしくは併設す

 る指定小規模多機能型居宅介護事業所」を削る。

　第79条ただし書中「これらの事業所、施設等が同一敷地内にあること等

により」を削る。 

　第83条中第３項を第８項とし、第２項を第７項とし、第１項の次に次の
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 ５項を加える。

２　指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づ

　き協力医療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医

 　療機関を定めるよう努めなければならない。

　(1) 利用者の病状が急変した場合等において、医師又は看護職員が相談

 への対応を行う体制を常時確保していること。

　(2) 当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求

 めがあった場合において、診療を行う体制を常時確保していること。

３　指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、１年に１回以上、

　協力医療機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認す

　るとともに、協力医療機関の名称等を当該指定介護予防認知症対応型共

 　同生活介護事業者に係る指定を行った市長に届け出なければならない。

４　指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び

 　感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）第６

　条第17項に規定する第二種協定指定医療機関（次項において「第二種協

　定指定医療機関」という。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定

　する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又

　は同条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同じ。）の発生

 　時等の対応を取り決めるよう努めなければならない。

５　指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第

　二種協定指定医療機関である場合においては、当該第二種協定指定医療

　機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなけれ

 　ばならない。

６　指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療

　機関その他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退

　院が可能となった場合においては、再び当該指定介護予防認知症対応型

　共同生活介護事業所に速やかに入所させることができるよう努めなけれ

 　ばならない。

　第85条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規定

 による」に改める。
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 　第86条中「および第61条」を「、第61条および第63条の２」に改める。

　第91条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による

情報処理の用に供されるものをいう。）」を削る。 

 

 　　　附　則

 　（施行期日）

 １　この条例は、令和６年４月１日から施行する。

 　（重要事項の掲示に係る経過措置）

２　この条例の施行の日（以下「施行日」という。）から令和７年３月31

日までの間、改正後の秋田市指定地域密着型介護予防サービスの事業の

人員、設備および運営ならびに指定地域密着型介護予防サービスに係る

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（以下

「新条例」という。）第32条第３項（新条例第65条および第86条におい

 て準用する場合を含む。）の規定は、適用しない。

 　（身体的拘束等の適正化に係る経過措置）

３　施行日から令和７年３月31日までの間、新条例第53条第３項の規定の

適用については、同項中「講じなければ」とあるのは、「講ずるよう努

 めなければ」とする。

　（利用者の安全ならびに介護サービスの質の確保および職員の負担軽減

 に資する方策を検討するための委員会の設置に係る経過措置）

４　施行日から令和９年３月31日までの間、新条例第63条の２（新条例第

86条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、新条例

第63条の２中「しなければ」とあるのは、「するよう努めなければ」と

する。
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　秋田市指定介護予防支援等の事業の人員および運営ならびに指定介護予

防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第22号 

 

　　　秋田市指定介護予防支援等の事業の人員および運営ならびに指定介

　　　護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する

　　　基準を定める条例の一部を改正する条例 

　秋田市指定介護予防支援等の事業の人員および運営ならびに指定介護予

防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定め

る条例（平成26年秋田市条例第75号）の一部を次のように改正する。 

　第３条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの設置

者である指定介護予防支援事業者」に改め、「（以下「指定介護予防支援

事業所」という。）」を削り、同条に次の１項を加える。 

２　指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、当該指定

に係る事業所ごとに１以上の員数の指定介護予防支援の提供に当たる必

要な数の介護支援専門員を置かなければならない。 

　第４条第１項中「指定介護予防支援事業所」を「当該指定に係る事業所

（以下「指定介護予防支援事業所」という。）」に改め、同条第２項中

「前項に規定する」を「地域包括支援センターの設置者である指定介護予

防支援事業者が前項の規定により置く」に改め、同条に次の２項を加える。 

３　指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者が第１項の規

定により置く管理者は、介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36

号）第140条の66第１号イ(3)に規定する主任介護支援専門員（以下この

項において「主任介護支援専門員」という。）でなければならない。た
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だし、主任介護支援専門員の確保が著しく困難である場合その他のやむ

を得ない理由がある場合は、介護支援専門員（主任介護支援専門員を除

く。）を第１項に規定する管理者とすることができる。 

４　前項の管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。た

だし、次に掲げる場合は、この限りでない。 

　(1) 管理者がその管理する指定介護予防支援事業所の介護支援専門員の

職務に従事する場合 

　(2) 管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その管理する指定介護

予防支援事業所の管理に支障がない場合に限る。） 

　第５条第２項中「あらかじめ」の次に「、利用者又はその家族に対し」

を加え、同条第３項中「担当職員」の次に「（指定居宅介護支援事業者で

ある指定介護予防支援事業者の場合にあっては介護支援専門員。以下この

章および次章において同じ。）」を加え、同条第４項第２号中「磁気ディ

スク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項を

確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録

（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができ

ない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供さ

れるものをいう。第34条第１項において同じ。）に係る記録媒体をい

う。）」に改める。 

　第11条の見出しを「（利用料等の受領）」に改め、同条に次の２項を加

える。 

２　指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項の利

用料のほか、利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居

宅を訪問して指定介護予防支援を行う場合は、それに要した交通費の支

払を利用者から受けることができる。 

３　指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項に規

定する費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用

者又はその家族に対し、当該サービスの内容および費用について説明を

行い、利用者の同意を得なければならない。 

　第13条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの設置
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者である指定介護予防支援事業者」に改め、同条第１号中「（平成11年厚

生省令第36号）」を削り、同条第４号中「規定」の次に「（第31条第29号

の規定を除く。）」を加える。 

　第22条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要

事項」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する」を削り、

「同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３　指定介護予防支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに

掲載しなければならない。 

　第29条第２項第２号エ中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号

とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同

項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、

同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

　(3) 第31条第２号の３の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制

限する行為（第31条第２号の２および第２号の３において「身体的拘

束等」という。）の態様および時間、その際の利用者の心身の状況な

らびに緊急やむを得ない理由の記録 

　第31条第２号の次に次の２号を加える。 

　(2)の２ 指定介護予防支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利

用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、

身体的拘束等を行ってはならない。 

　(2)の３ 前号の身体的拘束等を行う場合は、その態様および時間、その

際の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由を記録しなけ

ればならない。 

　第31条第16号ア中「およびサービスの評価期間が終了する月ならびに利

用者の状況に著しい変化があったときは、利用者の居宅を訪問し」を削り、

同号中ウをオとし、同号イ中「月」の次に「（イただし書の規定によりテ

レビ電話装置等を活用して利用者に面接する月を除く。）」を加え、同号

イを同号エとし、同号アの次に次のように加える。 

　　イ　アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行
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うこと。ただし、次のいずれにも該当する場合であって、サービス

の提供を開始する月の翌月から起算して３月ごとの期間（以下この

号において単に「期間」という。）について、少なくとも連続する

２期間に１回、利用者の居宅を訪問し、面接するときは、利用者の

居宅を訪問しない期間において、テレビ電話装置等を活用して、利

用者に面接することができる。 

　　　(ｱ) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書に

より利用者の同意を得ていること。 

　　　(ｲ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治

の医師、担当者その他の関係者の合意を得ていること。 

　　　　ａ　利用者の心身の状況が安定していること。 

　　　　ｂ　利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことが

できること。 

　　　　ｃ　担当職員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは

把握できない情報について、担当者から提供を受けること。 

　　ウ　サービスの評価期間が終了する月および利用者の状況に著しい変

化があったときは、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接すること。 

　第31条に次の１号を加える。 

　(29) 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、法第

115条の30の２第１項の規定により市長から情報の提供を求められた

場合は、その求めに応じなければならない。 

　第34条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による

情報処理の用に供されるものをいう。）」を削る。 

 

　　　附　則 

　（施行期日） 

１　この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

　（経過措置） 

２　この条例の施行の日から令和７年３月31日までの間、改正後の秋田市

- 96 -



指定介護予防支援等の事業の人員および運営ならびに指定介護予防支援

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条

例第22条第３項（同条例第33条において準用する場合を含む。）の規定

は、適用しない。
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　秋田市指定居宅介護支援等の事業の人員および運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第23号 

 

　　　秋田市指定居宅介護支援等の事業の人員および運営に関する基準を

 　　　定める条例の一部を改正する条例

　秋田市指定居宅介護支援等の事業の人員および運営に関する基準を定め

る条例（平成26年秋田市条例第77号）の一部を次のように改正する。 

　第２条第４項中「地域包括支援センター」の次に「（以下「地域包括支

 援センター」という。）」を加える。

　第３条第２項中「数が35」を「数（当該指定居宅介護支援事業者が指定

介護予防支援事業者の指定を併せて受け、又は法第115条の23第３項の規 

定により地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者か

ら委託を受けて、当該指定居宅介護支援事業所において指定介護予防支援

（法第58条第１項に規定する指定介護予防支援をいう。以下この項および

第14条第26号において同じ。）を行う場合にあっては、当該事業所におけ

る指定居宅介護支援の利用者の数に当該事業所における指定介護予防支援

の利用者の数に３分の１を乗じた数を加えた数。次項において同じ。）が

44」に改め、同条に次の１項を加える。 

３　前項の規定にかかわらず、指定居宅介護支援事業所が、公益社団法人

国民健康保険中央会（昭和34年１月１日に社団法人国民健康保険中央会

という名称で設立された法人をいう。）が運用および管理を行う指定居

宅介護支援事業者および指定居宅サービス事業者等の使用に係る電子計

算機と接続された居宅サービス計画の情報の共有等のための情報処理シ

ステムを利用し、かつ、事務職員を配置している場合における第１項に

- 98 -



規定する員数の基準は、利用者の数が49又はその端数を増すごとに１と

する。 

　第４条第３項第２号中「同一敷地内にある」を削る。 

　第５条第２項中「あらかじめ」の次に「、利用者又はその家族に対し」

を加え、「、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された

居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与およ

び地域密着型通所介護（以下この項において「訪問介護等」という。）が

それぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合、前６月間に

当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画に位置

付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者

又は指定地域密着型サービス事業者によって提供されたものが占める割

合」を削り、同条中第８項を第９項とし、同条第７項中「、第４項」を 

「、第５項」に改め、同項第１号中「第４項各号」を「第５項各号」に改

め、同項を同条第８項とし、同条第６項中「第４項第１号」を「第５項第

１号」に改め、同項を同条第７項とし、同条中第５項を第６項とし、同条

第４項中「第７項」を「第８項」に改め、同項第２号中「磁気ディスク、

シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項を確実に

記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的

方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式

で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるもの

をいう。第32条第１項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改

め、同項を同条第５項とし、同条中第３項を第４項とし、第２項の次に次

の１項を加える。 

３　指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、

あらかじめ、利用者又はその家族に対し、前６月間に当該指定居宅介護

支援事業所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介

護、通所介護、福祉用具貸与および地域密着型通所介護（以下この項に

おいて「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービ

ス計画の数が占める割合および前６月間に当該指定居宅介護支援事業所

において作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごと
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の回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サー

ビス事業者によって提供されたものが占める割合について説明を行い、

理解を得るよう努めなければならない。 

 　第14条第２号の次に次の２号を加える。

　(2)の２ 指定居宅介護支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利

用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、

身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束

等」という。）を行ってはならない。 

　(2)の３ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様および時間、そ

の際の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由を記録しな

ければならない。 

　第14条第14号ア中「、利用者の居宅を訪問し」を削り、同号中イをウと

し、アの次に次のように加える。 

　　イ　アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行

うこと。ただし、次のいずれにも該当する場合であって、少なくと

も２月に１回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接するときは、

利用者の居宅を訪問しない月においては、テレビ電話装置等を活用

して、利用者に面接することができるものとする。 

　　　(ｱ) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書に

　　　　より利用者の同意を得ていること。 

　　　(ｲ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治

　　　　の医師、担当者その他の関係者の合意を得ていること。 

　　　　ａ　利用者の心身の状況が安定していること。 

　　　　ｂ　利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことが

　　　　　できること。 

　　　　ｃ　介護支援専門員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリン

グでは把握することができない情報について、担当者から提供

を受けること。 

　第14条第26号中「基づき、」の次に「地域包括支援センターの設置者で

ある」を加える。 
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　第23条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要

事項」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する」を削り、

「同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３　指定居宅介護支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに

掲載しなければならない。 

　第30条第２項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号

を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改

め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定によ

 る」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。

　(3) 第14条第２号の３の規定による身体的拘束等の態様および時間、そ

の際の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由の記録 

　第32条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による

情報処理の用に供されるものをいう。）」を削る。 

 

 　　　附　則

　（施行期日） 

１　この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

　（経過措置） 

２　この条例の施行の日から令和７年３月31日までの間、改正後の秋田市

指定居宅介護支援等の事業の人員および運営に関する基準を定める条例

第23条第３項（同条例第31条において準用する場合を含む。）の規定は、

適用しない。
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　秋田市介護医療院の人員、施設および設備ならびに運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第24号 

 

　　　秋田市介護医療院の人員、施設および設備ならびに運営に関する基

 　　　準を定める条例の一部を改正する条例

　秋田市介護医療院の人員、施設および設備ならびに運営に関する基準を

 定める条例（平成30年秋田市条例第23号）の一部を次のように改正する。

　第７条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これ

らに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」

を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知

覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子

計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第55条第１項において

同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。 

 　第19条第１項中「協力病院」を「協力医療機関」に改める。

　第26条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

　第34条の見出しを「（協力医療機関等）」に改め、同条第１項中「協力

病院」を「、次の各号に掲げる要件を満たす協力医療機関（第３号の要件

を満たす協力医療機関にあっては、病院に限る。）」に改め、同項に次の

ただし書および各号を加える。 

　　ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当該

　各号の要件を満たすこととしても差し支えない。 

　(1) 入所者の病状が急変した場合等において、医師又は看護職員が相談

への対応を行う体制を常時確保していること。 

　(2) 当該介護医療院からの診療の求めがあった場合において、診療を行
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う体制を常時確保していること。 

　(3) 入所者の病状が急変した場合等において、当該介護医療院の医師又

　　は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要する

　　と認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保してい

　　ること。 

 　第34条中第２項を第６項とし、第１項の次に次の４項を加える。

２　介護医療院は、１年に１回以上、協力医療機関との間で、入所者の病

　状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等

　を当該介護医療院に係る許可を行った市長に届け出なければならない。 

３　介護医療院は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する

法律（平成10年法律第114号）第６条第17項に規定する第二種協定指定

医療機関（次項において「第二種協定指定医療機関」という。）との間

で、新興感染症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、

同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症を

いう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決めるよう努めな

ければならない。 

４　介護医療院は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合に

　おいては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時

　等の対応について協議を行わなければならない。 

５　介護医療院は、入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院した後

に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、

再び当該介護医療院に速やかに入所させることができるよう努めなけれ

ばならない。 

　第35条第１項中「協力病院」を「協力医療機関」に改め、「重要事項」

の次に「（以下この条において単に「重要事項」という。）」を加え、同

条第２項中「前項に規定する」を削り、「同項」を「前項」に改め、同条

に次の１項を加える。 

３　介護医療院は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなけれ

　ばならない。 

 　第40条の２の次に次の１条を加える。
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　（入所者の安全ならびに介護サービスの質の確保および職員の負担軽減

　に資する方策を検討するための委員会の設置） 

第40条の３　介護医療院は、当該介護医療院における業務の効率化、介護

　サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るた

　め、当該介護医療院における入所者の安全ならびに介護サービスの質の

　確保および職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会（テレ

　ビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開

　催しなければならない。 

 　第52条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。

５　ユニット型介護医療院の管理者は、ユニット型施設の管理等に係る研

　修を受講するよう努めなければならない。 

　第55条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による

情報処理の用に供されるものをいう。）」を削る。 

 

 　　　附　則

 　（施行期日）

 １　この条例は、令和６年４月１日から施行する。

 　（協力医療機関との連携に関する経過措置）

２　この条例の施行の日（以下「施行日」という。）から令和９年３月31

日までの間、改正後の秋田市介護医療院の人員、施設および設備ならび

に運営に関する基準を定める条例（以下「新条例」という。）第34条第

１項（新条例第54条において準用する場合を含む。）の規定の適用につ

いては、同項中「定めておかなければ」とあるのは、「定めておくよう

 努めなければ」とする。

 　（重要事項の掲示に係る経過措置）

３　施行日から令和７年３月31日までの間、新条例第35条第３項（新条例

 第54条において準用する場合を含む。）の規定は、適用しない。

　（入所者の安全ならびに介護サービスの質の確保および職員の負担軽減

に資する方策を検討するための委員会の設置に係る経過措置） 
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４　施行日から令和９年３月31日までの間、新条例第40条の３（新条例第

54条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、新条例

第40条の３中「開催しなければ」とあるのは、「開催するよう努めなけ

れば」とする。
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　秋田市特別養護老人ホームの設備および運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第25号 

 

　　　秋田市特別養護老人ホームの設備および運営に関する基準を定める

　　　条例の一部を改正する条例 

　秋田市特別養護老人ホームの設備および運営に関する基準を定める条例

（平成24年秋田市条例第77号）の一部を次のように改正する。 

 　目次中「第31条の２」を「第31条の３」に改める。

　第９条第２項第３号から第５号までの規定中「に規定する」を「の規定

 による」に改める。

 　第11条に次の２項を加える。

８　特別養護老人ホーム（離島振興法（昭和28年法律第72号）第２条第１

項の規定により指定された離島振興対策実施地域、奄美群島振興開発特

別措置法（昭和29年法律第189号）第１条に規定する奄美群島、小笠原

諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第４条第１項に規定す

る小笠原諸島、沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第３条第３

号に規定する離島又は過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法

（令和３年法律第19号）第２条第２項の規定により公示された過疎地域

に所在し、かつ、入所定員が30人の特別養護老人ホームに限る。以下こ

の項および次項において同じ。）に秋田市指定居宅サービス等の事業の

人員、設備および運営に関する基準を定める条例（平成24年秋田市条例

第71号。以下「指定居宅サービス等基準条例」という。）第147条第１

項に規定する指定短期入所生活介護事業所又は秋田市指定介護予防サー

ビス等の事業の人員、設備および運営ならびに指定介護予防サービス等
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に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例

（平成24年秋田市条例第72号）第129条第１項に規定する指定介護予防

短期入所生活介護事業所（以下「指定短期入所生活介護事業所等」とい

う。）が併設される場合においては、当該指定短期入所生活介護事業所

等の医師については、当該特別養護老人ホームの医師により当該指定短

期入所生活介護事業所等の利用者の健康管理が適切に行われると認めら

れるときは、これを置かないことができる。 

９　特別養護老人ホームに指定居宅サービス等基準条例第99条第１項に規

定する指定通所介護事業所、指定短期入所生活介護事業所等、秋田市指

定地域密着型サービスの事業の人員、設備および運営に関する基準を定

める条例（平成24年秋田市条例第75号。以下「指定地域密着型サービス

基準条例」という。）第60条の３第１項に規定する指定地域密着型通所

介護事業所、指定地域密着型サービス基準条例第62条第１項に規定する

併設型指定認知症対応型通所介護の事業を行う事業所又は秋田市指定地

域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備および運営ならびに指定

地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方

法に関する基準を定める条例（平成24年秋田市条例第76号。以下「指定

地域密着型介護予防サービス基準条例」という。）第５条第１項に規定

する併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の事業を行う事業所が併

設される場合においては、当該併設される事業所の生活相談員、栄養士、

機能訓練指導員又は調理員その他の従業者については、当該特別養護老

人ホームの生活相談員、栄養士、機能訓練指導員又は調理員、事務員そ

の他の職員により当該事業所の利用者の処遇が適切に行われると認めら

れるときは、これを置かないことができる。 

　第22条の２中「医師」の次に「および第27条第１項に規定する協力医療

機関の協力を得て、当該医師および当該協力医療機関」を加え、同条に次

の１項を加える。 

２　特別養護老人ホームは、前項の医師および協力医療機関の協力を得て、

　１年に１回以上、緊急時等における対応方法の見直しを行い、必要に応

　じて緊急時等における対応方法の変更を行わなければならない。 
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 　第23条第２項中「第31条の２」を「第31条の３」に改める。

　第27条の見出しを「（協力医療機関等）」に改め、同条第１項中「入院

治療を必要とする入所者のために」を「入所者の病状の急変等に備えるた

め」に、「協力病院」を「次の各号に掲げる要件を満たす協力医療機関

（第３号の要件を満たす協力医療機関にあっては、病院に限る。）」に改

め、同項に次のただし書および各号を加える。 

　　ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当該

　各号の要件を満たすこととしても差し支えない。 

　(1) 入所者の病状が急変した場合等において、医師又は看護職員が相談

への対応を行う体制を常時確保していること。 

　(2) 当該特別養護老人ホームからの診療の求めがあった場合において、

診療を行う体制を常時確保していること。 

　(3) 入所者の病状が急変した場合等において、当該特別養護老人ホーム

　　の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院

　　を要すると認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確

　　保していること。 

 　第27条中第２項を第６項とし、第１項の次に次の４項を加える。

２　特別養護老人ホームは、１年に１回以上、協力医療機関との間で、入

　所者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関

　の名称等を市長に届け出なければならない。 

３　特別養護老人ホームは、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療

　に関する法律（平成10年法律第114号）第６条第17項に規定する第二種 

　協定指定医療機関（次項において「第二種協定指定医療機関」とい

　う。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定する新型インフルエン

　ザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定す

　る新感染症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決め

　るよう努めなければならない。 

４　特別養護老人ホームは、協力医療機関が第二種協定指定医療機関であ

る場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症

の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 
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５　特別養護老人ホームは、入所者が協力医療機関その他の医療機関に入

院した後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合にお

いては、再び当該特別養護老人ホームに速やかに入所させることができ

るよう努めなければならない。 

 　第２章中第31条の２の次に次の１条を加える。

　（入所者の安全ならびに介護サービスの質の確保および職員の負担軽減

　に資する方策を検討するための委員会の設置） 

第31条の３　特別養護老人ホームは、当該特別養護老人ホームにおける業

　務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取

　組の促進を図るため、当該特別養護老人ホームにおける入所者の安全な

　らびに介護サービスの質の確保および職員の負担軽減に資する方策を検

　討するための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるも

　のとする。）を定期的に開催しなければならない。 

 　第40条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。

５　ユニット型特別養護老人ホームの施設長は、ユニット型施設の管理等

　に係る研修を受講するよう努めなければならない。 

 　第42条中「第31条の２」を「第31条の３」に改める。

　第45条第11項中「秋田市指定居宅サービス等の事業の人員、設備および

運営に関する基準を定める条例（平成24年秋田市条例第71号。以下「指定

居宅サービス等基準条例」という。）第147条第１項に規定する指定短期

入所生活介護事業所又は秋田市指定介護予防サービス等の事業の人員、設

備および運営ならびに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成24年秋田市条例第72

号。以下「指定介護予防サービス等基準条例」という。）第129条第１項

に規定する指定介護予防短期入所生活介護事業所（以下「指定短期入所生

活介護事業所等」という。）」を「指定短期入所生活介護事業所等」に改

め、同条第12項中「秋田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備お

よび運営に関する基準を定める条例（平成24年秋田市条例第75号。以下

「指定地域密着型サービス基準条例」という。）」を「指定地域密着型サ

ービス基準条例」に、「秋田市指定地域密着型介護予防サービスの事業の
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人員、設備および運営ならびに指定地域密着型介護予防サービスに係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成24年

秋田市条例第76号。以下「指定地域密着型介護予防サービス基準条例」と

いう。）」を「指定地域密着型介護予防サービス基準条例」に改める。 

　第48条中「、第31条および第31条の２」を「および第31条から第31条の

３まで」に、「から第31条の２」を「から第31条の３」に改める。 

　第52条中「、第31条の２」を「から第31条の３まで」に、「から第31条

の２」を「から第31条の３」に改める。 

 

　　　附　則 

　（施行期日） 

１　この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

　（協力医療機関との連携に関する経過措置） 

２　この条例の施行の日（以下「施行日」という。）から令和９年３月31

日までの間、改正後の秋田市特別養護老人ホームの設備および運営に関

する基準を定める条例（以下「新条例」という。）第27条第１項（新条

例第42条、第48条および第52条において準用する場合を含む。）の規定

の適用については、同項中「定めておかなければ」とあるのは、「定め

ておくよう努めなければ」とする。 

　（入所者の安全ならびに介護サービスの質の確保および職員の負担軽減

に資する方策を検討するための委員会の設置に係る経過措置） 

３　施行日から令和９年３月31日までの間、新条例第31条の３（新条例第

42条、第48条および第52条において準用する場合を含む。）の規定の適

用については、新条例第31条の３中「開催しなければ」とあるのは、

「開催するよう努めなければ」とする。
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　秋田市養護老人ホームの設備および運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第26号 

 

　　　秋田市養護老人ホームの設備および運営に関する基準を定める条例

　　　の一部を改正する条例 

　秋田市養護老人ホームの設備および運営に関する基準を定める条例（平

成24年秋田市条例第78号）の一部を次のように改正する。 

　第９条第２項第３号から第５号までの規定中「に規定する」を「の規定

による」に改める。 

　第12条第５項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

　第25条の見出しを「（協力医療機関等）」に改め、同条第１項中「入院

治療を必要とする入所者の」を「入所者の病状の急変等に備える」に、

「協力病院」を「次の各号に掲げる要件を満たす協力医療機関（第３号の

要件を満たす協力医療機関にあっては、病院に限る。）」に改め、同項に

次のただし書および各号を加える。 

　　ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当該

 各号の要件を満たすこととしても差し支えない。

　(1) 入所者の病状が急変した場合等において、医師又は看護職員が相談

 への対応を行う体制を常時確保していること。

　(2) 当該養護老人ホームからの診療の求めがあった場合において、診療

 を行う体制を常時確保していること。

　(3) 入所者の病状が急変した場合等において、当該養護老人ホームの医

師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要

すると認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保し
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 ていること。

　第25条中第２項を第６項とし、第１項の次に次の４項を加える。 

２　養護老人ホームは、１年に１回以上、協力医療機関との間で、入所者

の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名

 称等を市長に届け出なければならない。

３　養護老人ホームは、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

 する法律（平成10年法律第114号）第６条第17項に規定する第二種協定

　指定医療機関（次項において「第二種協定指定医療機関」という。）と

の間で、新興感染症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染

症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染

症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決めるよう努

 めなければならない。

４　養護老人ホームは、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場

合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発

 生時等の対応について協議を行わなければならない。

５　養護老人ホームは、入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院し

た後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合において

は、再び当該養護老人ホームに速やかに入所させることができるよう努

 めなければならない。

 

　　　附　則 

　（施行期日） 

１　この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

　（経過措置） 

２　この条例の施行の日から令和９年３月31日までの間、改正後の秋田市

養護老人ホームの設備および運営に関する基準を定める条例第25条第１

項の規定の適用については、同項中「定めておかなければ」とあるのは、

 「定めておくよう努めなければ」とする。
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　秋田市軽費老人ホームの設備および運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第27号 

 

　　　秋田市軽費老人ホームの設備および運営に関する基準を定める条例

 　　　の一部を改正する条例

　秋田市軽費老人ホームの設備および運営に関する基準を定める条例（平

 成24年秋田市条例第79号）の一部を次のように改正する。

　第９条第２項第３号中「第17条第３項に規定する」を「第17条第４項の

規定による」に改め、同項第４号中「苦情」を「規定による苦情」に改め、

同項第５号中「第33条第２項の」を「第33条第３項の規定による」に改め、

 「の同条第３項」を削る。

 　第11条第４項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。

　第12条第３項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これ

らに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」

を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知

覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子

計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第34条第１項において

 同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。

　第27条中第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を加える。 

２　軽費老人ホームは、前項の規定に基づき協力医療機関を定めるに当た

っては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるよう努めなけれ

 ばならない。

　(1) 入所者の病状が急変した場合等において、医師又は看護職員が相談

 への対応を行う体制を常時確保していること。
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　(2) 当該軽費老人ホームからの診療の求めがあった場合において、診療

 を行う体制を常時確保していること。

３　軽費老人ホームは、１年に１回以上、協力医療機関との間で、入所者

の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名

 称等を市長に届け出なければならない。

４　軽費老人ホームは、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

 する法律（平成10年法律第114号）第６条第17項に規定する第二種協定

指定医療機関（次項において「第二種協定指定医療機関」という。）と

の間で、新興感染症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染

症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染

症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決めるよう努

 めなければならない。

５　軽費老人ホームは、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場

合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発

 生時等の対応について協議を行わなければならない。

６　軽費老人ホームは、入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院し

た後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合において

は、再び当該軽費老人ホームに速やかに入所させることができるよう努

 めなければならない。

　第28条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要

事項」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する」を削り、

 「同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。

３　軽費老人ホームは、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しな

 ければならない。

　第34条第１項中「、交付」および「（電子的方式、磁気的方式その他人

の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、

 電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）」を削る。

 　附則第16項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。

 

　　　附　則 
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　（施行期日） 

１　この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

　（経過措置） 

２　この条例の施行の日から令和７年３月31日までの間、改正後の秋田市

軽費老人ホームの設備および運営に関する基準を定める条例第28条第３

項（同条例附則第30項において準用する場合を含む。）の規定は、適用

しない。
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　秋田市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備および運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第28号 

 

　　　秋田市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備および運営に関

 する基準を定める条例の一部を改正する条例

　秋田市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備および運営に関する

基準を定める条例（平成24年秋田市条例第63号）の一部を次のように改正

 する。

 　目次中「第148条の４」を「第148条の５」に改める。

　第２条第17号中「、指定通所支援基準条例第66条に規定する指定医療型

 児童発達支援の事業」を削る。

　第６条ただし書中「同一敷地内にある他の」を「当該指定居宅介護事業

 所以外の」に改める。

　第７条中「重度訪問介護に」の次に「係る指定障害福祉サービスの事業

に」を加える。 

　第25条中第４号を第５号とし、第３号を第４号とし、第２号を第３号と

 し、第１号の次に次の１号を加える。

　(2) 指定居宅介護の提供に当たっては、利用者が自立した日常生活又は

社会生活を営むことができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮す

 ること。

　第26条第２項中「当該居宅介護計画を」の次に「利用者およびその同居

の家族ならびに当該利用者又は障害児の保護者に対して指定計画相談支援

（法第51条の17第２項に規定する指定計画相談支援をいう。以下同じ。）

又は指定障害児相談支援（児童福祉法（昭和22年法律第164号）第24条の
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26第２項に規定する指定障害児相談支援をいう。）を行う者（以下これら

を総称して「指定特定相談支援事業者等」という。）に」を加え、同条第

 ３項中「サービス提供責任者は、」の次に「第１項の」を加える。

 　第30条に次の１項を加える。

４　サービス提供責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定

の尊重を原則とした上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱

える場合は、適切に利用者への意思決定の支援が行われるよう努めなけ

 ればならない。

　第45条ただし書中「同一敷地内にある他の」を「当該基準該当居宅介護

 事業所以外の」に改める。

　第48条第２項中「重度訪問介護に」の次に「係る基準該当障害福祉サー

ビスの事業に」を加える。 

　第50条第７項中「（昭和22年法律第164号）」を削り、同条第８項中

 「第６条の２の２第３項」を「第７条第２項」に改める。

　第58条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に次の

 １項を加える。

２　指定療養介護事業者は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営

むことができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮しなければならな

 い。

　第59条第２項中「行い」を「行うとともに、利用者の自己決定の尊重お

よび意思決定の支援に配慮しつつ」に改め、同条第10項中「第７項」を

「第８項」に、「第８項」を「第９項」に改め、同項を同条第11項とし、

同条中第９項を第10項とし、第８項を第９項とし、同条第７項中「利用

者」の次に「および指定特定相談支援事業者等」を加え、同項を同条第８

項とし、同条第６項中「第４項」を「第５項」に改め、同項を同条第７項

とし、同条第５項中「利用者」の次に「および当該利用者」を、「開催

し」の次に「、当該利用者の生活に対する意向等を改めて確認するととも

に」を加え、同項を同条第６項とし、同条中第４項を第５項とし、第３項

 を第４項とし、第２項の次に次の１項を加える。

３　アセスメントに当たっては、利用者が自ら意思を決定することに困難
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を抱える場合は、適切に意思決定の支援を行うため、当該利用者の意思

 および選好ならびに判断能力等について丁寧に把握しなければならない。

 　第60条に次の１項を加える。

２　サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定

の尊重を原則とした上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱

える場合は、適切に利用者への意思決定の支援が行われるよう努めなけ

 ればならない。

　第79条第１項第２号および第４項中「又は作業療法士」を「、作業療法

 士又は言語聴覚士」に改める。

　第86条の２第１項中「障害者就業・生活支援センター」の次に「（障害

者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）第27条第２項に

規定する障害者就業・生活支援センターをいう。以下同じ。）」を加える。 

　第94条の４第１号および第２号中「第148条の３」を「第148条の４」に

 改める。

　第105条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に次

 の１項を加える。

２　指定短期入所事業者は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営

むことができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮しなければならな

い。 

　第119条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に次

 の１項を加える。

２　指定重度障害者等包括支援事業者は、利用者が自立した日常生活又は

社会生活を営むことができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮しな

ければならない。 

　第120条第２項中「当該重度障害者等包括支援計画を」の次に「利用者

およびその同居の家族ならびに指定特定相談支援事業者等に」を加える。 

　第122条中「、第29条」を「から第30条まで」に改める。 

　第142条第１項第１号および第４項中「又は作業療法士」を「、作業療

 法士又は言語聴覚士」に改める。

 　第148条中「同条第８項」を「同条第９項」に改める。
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　第８章第５節中第148条の４を第148条の５とし、第148条の３を第148条

 の４とし、第148条の２の次に次の１条を加える。

　（共生型自立訓練（機能訓練）の事業を行う指定通所リハビリテーショ

ン事業者の基準） 

第148条の３　共生型自立訓練（機能訓練）の事業を行う指定通所リハビ

リテーション事業者（指定居宅サービス等基準条例第136条第１項に規

定する指定通所リハビリテーション事業者をいう。以下同じ。）が当該

事業に関して満たすべき基準は、次のとおりとする。 

　(1) 指定通所リハビリテーション事業所（指定居宅サービス等基準条例

第136条第１項に規定する指定通所リハビリテーション事業所をい

う。以下同じ。）の専用の部屋等の面積（当該指定通所リハビリテー

ション事業所が介護老人保健施設（介護保険法（平成９年法律第123

号）第８条第28項に規定する介護老人保健施設をいう。）又は介護医

療院（同条第29項に規定する介護医療院をいう。）である場合にあっ

ては、当該専用の部屋等の面積に利用者用に確保されている食堂（リ

ハビリテーションに供用されるものに限る。）の面積を加えるものと

する。第149条第２号において同じ。）を、指定通所リハビリテーシ

ョン（指定居宅サービス等基準条例第135条に規定する指定通所リハ

ビリテーションをいう。以下同じ。）の利用者の数と共生型自立訓練

（機能訓練）の利用者の数の合計数で除して得た面積が３平方メート

ル以上であること。 

　(2) 指定通所リハビリテーション事業所の従業者の員数が、当該指定通

所リハビリテーション事業所が提供する指定通所リハビリテーション

の利用者の数を指定通所リハビリテーションの利用者の数および共生

型自立訓練（機能訓練）の利用者の数の合計数であるとした場合にお

ける当該指定通所リハビリテーション事業所として必要とされる数以

上であること。 

　(3) 共生型自立訓練（機能訓練）の利用者に対して適切なサービスを提

供するため、指定自立訓練（機能訓練）事業所その他の関係施設から

必要な技術的支援を受けていること。 
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　第149条中「第205条」を「第149条の３に規定する病院等基準該当自立

訓練（機能訓練）および第205条」に改め、同条第１号中「指定通所介護

事業者等」の次に「又は指定通所リハビリテーション事業者」を、「指定

通所介護等」の次に「又は指定通所リハビリテーション」を加え、同条第

２号中「機能訓練室」の次に「又は指定通所リハビリテーション事業所の

専用の部屋等」を、「指定通所介護等」の次に「又は指定通所リハビリテ

ーション」を加え、同条第３号中「の従業者」を「又は指定通所リハビリ

テーション事業所の従業者」に改め、「当該指定通所介護事業所等」の次

に「又は当該指定通所リハビリテーション事業所」を、「指定通所介護

 等」の次に「又は指定通所リハビリテーション」を加える。

 　第149条の２の次に次の１条を加える。

　（病院又は診療所における基準該当障害福祉サービス（自立訓練）に関

する基準） 

第149条の３　地域において自立訓練（機能訓練）が提供されていないこ

と等により自立訓練（機能訓練）を受けることが困難な障害者に対して

病院又は診療所（以下「病院等基準該当自立訓練（機能訓練）事業者」

という。）が行う自立訓練（機能訓練）に係る基準該当障害福祉サービ

ス（以下この条において「病院等基準該当自立訓練（機能訓練）」とい

う。）に関して病院等基準該当自立訓練（機能訓練）事業者が満たすべ

き基準は、次のとおりとする。 

　(1) 病院等基準該当自立訓練（機能訓練）を行う事業所（次号において

「病院等基準該当自立訓練（機能訓練）事業所」という。）の専用の

部屋等の面積を、病院等基準該当自立訓練（機能訓練）を受ける利用

者の数で除して得た面積が３平方メートル以上であること。 

　(2) 病院等基準該当自立訓練（機能訓練）事業所ごとに、管理者および

次のア又はイに掲げる場合の区分に応じて当該ア又はイに掲げる基準

を満たす人員を配置していること。 

　　ア　利用者の数が10人以下の場合　専ら当該病院等基準該当自立訓練

（機能訓練）の提供に当たる理学療法士、作業療法士もしくは言語

聴覚士又は看護職員もしくは介護職員が１以上確保されていること。 
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　　イ　利用者の数が10人を超える場合　専ら当該病院等基準該当自立訓

練（機能訓練）の提供に当たる理学療法士、作業療法士もしくは言

語聴覚士又は看護職員もしくは介護職員が、利用者の数を10で除し

た数以上確保されていること。 

　(3) 病院等基準該当自立訓練（機能訓練）を受ける利用者に対して適切

なサービスを提供するため、指定自立訓練（機能訓練）事業所その他

の関係施設から必要な技術的支援を受けていること。 

 　第158条および第171条中「同条第８項」を「同条第９項」に改める。

 　第176条第２項中「（昭和35年法律第123号）」を削る。

　第189条中「第146条」の次に「、第179条第６項」を加え、「第180条第

１項」を「第179条第６項中「賃金および第３項に規定する工賃」とある

のは「第188条第１項の工賃」と、第180条第１項」に改める。 

　第193条中「第146条」の次に「、第179条第６項」を加え、「第180条第

１項」を「第179条第６項中「賃金および第３項に規定する工賃」とある

のは「第192条第１項の工賃」と、第180条第１項」に改める。 

　第193条の６に次の１項を加える。 

２　サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定

の尊重を原則とした上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱

える場合は、適切に利用者への意思決定の支援が行われるよう努めなけ

ればならない。 

　第193条の７中「過去３年間において平均１人以上、通常の事業所に新

たに障害者を雇用させている生活介護等に係る指定障害福祉サービス事業

者」を「生活介護等に係る指定障害福祉サービス事業者であって、過去３

年以内に当該事業者の事業所の３人以上の利用者が新たに通常の事業所に

雇用されたもの又は障害者就業・生活支援センター」に改める。 

　第193条の14第１項第２号中「利用者の数の」を「場合の」に改め、同

 号アおよびイを次のように改める。

　　ア　サービス管理責任者が常勤である場合　次の(ｱ)又は(ｲ)に掲げる

利用者の数の区分に応じ、それぞれ(ｱ)又は(ｲ)に掲げる数 

　　　(ｱ) 利用者の数が60以下　１以上 
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　　　(ｲ) 利用者の数が61以上　１に、利用者の数が60を超えて60又はそ

の端数を増すごとに１を加えて得た数以上 

　　イ　ア以外の場合　次の(ｱ)又は(ｲ)に掲げる利用者の数の区分に応

じ、それぞれ(ｱ)又は(ｲ)に掲げる数 

　　　(ｱ) 利用者の数が30以下　１以上 

　　　(ｲ) 利用者の数が31以上　１に、利用者の数が30を超えて30又はそ

の端数を増すごとに１を加えて得た数以上 

　第193条の14中第４項を第６項とし、第３項を第５項とし、第２項の次

 に次の２項を加える。

３　指定自立生活援助事業者が指定地域移行支援事業者（障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定地域相談支

援の事業の人員及び運営に関する基準（平成24年厚生労働省令第27号。

以下この条において「指定地域相談支援基準」という。）第２条第３項

に規定する指定地域移行支援事業者をいう。）の指定を併せて受け、か

つ、指定自立生活援助の事業と指定地域移行支援（指定地域相談支援基

準第１条第11号に規定する指定地域移行支援をいう。）の事業を同一の

事業所において一体的に運営している場合にあっては、指定地域相談支

援基準第３条の規定により当該事業所に配置された相談支援専門員（同

条第２項に規定する相談支援専門員をいう。以下同じ。）を第１項第２

号の規定により置くべきサービス管理責任者とみなすことができる。 

４　指定自立生活援助事業者が指定地域定着支援事業者（指定地域相談支

援基準第39条第３項に規定する指定地域定着支援事業者をいう。）の指

定を併せて受け、かつ、指定自立生活援助の事業と指定地域定着支援

（指定地域相談支援基準第１条第12号に規定する指定地域定着支援をい

う。）の事業を同一の事業所において一体的に運営している場合にあっ

ては、指定地域相談支援基準第40条において準用する指定地域相談支援

基準第３条の規定により当該事業所に配置された相談支援専門員を第１

項第２号の規定により置くべきサービス管理責任者とみなすことができ

る。 

 　第193条の17を次のように改める。
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 第193条の17　削除

　第193条の18の見出し中「訪問」を「訪問等」に改め、同条中「おおむ

ね週に１回以上、」を「定期的に」に改め、「より」の次に「、又はテレ

 ビ電話装置等を活用し」を加える。

　第193条の20中「第59条中」を「第58条第１項中「次条第１項」とある

のは「第193条の20において準用する次条第１項」と、「療養介護計画」

とあるのは「自立生活援助計画」と、第59条中」に、「同条第８項」を

 「同条第９項」に改める。

　第194条中「又は食事」を「もしくは食事」に改め、「効果的に」の次

に「行い、又はこれに併せて、居宅における自立した日常生活への移行を

希望する入居者につき当該日常生活への移行および移行後の定着に関する

相談、住居の確保に係る援助その他居宅における自立した日常生活への移

行および移行後の定着に必要な援助を適切かつ効果的に」を加える。 

　第197条の２第３項中「援助を」の次に「行い、又はこれに併せて居宅

における自立した日常生活への移行後の定着に必要な援助を」を加える。 

　第197条の５中第４項を第５項とし、第３項を第４項とし、第２項を第

３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

２　指定共同生活援助事業者は、利用者が自立した日常生活又は社会生活

を営むことができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮しなければな

らない。 

 　第197条の６に次の１項を加える。

２　サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定

の尊重を原則とした上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱

える場合は、適切に利用者への意思決定の支援が行われるよう努めなけ

ればならない。 

 　第197条の６の次に次の１条を加える。

　（地域との連携等） 

第197条の７　指定共同生活援助事業者は、指定共同生活援助の提供に当

たっては、地域住民等との連携、協力等により地域との交流を図らなけ

ればならない。 
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２　指定共同生活援助事業者は、指定共同生活援助の提供に当たっては、

利用者およびその家族、地域住民の代表者、共同生活援助について知見

を有する者ならびに市の担当者等により構成される協議会（テレビ電話

装置等を活用して行うことができるものとする。以下この条および第

200条の２の９において「地域連携推進会議」という。）を開催し、お

おむね１年に１回以上、地域連携推進会議において、事業の運営に係る

状況の報告をするとともに、必要な要望、助言等を聴く機会を設けなけ

ればならない。 

３　指定共同生活援助事業者は、地域連携推進会議の開催のほか、おおむ

ね１年に１回以上、当該地域連携推進会議の構成員が指定共同生活援助

事業所を見学する機会を設けなければならない。 

４　指定共同生活援助事業者は、第２項の報告、要望、助言等についての

記録を作成するとともに、当該記録を公表しなければならない。 

５　前３項の規定は、指定共同生活援助事業者がその提供する指定共同生

活援助の質に係る外部の者による評価および当該評価の実施状況の公表

又はこれに準ずる措置として市長が定めるものを講じている場合には、

適用しない。 

 　第199条の４に次の２項を加える。

３　指定共同生活援助事業者は、感染症の予防及び感染症の患者に対する

医療に関する法律（平成10年法律第114号）第６条第17項に規定する第

二種協定指定医療機関（次項において「第二種協定指定医療機関」とい

う。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定する新型インフルエン

ザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定す

る新感染症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決め

るよう努めなければならない。 

４　指定共同生活援助事業者は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関

である場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感

染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

　第200条中「、第75条」を削る。 

　第200条の２中「入浴、排せつ、」を「相談、入浴、排せつもしくは」
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に改め、「の援助」の次に「又はこれに併せて行われる居宅における自立

した日常生活への移行および移行後の定着に必要な援助」を加える。 

　第200条の２の２中「又は食事」を「もしくは食事」に改め、「の援

助」の次に「又はこれに併せて行われる居宅における自立した日常生活へ

の移行および移行後の定着に必要な援助」を加える。 

　第200条の２の９の見出しを「（地域との連携等）」に改め、同条第２

項中「前項の」の次に「協議会等における」を加え、同項を同条第７項と

し、同条第１項中「、日中サービス支援型指定共同生活援助の提供に当た

っては」を削り、「等を報告し」を「および第２項の報告、要望、助言等

の内容又は前項の評価の結果等の報告をし」に改め、同項を同条第６項と

し、同項の前に次の５項を加える。 

　　日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、日中サービス支援型

指定共同生活援助の提供に当たっては、地域住民等との連携、協力等に

 より地域との交流を図らなければならない。

２　日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、日中サービス支援型

指定共同生活援助の提供に当たっては、地域連携推進会議を開催し、お

おむね１年に１回以上、地域連携推進会議において、事業の運営に係る

状況の報告をするとともに、必要な要望、助言等を聴く機会を設けなけ

ればならない。 

３　日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、地域連携推進会議の

開催のほか、おおむね１年に１回以上、当該地域連携推進会議の構成員

が日中サービス支援型指定共同生活援助事業所を見学する機会を設けな

ければならない。 

４　日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、第２項の報告、要

望、助言等についての記録を作成するとともに、当該記録を公表しなけ

ればならない。 

５　前３項の規定は、日中サービス支援型指定共同生活援助事業者がその

提供する日中サービス支援型指定共同生活援助の質に係る外部の者によ

る評価および当該評価の実施状況の公表又はこれに準ずる措置として市

長が定めるもの（次項に規定するものを除く。）を講じている場合には、
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適用しない。 

　第200条の２の10中「、第75条」を削る。 

　第200条の２の11中「相談その他の日常生活上の援助」の次に「又はこ

れに併せて行われる居宅における自立した日常生活への移行および移行後

の定着に必要な援助」を加える。 

　第200条の３中「又は食事」を「もしくは食事」に改め、「の援助」の

次に「又はこれに併せて行われる居宅における自立した日常生活への移行

および移行後の定着に必要な援助」を加える。 

　第200条の12中「、第75条」を削り、「第197条の６まで、第198条、第

198条の２」を「第198条の２まで」に改める。 

　第201条第１項中「、指定医療型児童発達支援事業所（指定通所支援基

準条例第67条に規定する指定医療型児童発達支援事業所をいう。）」を削

 り、同条第２項中「、指定医療型児童発達支援事業所」を削る。

　第206条第１項第３号および第２項中「又は作業療法士」を「、作業療

法士又は言語聴覚士」に改める。 

　第207条ただし書中「職務に」の次に「従事させ、又は当該特定基準該

当障害福祉サービス事業所以外の事業所、施設等の職務に」を加える。 

　第209条第１項中「同条第８項」を「同条第９項」に改める。 

　第210条第１項中「第148条の４」を「第148条の５」に改める。 

 

 　　　附　則

 　（施行期日）

 １　この条例は、令和６年４月１日から施行する。

　（経過措置） 

２　この条例の施行の日から令和７年３月31日までの間、改正後の秋田市

指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備および運営に関する基準を

定める条例第197条の７（同条例第200条の12において準用する場合を含

む。以下同じ。）および第200条の２の９の規定の適用については、同

条例第197条の７第２項および第３項ならびに第200条の２の９第２項お

よび第３項中「設けなければ」とあるのは「設けるよう努めなければ」
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と、同条例第197条の７第４項および第200条の２の９第４項中「公表し

なければ」とあるのは「公表するよう努めなければ」とする。
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　秋田市指定障害者支援施設の人員、設備および運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第29号 

 

　　　秋田市指定障害者支援施設の人員、設備および運営に関する基準を

 定める条例の一部を改正する条例

　秋田市指定障害者支援施設の人員、設備および運営に関する基準を定め

 る条例（平成24年秋田市条例第64号）の一部を次のように改正する。

 　第３条に次の２項を加える。

４　指定障害者支援施設は、利用者の自己決定の尊重および意思決定の支

援に配慮しつつ、利用者の地域生活への移行に関する意向を把握し、当

該意向を定期的に確認するとともに、法第77条第３項各号に掲げる事業

を行う者又は一般相談支援事業もしくは特定相談支援事業を行う者と連

携を図りつつ、利用者の希望に沿って地域生活への移行に向けた措置を

講じなければならない。 

５　指定障害者支援施設は、利用者の当該指定障害者支援施設以外におけ

る指定障害福祉サービス等の利用状況等を把握するとともに、利用者の

自己決定の尊重および意思決定の支援に配慮しつつ、利用者の当該指定

障害者支援施設以外における指定障害福祉サービス等の利用に関する意

向を定期的に確認し、一般相談支援事業又は特定相談支援事業を行う者

と連携を図りつつ、必要な援助を行わなければならない。 

　第４条第１項第２号および第４号中「又は作業療法士」を「、作業療法

士又は言語聴覚士」に改め、同条第３項中「もしくは作業療法士」を

「、作業療法士もしくは言語聴覚士」に改め、同項第１号ならびに同条第

４項第１号および第３号中「又は作業療法士」を「、作業療法士又は言語
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聴覚士」に改め、同条第６項中「もしくは作業療法士」を「、作業療法士

もしくは言語聴覚士」に改め、同項第１号中「又は作業療法士」を「、作

 業療法士又は言語聴覚士」に改める。

　第25条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に次の

 １項を加える。

２　指定障害者支援施設は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営

むことができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮しなければならな

い。 

　第26条第２項中「行い」を「行うとともに、利用者の自己決定の尊重お

よび意思決定の支援に配慮しつつ」に改め、同項に後段として次のように

 加える。

　　この場合において、サービス管理責任者は、第27条の３第１項の地域

移行等意向確認担当者（以下「地域移行等意向確認担当者」という。）

が把握した利用者の地域生活への移行に関する意向等を踏まえるものと

する。 

　第26条第10項中「第７項」を「第８項」に、「第８項」を「第９項」に

改め、同項を同条第11項とし、同条中第９項を第10項とし、第８項を第９

項とし、同条第７項中「利用者」の次に「および当該利用者に対して指定

計画相談支援（法第51条の 17第２項に規定する指定計画相談支援をい

う。）を行う者」を加え、同項を同条第８項とし、同条第６項中「第４

項」を「第５項」に改め、同項を同条第７項とし、同条第５項中「利用

者」の次に「および当該利用者」を、「関係者」の次に「（地域移行等意

向確認担当者を含む。）」を、「開催し」の次に「、当該利用者の生活に

対する意向等を改めて確認するとともに」を加え、同項を同条第６項とし、

同条中第４項を第５項とし、第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項

 を加える。

３　アセスメントに当たっては、利用者が自ら意思を決定することに困難

を抱える場合は、適切に意思決定の支援を行うため、当該利用者の意思

および選好ならびに判断能力等について丁寧に把握しなければならない。 

 　第27条に次の１項を加える。
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２　サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定

の尊重を原則とした上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱

える場合は、適切に利用者への意思決定の支援が行われるよう努めなけ

ればならない。 

 　第27条の次に次の２条を加える。

　（地域との連携等） 

第27条の２　指定障害者支援施設は、施設障害福祉サービスの提供に当た

っては、地域住民等との連携、協力等により地域との交流を図らなけれ

ばならない。 

２　指定障害者支援施設は、施設障害福祉サービスの提供に当たっては、

利用者およびその家族、地域住民の代表者、施設障害福祉サービスにつ

いて知見を有する者ならびに市の担当者等により構成される協議会（テ

レビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）（以下この

条において「地域連携推進会議」という。）を開催し、おおむね１年に

１回以上、地域連携推進会議において、事業の運営に係る状況の報告を

するとともに、必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければならない。 

３　指定障害者支援施設は、地域連携推進会議の開催のほか、おおむね１

年に１回以上、当該地域連携推進会議の構成員が指定障害者支援施設を

見学する機会を設けなければならない。 

４　指定障害者支援施設は、第２項の報告、要望、助言等についての記録

を作成するとともに、当該記録を公表しなければならない。 

５　前３項の規定は、指定障害者支援施設がその提供する施設障害福祉サ

ービスの質に係る外部の者による評価および当該評価の実施状況の公表

又はこれに準ずる措置として市長が定めるものを講じている場合には、

適用しない。 

　（地域移行等意向確認担当者の選任等） 

第27条の３　指定障害者支援施設は、利用者の地域生活への移行に関する

意向の把握、利用者の当該指定障害者支援施設以外における指定障害福

祉サービス等の利用状況等の把握および利用者の当該指定障害者支援施

設以外における指定障害福祉サービス等の利用に関する意向の定期的な
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確認（以下この条において「地域移行等意向確認等」という。）を適切

に行うため、地域移行等意向確認等に関する指針を定めるとともに、地

域移行等意向確認担当者を選任しなければならない。 

２　地域移行等意向確認担当者は、前項の指針に基づき、地域移行等意向

確認等を実施し、アセスメントの際に地域移行等意向確認等において把

握又は確認をした内容をサービス管理責任者に報告するとともに、当該

内容を第26条第６項に規定する施設障害福祉サービス計画の作成に係る

会議に報告しなければならない。 

３　地域移行等意向確認担当者は、地域移行等意向確認等に当たっては、

法第77条第３項各号に掲げる事業を行う者又は一般相談支援事業もしく

は特定相談支援事業を行う者と連携し、地域における障害福祉サービス

の体験的な利用に係る支援その他の地域生活への移行に向けた支援を行

うよう努めなければならない。 

 　第50条に次の２項を加える。

３　指定障害者支援施設は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療

に関する法律（平成10年法律第114号）第６条第17項に規定する第二種

協定指定医療機関（次項において「第二種協定指定医療機関」とい

う。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定する新型インフルエン

ザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定す

る新感染症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決め

るよう努めなければならない。 

４　指定障害者支援施設は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関であ

る場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症

の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

　第57条を次のように改める。 

第57条　削除 

 

 　　　附　則

 　（施行期日）

 １　この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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　（地域との連携等に係る経過措置） 

２　この条例の施行の日（以下「施行日」という。）から令和７年３月31

日までの間、改正後の秋田市指定障害者支援施設の人員、設備および運

営に関する基準を定める条例（以下「新条例」という。）第27条の２の

規定の適用については、同条第２項および第３項中「設けなければ」と

あるのは「設けるよう努めなければ」と、同条第４項中「公表しなけれ

 ば」とあるのは「公表するよう努めなければ」とする。

　（地域移行等意向確認担当者の選任等に係る経過措置） 

３　施行日から令和８年３月31日までの間、新条例第27条の３の規定の適

用については、同条第１項中「選任しなければ」とあるのは「選任する

よう努めなければ」と、同条第２項中「報告しなければ」とあるのは

「報告するよう努めなければ」とする。

- 132 -



　秋田市障害福祉サービス事業の設備および運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第30号 

 

　　　秋田市障害福祉サービス事業の設備および運営に関する基準を定め

 る条例の一部を改正する条例

　秋田市障害福祉サービス事業の設備および運営に関する基準を定める条

 例（平成24年秋田市条例第65号）の一部を次のように改正する。

　第１条中「平成17年法律第123号」の次に「。以下「法」という。」を

 加える。

　第２条第３号中「、医療型児童発達支援（同条第３項に規定する医療型

児童発達支援をいう。）の事業」を削り、「同条第４項」を「同条第３

項」に、「同条第５項」を「同条第４項」に、「同条第６項」を「同条第

 ５項」に改める。

　第16条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に次の

 １項を加える。

２　療養介護事業者は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むこ

とができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮するよう努めなければ

 ならない。

　第17条第２項中「行い」を「行うとともに、利用者の自己決定の尊重お

よび意思決定の支援に配慮しつつ」に改め、同条第10項中「第７項」を

「第８項」に、「第８項」を「第９項」に改め、同項を同条第11項とし、

同条中第９項を第10項とし、第８項を第９項とし、同条第７項中「利用

者」の次に「および当該利用者又は障害児の保護者に対して指定計画相談

支援（法第51条の17第２項に規定する指定計画相談支援をいう。以下同
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じ。）又は指定障害児相談支援（児童福祉法第24条の26第２項に規定する

指定障害児相談支援をいう。）を行う者（以下これらを総称して「指定特

定相談支援事業者等」という。）」を加え、同項を同条第８項とし、同条

第６項中「第４項」を「第５項」に改め、同項を同条第７項とし、同条第

５項中「利用者」の次に「および当該利用者」を、「開催し」の次に

「、当該利用者の生活に対する意向等を改めて確認するとともに」を加え、

同項を同条第６項とし、同条中第４項を第５項とし、第３項を第４項とし、

 第２項の次に次の１項を加える。

３　サービス管理責任者は、アセスメントに当たっては、利用者が自ら意

思を決定することに困難を抱える場合は、適切に意思決定の支援を行う

ため、当該利用者の意思および選好ならびに判断能力等について丁寧に

 把握しなければならない。

　第18条に次の１項を加える。 

２　サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定

の尊重を原則とした上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱

える場合は、適切に利用者への意思決定の支援が行われるよう努めなけ

 ればならない。

　第39条第１項第３号および第４項ならびに第52条第１項第２号および第

 ４項中「又は作業療法士」を「、作業療法士又は言語聴覚士」に改める。

 　第54条第１項中「第63条第１項」を「第61条の２」に改める。

 　第55条および第60条中「同条第８項」を「同条第９項」に改める。

 　第61条の次に次の１条を加える。

 　（規模）

第61条の２　就労移行支援の事業を行う者（以下「就労移行支援事業者」

という。）が当該事業を行う事業所（以下「就労移行支援事業所」とい

う。）は、10人以上の人員を利用させることができる規模を有するもの

でなければならない。 

　第63条第１項中「就労移行支援の事業を行う者（以下「就労移行支援事

業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「就労移行支援事業所」

という。）」を「就労移行支援事業所」に改める。 
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　第69条中「第38条まで」を「第36条まで、第38条」に、「同条第８項」

を「同条第９項」に改め、「第37条ただし書および」を削る。 

　第88条中「、指定医療型児童発達支援（指定通所支援基準条例第66条に

規定する指定医療型児童発達支援をいう。）の事業」を削る。 

 

　　　附　則 

　この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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　秋田市障害者支援施設の設備および運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第31号 

 

　　　秋田市障害者支援施設の設備および運営に関する基準を定める条例

 の一部を改正する条例

　秋田市障害者支援施設の設備および運営に関する基準を定める条例（平

 成24年秋田市条例第68号）の一部を次のように改正する。

　第３条に次の２項を加える。 

４　障害者支援施設は、利用者の自己決定の尊重および意思決定の支援に

配慮しつつ、利用者の地域生活への移行に関する意向を把握し、当該意

向を定期的に確認するとともに、法第77条第３項各号に掲げる事業を行

う者又は一般相談支援事業もしくは特定相談支援事業を行う者と連携を

図りつつ、利用者の希望に沿って地域生活への移行に向けた措置を講じ

なければならない。 

５　障害者支援施設は、利用者の当該障害者支援施設以外における指定障

害福祉サービス等（法第29条第１項に規定する指定障害福祉サービス等

をいう。以下同じ。）の利用状況等を把握するとともに、利用者の自己

決定の尊重および意思決定の支援に配慮しつつ、利用者の当該障害者支

援施設以外における指定障害福祉サービス等の利用に関する意向を定期

的に確認し、一般相談支援事業又は特定相談支援事業を行う者と連携を

図りつつ、必要な援助を行わなければならない。 

　第11条第２項第２号および第４号中「又は作業療法士」を「、作業療法

士又は言語聴覚士」に改め、同条第４項中「又は作業療法士、」を「、作

業療法士もしくは言語聴覚士又は」に改め、同項第１号ならびに同条第５
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項第１号および第３号中「又は作業療法士」を「、作業療法士又は言語聴

覚士」に改め、同条第７項中「もしくは作業療法士」を「、作業療法士も

しくは言語聴覚士」に改め、同項第１号中「又は作業療法士」を「、作業

療法士又は言語聴覚士」に改める。 

　第18条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に次の

１項を加える。 

２　障害者支援施設は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むこ

とができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮するよう努めなければ

 ならない。

　第19条第２項中「行い」を「行うとともに、利用者の自己決定の尊重お

よび意思決定の支援に配慮しつつ」に改め、同項に後段として次のように

 加える。

　　この場合において、サービス管理責任者は、第20条の３第１項の地域

移行等意向確認担当者（以下「地域移行等意向確認担当者」という。）

が把握した利用者の地域生活への移行に関する意向等を踏まえるものと

する。 

　第19条第10項中「第７項」を「第８項」に、「第８項」を「第９項」に

改め、同項を同条第11項とし、同条中第９項を第10項とし、第８項を第９

項とし、同条第７項中「利用者」の次に「および当該利用者に対して指定

計画相談支援（法第51条の 17第２項に規定する指定計画相談支援をい

う。）を行う者」を加え、同項を同条第８項とし、同条第６項中「第４

項」を「第５項」に改め、同項を同条第７項とし、同条第５項中「利用

者」の次に「および当該利用者」を、「関係者」の次に「（地域移行等意

向確認担当者を含む。）」を、「開催し」の次に「、当該利用者の生活に

対する意向等を改めて確認するとともに」を加え、同項を同条第６項とし、

同条中第４項を第５項とし、第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項

 を加える。

３　アセスメントに当たっては、利用者が自ら意思を決定することに困難

を抱える場合は、適切に意思決定の支援を行うため、当該利用者の意思

および選好ならびに判断能力等について丁寧に把握しなければならない。 
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　第20条に次の１項を加える。 

２　サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定

の尊重を原則とした上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱

える場合は、適切に利用者への意思決定の支援が行われるよう努めなけ

ればならない。 

　第20条の次に次の２条を加える。 

　（地域との連携等） 

第20条の２　障害者支援施設は、施設障害福祉サービスの提供に当たって

は、地域住民等との連携、協力等により地域との交流を図らなければな

 らない。

２　障害者支援施設は、施設障害福祉サービスの提供に当たっては、利用

者およびその家族、地域住民の代表者、施設障害福祉サービスについて

知見を有する者ならびに市の担当者等により構成される協議会（テレビ

電話装置等を活用して行うことができるものとする。）（以下この条に

おいて「地域連携推進会議」という。）を開催し、おおむね１年に１回

以上、地域連携推進会議において、事業の運営に係る状況の報告をする

とともに、必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければならない。 

３　障害者支援施設は、地域連携推進会議の開催のほか、おおむね１年に

１回以上、当該地域連携推進会議の構成員が障害者支援施設を見学する

機会を設けなければならない。 

４　障害者支援施設は、第２項の報告、要望、助言等についての記録を作

成するとともに、当該記録を公表しなければならない。 

５　前３項の規定は、障害者支援施設がその提供する施設障害福祉サービ

スの質に係る外部の者による評価および当該評価の実施状況の公表又は

これに準ずる措置として市長が定めるものを講じている場合には、適用

しない。 

　（地域移行等意向確認担当者の選任等） 

第20条の３　障害者支援施設は、利用者の地域生活への移行に関する意向

の把握、利用者の当該障害者支援施設以外における指定障害福祉サービ

ス等の利用状況等の把握および利用者の当該障害者支援施設以外におけ
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る指定障害福祉サービス等の利用に関する意向の定期的な確認（以下こ

の条において「地域移行等意向確認等」という。）を適切に行うため、

地域移行等意向確認等に関する指針を定めるとともに、地域移行等意向

確認担当者を選任しなければならない。 

２　地域移行等意向確認担当者は、前項の指針に基づき、地域移行等意向

確認等を実施し、アセスメントの際に地域移行等意向確認等において把

握又は確認をした内容をサービス管理責任者に報告するとともに、当該

内容を第19条第６項に規定する施設障害福祉サービス計画の作成に係る

会議に報告しなければならない。 

３　地域移行等意向確認担当者は、地域移行等意向確認等に当たっては、

法第77条第３項各号に掲げる事業を行う者又は一般相談支援事業もしく

は特定相談支援事業を行う者と連携し、地域における障害福祉サービス

の体験的な利用に係る支援その他の地域生活への移行に向けた支援を行

うよう努めなければならない。 

　第40条に次の２項を加える。 

３　障害者支援施設は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律（平成10年法律第114号）第６条第17項に規定する第二種協定

指定医療機関（次項において「第二種協定指定医療機関」という。）と

の間で、新興感染症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染

症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染

症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決めるよう努

めなければならない。 

４　障害者支援施設は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場

合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発

生時等の対応について協議を行わなければならない。 

 　第44条を次のように改める。

 第44条　削除

 

　　　附　則 

　（施行期日） 
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１　この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

　（地域との連携等に係る経過措置） 

２　この条例の施行の日（以下「施行日」という。）から令和７年３月31

日までの間、改正後の秋田市障害者支援施設の設備および運営に関する

基準を定める条例（以下「新条例」という。）第20条の２の規定の適用

については、同条第２項および第３項中「設けなければ」とあるのは

「設けるよう努めなければ」と、同条第４項中「公表しなければ」とあ

 るのは「公表するよう努めなければ」とする。

　（地域移行等意向確認担当者の選任等に係る経過措置） 

３　施行日から令和８年３月31日までの間、新条例第20条の３の規定の適

用については、同条第１項中「選任しなければ」とあるのは「選任する

よう努めなければ」と、同条第２項中「報告しなければ」とあるのは

「報告するよう努めなければ」とする。
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　秋田市指定通所支援の事業等の人員、設備および運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第32号 

 

　　　秋田市指定通所支援の事業等の人員、設備および運営に関する基準

 を定める条例の一部を改正する条例

　秋田市指定通所支援の事業等の人員、設備および運営に関する基準を定

める条例（令和元年秋田市条例第37号）の一部を次のように改正する。 

 　　　　「第３章　医療型児童発達支援

 　　　　　　第１節　基本方針（第66条）

 　目次中　　第２節　人員に関する基準（第67条・第68条）　を「第３章

 　　　　　　第３節　設備に関する基準（第69条）

 　　　　　　第４節　運営に関する基準（第70条―第76条）」

 　削除」に改める。

　第２条第２項第３号中「指定障害児通所支援事業者等」を「指定障害児

通所支援事業者」に改め、同項第５号中「、第66条に規定する指定医療型

 児童発達支援の事業」を削る。

　第３条（見出しを含む。）中「指定障害児通所支援事業者等」を「指定

 障害児通所支援事業者」に改める。

　第４条中「指導および訓練」を「支援をし、又はこれに併せて治療（上

肢、下肢又は体幹の機能の障害のある児童に対して行われるものに限る。

 以下同じ。）」に改める。

　第６条第４項を削り、同条第３項中「前項」を「第２項」に改め、同項

 を同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。

３　前２項に掲げる従業者のほか、指定児童発達支援事業所において、治
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療を行う場合は、医療法（昭和23年法律第205号）に規定する診療所と

して必要とされる数の従業者を置かなければならない。 

　第６条第５項を削り、同条第６項中「第３項」を「前項」に改め、同項

を同条第５項とし、同条第７項中「、第４項第１号」を削り、同項を同条

第６項とし、同条第８項中「から第５項まで」を「、第２項および第４

 項」に改め、同項を同条第７項とし、同項の次に次の１項を加える。

８　第３項に規定する従業者は、専ら当該指定児童発達支援事業所の職務

に従事する者でなければならない。ただし、障害児の支援に支障がない

場合は、障害児の保護に直接従事する従業者を除き、併せて設置する他

の社会福祉施設の職務に従事させることができる。 

　第６条第９項中「前項」を「前２項」に改める。 

　第７条ただし書中「同一敷地内にある他の」を「当該指定児童発達支援

事業所以外の」に改める。 

　第９条第１項中「指導訓練室」を「発達支援室」に改め、同条第２項中

「指導訓練室は、訓練」を「発達支援室は、支援」に改める。 

　第10条第１項中「指導訓練室」を「発達支援室」に改め、「。以下この

項において同じ」を削り、「および便所」を「、便所、静養室」に改め、

同項ただし書を削り、同条第３項を削り、同条第２項中「前項」を「第１

項」に改め、同項ただし書を削り、同項第１号中「指導訓練室」を「発達

支援室」に改め、同項を同条第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

２　指定児童発達支援事業所において、治療を行う場合は、前項に規定す

る設備（医務室を除く。）に加えて、医療法に規定する診療所として必

要な設備を設けなければならない。 

　第10条第４項中「前項」を「第２項」に改め、同項ただし書中「場合

は」の次に「、同項に掲げる設備を除き」を加える。 

　第11条ただし書中「指定児童発達支援事業所」の次に「（児童発達支援

センターであるものを除く。）」を加える。 

　第23条第２項中「とき」を「場合」に、「当該指定児童発達支援に係る

指定通所支援費用基準額」を「次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該

 各号に定める額」に改め、同項に次の各号を加える。
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　(1) 次号に掲げる場合以外の場合　当該指定児童発達支援に係る指定通

所支援費用基準額 

　(2) 治療を行う場合　前号に掲げる額のほか、当該指定児童発達支援の

うち肢体不自由児通所医療（食事療養（健康保険法（大正11年法律第

70号）第63条第２項第１号に規定する食事療養をいう。）を除く。以

下同じ。）に係るものにつき健康保険の療養に要する費用の額の算定

方法の例により算定した費用の額 

　第24条中「指定障害児通所支援事業者等」を「指定障害児通所支援事業

 者」に改める。

　第25条第１項中「の支給」を「又は肢体不自由児通所医療費の支給」に、

「の額」を「および肢体不自由児通所医療費の額」に改める。 

　第26条の見出しを削り、同条の前に見出しとして「（指定児童発達支援

の取扱方針）」を付し、同条第５項中「前項の評価および改善の内容を」

を「自己評価および保護者評価ならびに前項に規定する改善の内容を、保

護者に示すとともに、」に改め、同項を同条第７項とし、同条第４項中

「自ら評価」を「指定児童発達支援事業所の従事者による評価を受けた上

で、自ら評価（以下この条において「自己評価」という。）」に、「保護

者による評価」を「通所給付決定保護者（以下この条において「保護者」

という。）による評価（以下この条において「保護者評価」という。）」

に改め、同項を同条第６項とし、同条中第３項を第５項とし、第２項を第

 ３項とし、同項の次に次の１項を加える。

４　指定児童発達支援事業者は、障害児の適性、障害の特性その他の事情

を踏まえた指定児童発達支援（治療に係る部分を除く。以下この条およ

び次条において同じ。）の確保ならびに次項に規定する指定児童発達支

援の質の評価およびその改善の適切な実施の観点から、指定児童発達支

援の提供に当たっては、心身の健康等に関する領域を含む総合的な支援

を行わなければならない。 

 　第26条第１項の次に次の１項を加える。

２　指定児童発達支援事業者は、障害児が自立した日常生活又は社会生活

を営むことができるよう、障害児および通所給付決定保護者の意思をで
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きる限り尊重するための配慮をしなければならない。 

 　第26条の次に次の２条を加える。

第26条の２　指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援事業所ごとに

指定児童発達支援プログラム（前条第４項に規定する領域との関連性を

明確にした指定児童発達支援の実施に関する計画をいう。）を策定し、

インターネットの利用その他の方法により公表しなければならない。 

　（障害児の地域社会への参加および包摂の推進） 

第26条の３　指定児童発達支援事業者は、障害児が指定児童発達支援を利

用することにより、地域の保育、教育等の支援を受けることができるよ

うにすることで、障害の有無にかかわらず、全ての児童が共に成長でき

るよう、障害児の地域社会への参加および包摂（以下「インクルージョ

ン」という。）の推進に努めなければならない。 

　第27条第２項中「行い、」を「行うとともに、障害児の年齢および発達

の程度に応じて、その意見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮さ

れ、心身ともに健やかに育成されるよう」に改め、同条第４項中「課

題、」の次に「第26条第４項に規定する領域との関連性およびインクルー

ジョンの観点を踏まえた」を加え、同条第５項中「当たっては」の次に

「、障害児の意見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮される体制

を確保した上で」を加え、同条第７項中「通所給付決定保護者」の次に

「および当該通所給付決定保護者に対して指定障害児相談支援（法第24条

の26第２項に規定する指定障害児相談支援をいう。）を提供する者」を加

える。 

　第28条に次の１項を加える。 

２　児童発達支援管理責任者は、業務を行うに当たっては、障害児が自立

した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、障害児および通所

給付決定保護者の意思をできる限り尊重するよう努めなければならない。 

　第30条の見出しを「（支援）」に改め、同条第１項および第３項から第

 ５項までの規定中「指導、訓練等」を「支援」に改める。

　第35条中「又は特例障害児通所給付費」を「もしくは特例障害児通所給

 付費又は肢体不自由児通所医療費」に改める。
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 　第39条中「指導訓練室」を「発達支援室」に改める。

 　第40条の２第３項中「保護者」を「通所給付決定保護者」に改める。

　第42条中「指定児童発達支援事業者」の次に「（治療を行うものを除

 く。）」を加える。

　第60条第１項中「指導訓練」を「発達支援」に改め、同条第２項中「指

 導訓練」を「発達支援」に、「訓練に」を「支援に」に改める。

 　第３章を次のように改める。

 　　　第３章　削除

 第66条から第76条まで　削除

　第77条中「必要な訓練」を「必要な支援」に、「指導および訓練」を

 「支援」に改める。

　第80条第１項中「指導訓練室」を「発達支援室」に改め、同条第２項中

「指導訓練室は、訓練」を「発達支援室は、支援」に改める。 

　第86条第１項中「指導訓練」を「発達支援」に改め、同条第２項中「指

導訓練」を「発達支援」に、「訓練に」を「支援に」に改める。 

　第90条第２項中「心理指導担当職員」を「心理担当職員」に、「の指

導、知識技能の付与」を「および知識技能の習得」に、「必要な訓練」を

「必要な支援」に、「「訓練等」を「この項において単に「支援」に、

「および当該障害児の訓練等」を「ならびに当該障害児の支援」に、「訓

練等に」を「支援に」に、「職業訓練又は」を「職業訓練もしくは」に改

める。 

　第96条中「第４項および第５項を除く。）」を「第６項および第７項を

除く。）、第26条の２」に、「、第49条、第50条」を「から第50条まで」

に、「、第52条から第54条までおよび第75条」を「および第52条から第54

条まで」に、「読み替える」を「、第27条第４項中「第26条第４項に規定

する領域との関連性およびインクルージョンの観点を踏まえた」とあるの

は「第26条第４項に規定する領域との関連性を踏まえた」と、第48条第１

項中「行わなければならない」とあるのは「行うよう努めなければならな

い」と読み替える」に改める。 

　第101条中「および第５項を除く。）」を「を除く。）、第26条の３」
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に、「、第49条、第50条」を「から第50条まで」に改め、「、第75条」を

削り、「第43条第１項」を「第26条第６項中「を受けて」とあるのは「お

よび当該事業所の訪問支援員が当該障害児に対して保育所等訪問支援を行

うに当たって訪問する施設（以下「訪問先施設」という。）による評価

（以下「訪問先施設評価」という。）を受けて」と、同項第５号中「障害

児およびその保護者」とあるのは「障害児およびその保護者ならびに当該

訪問先施設」と、同条第７項中「自己評価および保護者評価」とあるのは

「自己評価、保護者評価および訪問先施設評価」と、「保護者に示す」と

あるのは「保護者および訪問先施設に示す」と、第27条第４項中「第26条

第４項に規定する領域との関連性およびインクルージョンの観点を踏まえ

た」とあるのは「インクルージョンの観点を踏まえた」と、同条第５項中

「担当者等」とあるのは「担当者および当該障害児に係る訪問先施設の担

当者等」と、第43条第１項」に改め、「勤務体制」と」の次に「、第48条

第１項中「行わなければならない」とあるのは「行うよう努めなければな

らない」と」を加える。 

　第102条第１項中「第３項および第６項」を「第４項および第５項」に

改め、「、第67条」を削り、「同条第４項」を「同条第３項」に、「同項

第１号中「指定児童発達支援」とあるのは「指定通所支援」と、同条第５

項中「指定児童発達支援事業所」とあるのは「多機能型事業所」と、同条

第７項」を「同条第６項」に、「同条第８項」を「同条第７項」に、「第

67条第１項中「事業所（以下「指定医療型児童発達支援事業所」とい

う。）」とあり、ならびに同条第２項および第３項中「指定医療型児童発

達支援事業所」とあるのは「多機能型事業所」を「同条第８項中「当該指

定児童発達支援事業所」とあるのは「当該多機能型事業所」に改める。 

　第104条第１項中「、第70条」を削り、同条第２項中「、第70条」を削

り、「、指定医療型児童発達支援又は」を「又は」に改め、「、指定医療

型児童発達支援の事業」を削り、同条第３項および第４項中「、第70条」

 を削る。

　第105条第１項中「指定障害児通所支援事業者等」を「指定障害児通所

支援事業者」に改め、「、第76条」を削り、同条第２項中「指定障害児通
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 所支援事業者等」を「指定障害児通所支援事業者」に改める。

 

　　　附　則 

 　（施行期日）

１　この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 　（経過措置）

２　この条例の施行の際現に指定を受けている改正前の秋田市指定通所支

援の事業等の人員、設備および運営に関する基準を定める条例（以下

「旧条例」という。）第６条第４項に規定する主として難聴児を通わせ

る指定児童発達支援事業所および同条第５項に規定する主として重症心

身障害児を通わせる指定児童発達支援事業所については、改正後の秋田

市指定通所支援の事業等の人員、設備および運営に関する基準を定める

条例（以下「新条例」という。）第６条および第11条の規定にかかわら

 ず、令和９年３月31日までの間、なお従前の例によることができる。

３　この条例の施行の際現に指定を受けている旧条例第６条第４項に規定

する主として難聴児を通わせる指定児童発達支援事業所および同条第５

項に規定する主として重症心身障害児を通わせる指定児童発達支援事業

所については、新条例第10条の規定にかかわらず、当分の間、なお従前

 の例によることができる。

４　児童福祉法等の一部を改正する法律（令和４年法律第66号。以下「一

部改正法」という。）附則第４条第１項の規定により一部改正法第２条

の規定による改正後の児童福祉法（以下「新児童福祉法」という。）第

21条の５の３第１項の指定を受けたものとみなされているものについて

は、新条例第６条の規定にかかわらず、令和９年３月31日までの間、な

 お従前の例によることができる。

５　一部改正法附則第４条第１項の規定により新児童福祉法第21条の５の

３第１項の指定を受けたものとみなされているものについては、新条例

第10条の規定にかかわらず、当分の間、なお従前の例によることができ

 る。

６　新条例第26条の２（新条例第58条、第62条、第83条、第84条、第88条
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および第96条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、

令和７年３月31日までの間、新条例第26条の２中「公表しなければ」と

あるのは、「公表するよう努めなければ」とする。
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　秋田市指定障害児通所支援事業者の指定等の申請者に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第33号 

 

　　　秋田市指定障害児通所支援事業者の指定等の申請者に関する基準を

 定める条例の一部を改正する条例

　秋田市指定障害児通所支援事業者の指定等の申請者に関する基準を定め

る条例（令和元年秋田市条例第38号）の一部を次のように改正する。 

 　第２条ただし書中「医療型児童発達支援」を「児童発達支援」に改める。

 

　　　附　則 

　この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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　秋田市児童福祉施設の設備および運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第34号 

 

　　　秋田市児童福祉施設の設備および運営に関する基準を定める条例の

 一部を改正する条例

　秋田市児童福祉施設の設備および運営に関する基準を定める条例（平成

 24年秋田市条例第90号）の一部を次のように改正する。

　第27条第１項第４号ア中「第13条第３項第２号」を「第13条第３項第３

号」に改める。 

　第30条中「ついて」の次に「、年齢、発達の状況その他の当該母子の事

情に応じ意見聴取その他の措置をとることにより、母子それぞれの意見又

 は意向」を加える。

　第33条中「婦人相談所」を「里親支援センター、女性相談支援センタ

 ー」に改める。

 

 　　　附　則

　この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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　秋田市民交流プラザ条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第35号 

 

 　　　秋田市民交流プラザ条例の一部を改正する条例

　秋田市民交流プラザ条例（平成16年秋田市条例第14号）の一部を次のよ

 うに改正する。

 　第２条第６号を次のように改める。

 　(6) 子育て交流室

　第３条第６号中「、家庭」を削り、同条第７号中「子ども未来センタ

 ー」を「子育て交流室」に改める。

 

 　　　附　則

　この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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　秋田市小児慢性特定疾病審査会条例の一部を改正する条例をここに公布

する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第36号 

 

 　　　秋田市小児慢性特定疾病審査会条例の一部を改正する条例

　秋田市小児慢性特定疾病審査会条例（平成26年秋田市条例第78号）の一

 部を次のように改正する。

　第８条中「子ども未来部子ども健康課」を「子ども家庭センター子ども

 健康課」に改める。

 

 　　　附　則

　この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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　秋田市特定教育・保育施設および特定地域型保育事業の運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第37号 

 

　　　秋田市特定教育・保育施設および特定地域型保育事業の運営に関す

　　　る基準を定める条例の一部を改正する条例 

　秋田市特定教育・保育施設および特定地域型保育事業の運営に関する基

準を定める条例（平成26年秋田市条例第58号）の一部を次のように改正す

る。 

　第23条の見出しを「（掲示等）」に改め、同条中「掲示しなければ」を

「掲示するとともに、電気通信回線に接続して行う自動公衆送信（公衆に

よって直接受信されることを目的として公衆からの求めに応じ自動的に送

信を行うことをいい、放送又は有線放送に該当するものを除く。）により

公衆の閲覧に供しなければ」に改める。 

　第35条第３項中「同条第１号又は第２号」を「同号又は同条第２号」に

改め、「、「同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総

数」とあるのは「同条第２号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利

用定員の総数」と」を削る。 

　第36条第３項中「第６条第２項中」の次に「「特定教育・保育施設（認

定こども園又は幼稚園に限る。以下この項において同じ。）」とあるのは

「特定教育・保育施設（特別利用教育を提供している施設に限る。以下こ

の項において同じ。）」と、」を加え、「が、当該特定教育・保育施設の

同号」を削り、「総数が、当該特定教育・保育施設の同条第１号」を「総

数」と、「同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総

数」とあるのは「同条第１号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利
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用定員の総数」に改める。 

　第53条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これ

らに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」

を「電磁的記録媒体（電磁的記録に係る記録媒体をいう。）」に改める。 

 

　　　附　則 

　この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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　秋田市建築基準法関係手数料条例の一部を改正する条例をここに公布す

る。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第38号 

 

　　　秋田市建築基準法関係手数料条例の一部を改正する条例 

　秋田市建築基準法関係手数料条例（平成12年秋田市条例第８号）の一部

を次のように改正する。 

 　別表中第52号を第54号とし、第51号の次に次のように加える。

(52) 政令第137条の12第６項の規 既存の建築物の大規模 27,000円 

定に基づく建築物の大規模の修 の修繕又は大規模の模

繕又は大規模の模様替に関する 様替における建築物の

制限の適用除外に係る特例の認 敷地と道路との関係に

 定の申請に対する審査 関する制限の適用除外

に係る特例認定申請手

数料

(53) 政令第137条の12第７項の規 既存の建築物の大規模 27,000円

定に基づく建築物の大規模の修 の修繕又は大規模の模

繕又は大規模の模様替に関する 様替における道路内の

制限の適用除外に係る特例の認 建築に関する制限の適

定の申請に対する審査 用除外に係る特例認定

申請手数料

 
 

　　　附　則 

　この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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　秋田市建築物エネルギー消費性能適合性判定等手数料条例の一部を改正

する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第39号 

 

　　　秋田市建築物エネルギー消費性能適合性判定等手数料条例の一部を

 　　　改正する条例

　秋田市建築物エネルギー消費性能適合性判定等手数料条例（平成28年秋

 田市条例第25号）の一部を次のように改正する。

　第１条中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を「建築

 物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律」に改める。

　第４条中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規則」

を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則」に改め

 る。

 

 　　　附　則

　この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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　秋田市営住宅条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第40号 

 

 　　　秋田市営住宅条例の一部を改正する条例

　秋田市営住宅条例（昭和34年秋田市条例第38号）の一部を次のように改

 正する。

　第５条第２項第８号イ中「第10条第１項（」を「第10条第１項又は第10

 条の２（これらの規定を」に改める。

 

 　　　附　則

　この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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　秋田市手数料条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第41号 

 

　　　秋田市手数料条例の一部を改正する条例 

　秋田市手数料条例（平成12年秋田市条例第４号）の一部を次のように改

 正する。

 　別 表 第 ６ 第 ３ 号 の オ 中 「 1 , 1 8 0 , 0 0 0円 」 を 「 1 , 4 5 0 , 0 0 0円 」 に 、

「1,410,000円」を「1,720,000円」に、「1,590,000円」を「1,920,000

 円」に、「1,950,000円」を「2,360,000円」に、「2,270,000円」を

「2,740,000円」に、「4,550,000円」を「5,640,000円」に、「5,820,000

 円」を「7,240,000円」に、「7,070,000円」を「8,790,000円」に改める。

 

 　　　附　則

　この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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　秋田市水道事業等の設置等に関する条例の一部を改正する条例をここに

公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第42号 

 

　　　秋田市水道事業等の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

　秋田市水道事業等の設置等に関する条例（昭和41年秋田市条例第33号）

の一部を次のように改正する。 

　別表第３中「425.7ヘクタール」を「337.1ヘクタール」に、「12,488

人」を「10,518人」に、「2,578.8立方メートル」を「2,046.9立方メート

ル」に改める。 

 

　　　附　則 

　この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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　秋田市農業集落排水施設条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第43号 

 

　　　秋田市農業集落排水施設条例の一部を改正する条例 

　秋田市農業集落排水施設条例（平成元年秋田市条例第15号）の一部を次

のように改正する。 

　別表第１秋田市上新城農業集落排水施設の項を削る。 

 

　　　附　則 

　（施行期日） 

１　この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

　（経過措置） 

２　この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に改正前の秋田市

　農業集落排水施設条例の規定によりなされた処分、手続その他の行為

　（秋田市上新城農業集落排水施設に係るものに限る。）は、秋田市下水

　道条例（昭和39年秋田市条例第16号）の相当規定によりなされたものと

　みなす。 

３　施行日の前日に秋田市農業集落排水施設（秋田市上新城農業集落排水

　施設に限る。）を使用していた者で施行日以後引き続き公共下水道とし

　て使用しているもの（水道水を使用しているものに限る。）に係る施行

　日から施行日以後初めて汚水量の算定を行う日までの期間については、

　施行日以後引き続き秋田市農業集落排水施設を使用しているものとみな

　して使用料を算定する。 
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　秋田市水道事業給水条例および秋田市小規模水道施設条例の一部を改正

する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第44号 

 

　　　秋田市水道事業給水条例および秋田市小規模水道施設条例の一部を

改正する条例 

　次に掲げる条例の規定中「厚生労働省令」を「国土交通省令」に改める。 

　(1) 秋田市水道事業給水条例（昭和35年秋田市条例第８号）第７条第１

項および第37条第２項ただし書 

　(2) 秋田市小規模水道施設条例（平成16年秋田市条例第127号）第５条

 および第23条第２項ただし書

 

　　　附　則 

　この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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　秋田市市税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第45号 

 

　　　秋田市市税条例の一部を改正する条例 

　秋田市市税条例（昭和25年秋田市条例第36号）の一部を次のように改正

する。 

　附則第６条の２中「附則第４条の４第３項」を「附則第４条の５第３

項」に改め、同条を附則第６条の２の２とし、附則第６条の次に次の１条

を加える。 

 　（令和６年能登半島地震災害に係る雑損控除額等の特例）

第６条の２　所得割の納税義務者の選択により、法附則第４条の４第４項

に規定する特例損失金額（以下この項において「特例損失金額」とい

う。）がある場合には、特例損失金額（同条第４項に規定する災害関連

支出がある場合には、第３項に規定する申告書の提出の日の前日までに

支出したものに限る。以下この項および次項において「損失対象金額」

という。）について、令和５年において生じた法第314条の２第１項第

１号に規定する損失の金額として、この条例の規定を適用することがで

きる。この場合において、第27条の２の規定により控除された金額に係

る当該損失対象金額は、その者の令和７年度以後の年度分で当該損失対

象金額が生じた年の末日の属する年度の翌年度分の市民税に係るこの条

例の規定の適用については、当該損失対象金額が生じた年において生じ

なかったものとみなす。 

２　前項前段の場合において、第27条の２の規定により控除された金額に

係る損失対象金額のうちに、同項の規定の適用を受けた者と生計を一に

する令第48条の６第１項に規定する親族の有する法附則第４条の４第４
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項に規定する資産について受けた損失の金額（以下この項において「親

族資産損失額」という。）があるときは、当該親族資産損失額は、当該

親族の令和７年度以後の年度分で当該親族資産損失額が生じた年の末日

の属する年度の翌年度分の市民税に係るこの条例の規定の適用について

は、当該親族資産損失額が生じた年において生じなかったものとみなす。 

３　第１項の規定は、令和６年度分の第29条の２第１項又は第３項の規定

による申告書（その提出期限後において市民税の納税通知書が送達され

る時までに提出されたものおよびその時までに提出された第29条の３第

１項の確定申告書を含む。）に第１項の規定の適用を受けようとする旨

の記載がある場合（これらの申告書にその記載がないことについてやむ

を得ない理由があると市長が認める場合を含む。）に限り、適用する。 

 

　　　附　則 

　この条例は、公布の日から施行する。
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　秋田市市税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月30日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第46号 

 

　　　秋田市市税条例の一部を改正する条例 

　秋田市市税条例（昭和25年秋田市条例第36号）の一部を次のように改正

する。 

　附則第６条の５の４の次に次の４条を加える。 

　（令和６年度分の個人の市民税の特別税額控除） 

第６条の５の５　令和６年度分の個人の市民税に限り、法附則第５条の８

第４項および第５項に規定するところにより控除すべき市民税に係る令

和６年度分特別税額控除額を、前年の合計所得金額が1,805万円以下で

ある所得割の納税義務者（次条および附則第６条の５の７において「特

別税額控除対象納税義務者」という。）の第27条の３、第27条の５から

第27条の８まで、附則第６条第２項、附則第６条の５第１項、附則第６

条の５の３第１項、前条および附則第６条の７の２の規定を適用した場

合の所得割の額から控除する。 

２　前項の規定の適用がある場合における第27条の６第２項、第33条の５

の５第１項および前条の規定の適用については、第27条の６第２項およ

び前条中「附則第５条の６第２項」とあるのは「附則第５条の６第２項

および第５条の８第６項」と、第33条の５の５第１項中「課した」とあ

るのは「附則第６条の５の５第１項の規定の適用がないものとした場合

に課すべき」と、「の前々年中」とあるのは「の同項の規定の適用がな

いものとした場合における前々年中」と、「、前々年中」とあるのは

「、附則第６条の５の５第１項の規定の適用がないものとした場合にお

ける前々年中」とする。 
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　（令和６年度分の個人の市民税の各納期の納付額に関する特例） 

第６条の５の６　令和６年度分の個人の市民税に限り、個人の市民税の納

税通知書に記載すべき各納期の納付額については、第32条および第32条

の２の規定にかかわらず、次に定めるところによる。 

　(1) 特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除前の普通徴収に係る個

人の市民税の額（前条第１項の規定の適用がないものとした場合に算

出される普通徴収に係る個人の市民税の額をいう。）、特別税額控除

前の普通徴収に係る個人の県民税の額（法附則第５条の８第１項およ

び第２項の規定の適用がないものとした場合に算出される普通徴収に

係る個人の県民税の額をいう。）および普通徴収に係る森林環境税の

額の合算額（以下この号において「特別税額控除前の普通徴収に係る

個人の住民税の額」という。）からその者の普通徴収に係る個人の市

民税の額、普通徴収に係る個人の県民税の額および普通徴収に係る森

林環境税の額の合算額を控除した額（以下この項において「普通徴収

の個人の住民税に係る特別税額控除額」という。）がその者の特別税

額控除前の普通徴収に係る個人の住民税の額を４で除して得た金額

（当該金額に1,000円未満の端数があるとき、又は当該金額の全額が

1,000円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てた

金額。以下この項において「分割金額」という。）に３を乗じて得た

金額をその者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の住民税の額か

ら控除した残額に相当する金額（以下この項において「第１期分金

額」という。）に満たない場合には、当該納税通知書に記載すべき各

納期の納付額は、第31条第１項に規定する第１期の納期（以下この項、

次項および次条第１項において「第１期納期」という。）においては

その者の第１期分金額からその者の普通徴収の個人の住民税に係る特

別税額控除額を控除した額とし、その他のそれぞれの納期においては

その者の分割金額とする。 

　(2) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別

税額控除額がその者の第１期分金額以上であり、かつ、その者の第１

期分金額とその者の分割金額との合計額に満たない場合には、当該納
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税通知書に記載すべき各納期の納付額は、第１期納期においてはない

ものとし、第31条第１項に規定する第２期の納期（以下この項および

次条第１項において「第２期納期」という。）においてはその者の第

１期分金額とその者の分割金額との合計額からその者の普通徴収の個

人の住民税に係る特別税額控除額を控除した額とし、第31条第１項に

規定する第３期の納期（以下この項において「第３期納期」とい

う。）および同条第１項に規定する第４期の納期（以下この項におい

て「第４期納期」という。）においてはその者の分割金額とする。 

　(3) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別

税額控除額がその者の第１期分金額とその者の分割金額との合計額以

上であり、かつ、その者の第１期分金額とその者の分割金額に２を乗

じて得た金額との合計額に満たない場合には、当該納税通知書に記載

すべき各納期の納付額は、第１期納期および第２期納期においてはな

いものとし、第３期納期においてはその者の第１期分金額とその者の

分割金額に２を乗じて得た金額との合計額からその者の普通徴収の個

人の住民税に係る特別税額控除額を控除した額とし、第４期納期にお

いてはその者の分割金額とする。 

　(4) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別

税額控除額がその者の第１期分金額とその者の分割金額に２を乗じて

得た金額との合計額以上である場合には、当該納税通知書に記載すべ

き各納期の納付額は、第１期納期、第２期納期および第３期納期にお

いてはないものとし、第４期納期においてはその者の普通徴収に係る

個人の市民税の額、普通徴収に係る個人の県民税の額および普通徴収

に係る森林環境税の額の合算額とする。 

２　令和６年度分の個人の市民税（第１期納期から第33条の５第１項の規

定により普通徴収の方法によって徴収されることとなったものを除

く。）を同項の規定により普通徴収の方法によって徴収する場合につい

ては、前項の規定は、適用しない。 

　（令和６年度分の公的年金等に係る所得に係る個人の市民税に関する特

例） 
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第６条の５の７　令和６年度分の個人の市民税に限り、第33条の５の２第

１項の規定により特別徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る

所得に係る個人の市民税（第３項において「年金所得に係る特別徴収の

個人の市民税」という。）の額および同条第２項の規定により普通徴収

の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得に係る個人の市民税の

額については、次に定めるところによる。 

　(1) 特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除前の年金所得に係る個

人の市民税の額（附則第６条の５の５第１項の規定の適用がないもの

とした場合に算出される第33条の５の２第１項に規定する前年中の公

的年金等に係る所得に係る所得割額および均等割額（これと併せて賦

課徴収を行う森林環境税額を含む。以下この号および第５号において

同じ。）の合算額（以下この号および第５号において「年金所得に係

る所得割額および均等割額の合算額」という。）をいう。以下この号

および第３項第１号において同じ。）からその者の年金所得に係る所

得割額および均等割額の合算額を控除した額（以下この項および第３

項において「年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額」と

いう。）がその者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の市民税の

額（特別税額控除前の年金所得に係る個人の市民税の額から特別税額

控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額（特別税額控除前の年金所

得に係る個人の市民税の額の２分の１に相当する額をいう。以下この

号において同じ。）を控除した額をいう。以下この号において同

じ。）を２で除して得た金額（当該金額に1,000円未満の端数がある

とき、又は当該金額の全額が1,000円未満であるときは、その端数金

額又はその全額を切り捨てた金額。以下この項において「第２期分金

額」という。）をその者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の市

民税の額から控除した残額に相当する金額（以下この項において「第

１期分金額」という。）に満たない場合には、第１期納期および第２

期納期に普通徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得に

係る個人の市民税の額（以下この項において「普通徴収対象税額」と

いう。）ならびに第33条の５の３に規定する特別徴収対象年金給付の
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支払をする際、特別徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る

所得に係る個人の市民税の額（以下この項および第３項において「特

別徴収対象税額」という。）は、第１期納期においてはその者の第１

期分金額からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控

除額を控除した残額に相当する税額、第２期納期においてはその者の

第２期分金額に相当する税額、当該年度の初日の属する年の10月１日

から11月30日までの間においてはその者の特別税額控除前の特別徴収

に係る個人の市民税の額を３で除して得た金額（当該金額に100円未

満の端数があるとき、又は当該金額の全額が100円未満であるときは、

その端数金額又はその全額を切り捨てた金額。以下この項において

「分割金額」という。）に２を乗じて得た金額をその者の特別税額控

除前の特別徴収に係る個人の市民税の額から控除した残額に相当する

金額（以下この項において「10月分金額」という。）に相当する税額、

同年12月１日から翌年の３月31日までの間においてはその者の分割金

額に相当する税額とする。 

　(2) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る

特別税額控除額がその者の第１期分金額以上であり、かつ、その者の

第１期分金額とその者の第２期分金額との合計額に満たない場合には、

普通徴収対象税額および特別徴収対象税額は、第１期納期における税

額はないものとし、第２期納期においてはその者の第１期分金額とそ

の者の第２期分金額との合計額からその者の年金所得に係る個人の市

民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当する税額、当該年度

の初日の属する年の10月１日から11月30日までの間においてはその者

の10月分金額に相当する税額、同年12月１日から翌年の３月31日まで

の間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

　(3) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る

特別税額控除額がその者の第１期分金額とその者の第２期分金額との

合計額以上であり、かつ、その者の第１期分金額、その者の第２期分

金額およびその者の10月分金額の合計額に満たない場合には、普通徴

収対象税額および特別徴収対象税額は、第１期納期および第２期納期
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における税額はないものとし、当該年度の初日の属する年の10月１日

から11月30日までの間においてはその者の第１期分金額、その者の第

２期分金額およびその者の10月分金額の合計額からその者の年金所得

に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当する

税額、同年12月１日から翌年の３月31日までの間においてはその者の

分割金額に相当する税額とする。 

　(4) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る

特別税額控除額がその者の第１期分金額、その者の第２期分金額およ

びその者の10月分金額の合計額以上であり、かつ、その者の第１期分

金額、その者の第２期分金額、その者の10月分金額およびその者の分

割金額の合計額に満たない場合には、普通徴収対象税額および特別徴

収対象税額は、第１期納期および第２期納期ならびに当該年度の初日

の属する年の10月１日から11月30日までの間における税額はないもの

とし、同年12月１日から翌年の１月31日までの間においてはその者の

第１期分金額、その者の第２期分金額、その者の10月分金額およびそ

の者の分割金額の合計額からその者の年金所得に係る個人の市民税に

係る特別税額控除額を控除した残額に相当する税額、同年２月１日か

ら３月31日までの間においてはその者の分割金額に相当する税額とす

る。 

　(5) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る

特別税額控除額がその者の第１期分金額、その者の第２期分金額、そ

の者の10月分金額およびその者の分割金額の合計額以上である場合に

は、普通徴収対象税額および特別徴収対象税額は、第１期納期および

第２期納期ならびに当該年度の初日の属する年の10月１日から翌年の

１月31日までの間における税額はないものとし、同年２月１日から３

月31日までの間においてはその者の年金所得に係る所得割額および均

等割額の合算額に相当する税額とする。 

２　前項の規定の適用がある場合における第33条の５の４の規定の適用に

ついては、同条第２項中「年金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初

日の属する年の10月１日から翌年の３月31日までの間における当該特別
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徴収対象年金所得者に係る特別徴収対象年金給付の支払の回数で除して

得た額」とあるのは、「附則第６条の５の７第１項各号に規定する特別

徴収の方法によって徴収すべき額」とする。 

３　令和６年度分の個人の市民税に限り、年金所得に係る特別徴収の個人

の市民税の額（第１項の規定の適用があるものを除く。）については、

次に定めるところによる。 

　(1) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る

特別税額控除額がその者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市

民税の額（特別税額控除前の年金所得に係る個人の市民税の額から第

33条の５の５第１項に規定する年金所得に係る仮特別徴収税額を控除

した額をいう。以下この号において同じ。）を３で除して得た金額

（当該金額に100円未満の端数があるとき、又は当該金額の全額が100

円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てた金額。

以下この項において「分割金額」という。）に２を乗じて得た金額を

その者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額から控除

した残額に相当する金額（以下この項において「10月分金額」とい

う。）に満たない場合には、特別徴収対象税額は、当該年度の初日の

属する年の10月１日から11月30日までの間においてはその者の10月分

金額からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額

を控除した残額に相当する税額、同年12月１日から翌年の３月31日ま

での間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

　(2) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る

特別税額控除額がその者の10月分金額以上であり、かつ、その者の10

月分金額とその者の分割金額との合計額に満たない場合には、特別徴

収対象税額は、当該年度の初日の属する年の10月１日から11月30日ま

での間における税額はないものとし、同年12月１日から翌年の１月31

日までの間においてはその者の10月分金額とその者の分割金額との合

計額からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額

を控除した残額に相当する税額、同年２月１日から３月31日までの間

においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 
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　(3) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る

特別税額控除額がその者の10月分金額とその者の分割金額との合計額

以上である場合には、特別徴収対象税額は、当該年度の初日の属する

年の10月１日から翌年の１月31日までの間における税額はないものと

し、同年２月１日から３月31日までの間においてはその者の第33条の

５の５第２項の規定により読み替えられた第33条の５の２第１項に規

定する年金所得に係る特別徴収税額に相当する税額とする。 

４　前項の規定の適用がある場合における第33条の５の４の規定の適用に

ついては、同条第２項中「年金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初

日の属する年の10月１日から翌年の３月31日までの間における当該特別

徴収対象年金所得者に係る特別徴収対象年金給付の支払の回数で除して

得た額」とあるのは、「附則第６条の５の７第３項各号に規定する特別

徴収の方法によって徴収すべき額」とする。 

５　令和６年度分の個人の市民税につき第33条の５の６第１項の規定の適

用がある場合については、前各項の規定は、適用しない。 

　（令和７年度分の個人の市民税の特別税額控除） 

第６条の５の８　令和７年度分の個人の市民税に限り、法附則第５条の12

第３項および第４項に規定するところにより控除すべき市民税に係る令

和７年度分特別税額控除額を、同条第３項に規定する特別税額控除対象

納税義務者の第27条の３、第27条の５から第27条の８まで、附則第６条

第２項、附則第６条の５第１項、附則第６条の５の３第１項、附則第６

条の５の４および附則第６条の７の２の規定を適用した場合の所得割の

額から控除する。 

　附則第６条の６第２項中「前条」を「附則第６条の５の４」に改め、同

条第３項中「第27条の８第１項」の次に「、附則第６条の５の５第１項お

よび前条」を加え、「同項」を「第27条の８第１項」に、「あるのは、」

を「あるのは」に、「とする」を「と、附則第６条の５の５第１項中「前

条および」とあるのは「前条、附則第６条の６第２項および」と、前条中

「附則第６条の５の４および」とあるのは「附則第６条の５の４、次条第

２項および」とする」に改める。 
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　附則第６条の９の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和

６年度から令和８年度まで」に改める。 

　附則第６条の10の見出し中「令和４年度又は令和５年度」を「令和７年

度又は令和８年度」に改め、同条第１項中「令和４年度分又は令和５年度

分」を「令和７年度分又は令和８年度分」に改め、同条第２項中「令和４

年度適用土地又は令和４年度類似適用土地」を「令和７年度適用土地又は

令和７年度類似適用土地」に、「令和５年度分」を「令和８年度分」に改

める。 

　附則第７条の前の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和

６年度から令和８年度まで」に改め、同条第１項中「令和３年度から令和

５年度まで」を「令和６年度から令和８年度まで」に改め、「（商業地等

に係る令和４年度分の固定資産税にあっては、100分の 2.5）」および

「（令和３年度分の固定資産税にあっては、前年度分の固定資産税の課税

標準額）」を削り、同条第２項および第３項中「令和４年度分および令和

５年度分」を「令和６年度から令和８年度までの各年度分」に改め、同条

第４項および第５項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度

から令和８年度まで」に改める。 

　附則第７条の３中「令和３年法律第７号）附則第14条第１項」を「令和

６年法律第４号）附則第21条第１項」に、「令和３年度から令和５年度ま

で」を「令和６年度から令和８年度まで」に改める。 

　附則第８条の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年

度から令和８年度まで」に改め、同条中「令和３年度から令和５年度ま

で」を「令和６年度から令和８年度まで」に改め、「。以下この条におい

て同じ。」および「（令和３年度分の固定資産税にあっては、前年度分の

固定資産税の課税標準額）」を削る。 

　附則第13条第１項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度

から令和８年度まで」に改め、同条第２項中「令和６年３月31日」を「令

和９年３月31日」に改める。 

　附則第15条の２第３項に次の１号を加える。 

　(5) 附則第６条の５の５および附則第６条の５の８の規定の適用につい

- 172 -



ては、附則第６条の５の５第１項および附則第６条の５の８中「所得

割の額」とあるのは、「所得割の額ならびに附則第15条の２第１項の

規定による市民税の所得割の額」とする。 

　附則第16条第３項に次の１号を加える。 

　(5) 附則第６条の５の５および附則第６条の５の８の規定の適用につい

ては、附則第６条の５の５第１項および附則第６条の５の８中「所得

割の額」とあるのは、「所得割の額ならびに附則第16条第１項の規定

による市民税の所得割の額」とする。 

　附則第18条第３項に次の１号を加える。 

　(5) 附則第６条の５の５および附則第６条の５の８の規定の適用につい

ては、附則第６条の５の５第１項および附則第６条の５の８中「所得

割の額」とあるのは、「所得割の額ならびに附則第18条第１項の規定

による市民税の所得割の額」とする。 

　附則第21条第５項に次の１号を加える。 

　(5) 附則第６条の５の５および附則第６条の５の８の規定の適用につい

ては、附則第６条の５の５第１項および附則第６条の５の８中「所得

割の額」とあるのは、「所得割の額ならびに附則第21条第１項の規定

による市民税の所得割の額」とする。 

　附則第22条第２項に次の１号を加える。 

　(5) 附則第６条の５の５および附則第６条の５の８の規定の適用につい

ては、附則第６条の５の５第１項および附則第６条の５の８中「所得

割の額」とあるのは、「所得割の額ならびに附則第22条第１項の規定

による市民税の所得割の額」とする。 

　附則第23条第２項に次の１号を加える。 

　(5) 附則第６条の５の５および附則第６条の５の８の規定の適用につい

ては、附則第６条の５の５第１項および附則第６条の５の８中「所得

割の額」とあるのは、「所得割の額ならびに附則第23条第１項の規定

による市民税の所得割の額」とする。 

　附則第23条の２第２項に次の１号を加える。 

　(5) 附則第６条の５の５および附則第６条の５の８の規定の適用につい
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ては、附則第６条の５の５第１項および附則第６条の５の８中「所得

割の額」とあるのは、「所得割の額ならびに附則第23条の２第１項の

規定による市民税の所得割の額」とする。 

　附則第23条の２第５項に次の１号を加える。 

　(5) 附則第６条の５の５および附則第６条の５の８の規定の適用につい

ては、附則第６条の５の５第１項および附則第６条の５の８中「所得

割の額」とあるのは、「所得割の額ならびに附則第23条の２第３項後

段の規定による市民税の所得割の額」とする。 

　附則第23条の３第２項に次の１号を加える。 

　(5) 附則第６条の５の５および附則第６条の５の８の規定の適用につい

ては、附則第６条の５の５第１項および附則第６条の５の８中「所得

割の額」とあるのは、「所得割の額ならびに附則第23条の３第１項の

規定による市民税の所得割の額」とする。 

　附則第23条の３第５項に次の１号を加える。 

　(5) 附則第６条の５の５および附則第６条の５の８の規定の適用につい

ては、附則第６条の５の５第１項および附則第６条の５の８中「所得

割の額」とあるのは、「所得割の額ならびに附則第23条の３第３項後

段の規定による市民税の所得割の額」とする。 

 

　　　附　則 

　（施行期日） 

１　この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

　（経過措置） 

２　改正後の秋田市市税条例の規定は、令和６年度以後の年度分の固定資

産税について適用し、令和５年度分までの固定資産税については、なお

従前の例による。
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　秋田市過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例の一部を改

正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月30日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第47号 

 

　　　秋田市過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例の一部

　　　を改正する条例 

　秋田市過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例（平成16年

秋田市条例第43号）の一部を次のように改正する。 

　第２条第１項中「令和６年３月31日」を「令和９年３月31日」に改める。 

 

　　　附　則 

　この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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　秋田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年３月30日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第48号 

 

 　　　秋田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例

　秋田市国民健康保険税条例（昭和57年秋田市条例第９号）の一部を次の

 ように改正する。

 　第３条第３項ただし書中「22万円」を「24万円」に改める。

 　第18条第１項中「22万円」を「24万円」に改め、同項第２号中「29万

 円」を「29万5,000円」に改め、同項第３号中「53万5,000円」を「54万

 5,000円」に改める。

 

 　　　附　則

 　（施行期日）

 １　この条例は、令和６年４月１日から施行する。

 　（経過措置）

２　改正後の秋田市国民健康保険税条例の規定は、令和６年度以後の年度

分の国民健康保険税について適用し、令和５年度分までの国民健康保険

 税については、なお従前の例による。
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　秋田市会計年度任用職員の給与等に関する条例施行規則の一部を改正す

る規則をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市規則第11号 

 

　　　秋田市会計年度任用職員の給与等に関する条例施行規則の一部を改

正する規則 

　秋田市会計年度任用職員の給与等に関する条例施行規則（令和元年秋田

市規則第23号）の一部を次のように改正する。 

　第20条の見出し中「期末手当」の次に「および勤勉手当」を加え、同条

に次の１項を加える。 

２　条例第21条の規定により勤勉手当の支給を受ける会計年度任用職員の

範囲は、給与条例施行規則第21条および第22条の規定の例による。この

場合において、同条第１項の規定の例により勤勉手当を支給しない会計

年度任用職員は、同項各号に掲げるもののほか、条例第21条第１項から

第３項までに規定する会計年度任用職員のうち、基準日前１箇月以内に

退職し、又は死亡したことによりその退職し、又は死亡した日までの任

期が６箇月に満たないこととなったものとする。 

　第22条中「に１円」を「もしくは勤勉手当基礎額に１円」に改める。 

 

　　　附　則 

　この規則は、令和６年４月１日から施行する。
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　秋田市単純労務会計年度任用職員の給与の基準に関する規則の一部を改

正する規則をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市規則第12号 

 

　　　秋田市単純労務会計年度任用職員の給与の基準に関する規則の一部

 を改正する規則

　秋田市単純労務会計年度任用職員の給与の基準に関する規則（令和元年

秋田市規則第24号）の一部を次のように改正する。 

　第３条ただし書中「期末手当」の次に「および勤勉手当」を加える。 

 

　　　附　則 

　この規則は、令和６年４月１日から施行する。
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　秋田市財務規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市規則第13号 

 

　　　秋田市財務規則の一部を改正する規則 

　秋田市財務規則（平成９年秋田市規則第37号）の一部を次のように改正

する。 

　目次中「第44条の３」を「第44条の２」に改める。 

　第１条中「第173条の３」を「第173条の６」に改める。 

　第43条の２第２項を次のように改める。 

２　市長は、法第231条の２の３第２項の規定により告示したときは、そ

の旨を会計管理者に通知しなければならない。同条第４項および法第

231条の２の７第２項の規定により告示したときも、同様とする。 

　第44条の見出しを「（徴収又は収納に関する事務取扱者の指定の手続

等）」に改め、同条第１項および第２項を次のように改める。 

　　市長は、歳入の徴収又は歳入等（法第231条の２の２に規定する歳入

等をいう。以下同じ。）の収納に関する事務について、法第243条の２

第１項の規定による指定をしようとするときは、あらかじめ会計管理者

と協議しなければならない。 

２　市長は、収入事務受託者（法第243条の２第２項に規定する指定公金

事務取扱者（以下「指定公金事務取扱者」という。）のうち、歳入の徴

収又は歳入等の収納に関する事務の委託を受けたものをいう。以下同

じ。）について、同項の規定により告示したときは、その旨を会計管理

者に通知しなければならない。同条第４項および法第243条の２の３第 

２項の規定により告示したときも、同様とする。 

　第44条の２を削る。 
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　第44条の３第１項から第３項までを削り、同条第４項中「第１項又は第

２項の」を「収入事務受託者について、法第243条の２第８項の規定によ

る」に改め、同項を同条とし、同条を第44条の２とする。 

　第47条第１項中「第165条の７」を「第165条の６」に改める。 

　第53条第３項中「電磁的記録」の次に「（電子的方式、磁気的方式その

他人の知覚によっては認識することができない方式で作られた記録をい

う。以下同じ。）」を加える。 

　第73条第４号中「子ども・子育て支援法」の次に「（平成24年法律第65

号）」を加える。 

　第78条を次のように改める。 

　（支出に関する事務取扱者の指定の手続等） 

第78条　市長は、歳出の支出に関する事務について、法第243条の２第１

項の規定による指定をしようとするときは、あらかじめ会計管理者と協

議しなければならない。 

２　市長は、支出事務受託者（指定公金事務取扱者のうち、歳出の支出に

関する事務の委託を受けたものをいう。以下同じ。）について、法第 

243条の２第２項の規定により告示したときは、その旨を会計管理者に 

通知しなければならない。同条第４項および法第243条の２の３第２項 

の規定により告示したときも、同様とする。 

３　市長は、支出事務受託者に対し、契約の定めるところにより資金を交

付しなければならない。 

４　第44条の２の規定は支出事務受託者の検査について、第69条から第71

条までの規定は支出事務受託者の資金の支払および精算について、それ

ぞれ準用する。 

　第95条第１項中「第165条の５」を「第165条の４」に改める。 

　第137条第２項中「附則第３条第３項各号」を「附則第３条第２項各

号」に改める。 

　第170条第１項中「第165条の６第２項」を「第165条の５第２項」に改

め、同条第２項中「第165条の６第３項」を「第165条の５第３項」に改め

る。 

- 180 -



　第245条中「第243条の２の２第１項後段」を「第243条の２の８第１項 

後段」に改め、同条第１号中「第243条の２の２第１項第１号」を「第243

条の２の８第１項第１号」に改める。 

　第246条中「第243条の２の２第１項各号」を「第243条の２の８第１項

各号」に改める。 

　第247条中「第243条の２の２第３項」を「第243条の２の８第３項」に

改める。 

　別表第１の２負担金、補助及び交付金の項中「介護保険法」の次に

「（平成９年法律第123号）」を加え、「第115条の47第６項」を「第115

条の 47第７項」に改め、「高齢者の医療の確保に関する法律」の次に

「（昭和57年法律第80号）」を加える。 

 

　　　附　則 

　（施行期日） 

１　この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

　（経過措置） 

２　地方自治法の一部を改正する法律（令和５年法律第19号）附則第２条

第３項又は地方自治法施行令等の一部を改正する政令（令和６年政令第

12号）附則第２条第１項の規定が適用される場合におけるこれらの規定

に規定する従前の公金事務に関しては、なお従前の例による。 
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　秋田市学校給食費に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに

 公布する。

 

 　　令和６年３月19日

 

 　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　

 

 秋田市規則第14号

 

 　　　秋田市学校給食費に関する条例施行規則の一部を改正する規則

　秋田市学校給食費に関する条例施行規則（平成28年秋田市規則第64号）

 の一部を次のように改正する。

　附則を附則第１項とし、同項に見出しとして「（施行期日）」を付し、

 附則に次の１項を加える。

　（令和６年度における学校給食費の額の特例） 

２　令和６年４月１日から令和７年３月31日までの間に実施する学校給食

に係る学校給食費の額に関する第３条の規定の適用については、同条第

２項第１号中「315円」とあるのは「287円」と、同項第２号中「370

円」とあるのは「340円」と、同条第３項中「前項」とあるのは「附則

第２項の規定により読み替えられた前項」と、同条第４項中「前２項」

とあるのは「附則第２項の規定により読み替えられた前２項」とする。 

 

 　　　附　則

 　この規則は、令和６年４月１日から施行する。
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 　秋田市介護保険条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

 

 　　令和６年３月19日

 

 　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　

 

 秋田市規則第15号

 

 　　　秋田市介護保険条例施行規則の一部を改正する規則

　秋田市介護保険条例施行規則（平成12年秋田市規則第24号）の一部を次

 のように改正する。

　第７条の表第２号および第６号中「22,436円」を「21,314円」に改める。 

 　附則に次の１項を加える。

８　条例附則第19項の規則で定める日は、令和６年３月31日とする。 

 

 　　　附　則

 　（施行期日）

１　この規則は、令和６年４月１日から施行する。ただし、附則に１項を

 加える改正規定は、公布の日から施行する。

 　（経過措置）

２　改正後の秋田市介護保険条例施行規則第７条の規定は、令和６年度以

後の年度分の保険料の減免から適用し、令和５年度以前の年度分の保険

料の減免については、なお従前の例による。
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 　秋田市建築基準法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

 

 　　令和６年３月19日

 

 　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　

 

 秋田市規則第16号

 

 　　　秋田市建築基準法施行細則の一部を改正する規則

　秋田市建築基準法施行細則（昭和48年秋田市規則第12号）の一部を次の

 ように改正する。

　第18条第４項中「令第137条の16」を「令第137条の12第６項もしくは第

７項又は令第137条の16第２号」に改める。 

 

 　　　附　則

　この規則は、令和６年４月１日から施行する。
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 　秋田市行政組織規則の一部を改正する規則をここに公布する。

 

 　　令和６年３月21日

 

 　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　

 

 秋田市規則第17号

 

 　　　秋田市行政組織規則の一部を改正する規則

　秋田市行政組織規則（昭和56年秋田市規則第18号）の一部を次のように

 改正する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　「 
 施設指導室　　　　　　　　 
　第６条第１項の表子ども未来部の項中 
 子ども健康課　　　　　　　 
 

　　「  
  　を 子ども福祉課

 」
」

 に改め、同表都市整備部の項中「住宅整備課」を「住宅政策課」に改める。

　第９条第１項人事課の項中第21号を第22号とし、第９号から第20号まで

 を１号ずつ繰り下げ、第８号の次に次の１号を加える。

 　(9) 秋田市職員退職手当基金の管理に関すること。

　第12条第１項市民課の項中第11号を削り、第12号を第11号とし、第13号

 から第24号までを１号ずつ繰り上げる。

　第13条第１項福祉総務課の項中第21号を第22号とし、第20号を第21号と

 し、第19号の次に次の１号を加える。

 　(20) 災害弔慰金等支給審査委員会に関すること。

 　第13条第２項中「まで」の次に「および第20号」を加える。

　第13条の２子ども総務課の項中第５号を削り、第４号を第５号とし、第

 ３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。

　(3) こども基本法（令和４年法律第77号）に基づくこども計画に関する
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 こと。

 　第13条の２子ども総務課の項第６号から第９号までを次のように改める。

　(6) 教育・保育施設および地域型保育事業の認可等ならびに子ども・子

育て支援施設等の確認に関すること。 

　(7) 教育・保育施設および地域型保育事業ならびに子ども・子育て支援

施設等の指導監査に関すること。 

　(8) 母子生活支援施設の設置認可に関すること。 

　(9) 母子生活支援施設の指導監査に関すること。 

　第13条の２子ども育成課の項中第３号を削り、第２号を第３号とし、第

 １号の次に次の１号を加える。

　(2) 子どものための教育・保育給付に関すること。 

　第13条の２子ども育成課の項中第４号を削り、第５号を第４号とし、同

 条施設指導室の項を次のように改める。

 　子ども福祉課

　(1) 助産施設および母子生活支援施設に関すること（他の所管に属する

ものを除く。）。 

　(2) 児童扶養手当に関すること。 

　(3) 母子父子寡婦福祉資金に関すること。 

　(4) 児童手当に関すること。 

　(5) 子どもの福祉医療に関すること。 

　(6) 児童館に関すること。 

　(7) 放課後子ども教室および放課後児童クラブに関すること。 

　(8) 課の予算経理に関すること。 

 　第13条の２子ども健康課の項を削る。

　第17条建築指導課の項第５号中「建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律」に

改め、同条住宅整備課の項中「住宅整備課」を「住宅政策課」に改め、同

項に次の１号を加える。 

 　(10) 空き家対策に関すること。

 　第34条の５および第34条の６を次のように改める。
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 　（子ども家庭センター）

第34条の５　児童および妊産婦の福祉等に関する事務を処理するため、秋

田市子ども家庭センター（以下「子ども家庭センター」という。）を秋

田市八橋南一丁目８番３号に設置する。 

２　子ども家庭センターは、子ども未来部に所属する機関とし、子ども家

庭センターに次の課を置く。 

 　子ども健康課

 　子育て相談支援課

 　（子ども家庭センターの課の分掌事務）

第34条の６　子ども家庭センターの課の分掌する事務は、おおむね次のと

おりとする。 

 　子ども健康課

 　(1) 母子保健に関すること。

 　(2) 小児慢性特定疾病医療支援に関すること。

 　(3) 小児慢性特定疾病審査会に関すること。

 　(4) 不妊治療費助成事業に関すること。

 　(5) 課の予算経理に関すること。

 　子育て相談支援課

　(1) 子どもおよび家庭の総合相談に関すること。 

　(2) 要保護児童対策に関すること。 

　(3) 女性相談に関すること。 

　(4) 地域の子育て支援に関すること。 

　(5) 子育ておよび自立支援に係る情報の提供に関すること。 

　(6) 青少年の健全育成に関すること。 

　(7) 少年指導センターに関すること。 

　(8) 子ども広場に関すること。 

　(9) 子育て交流室に関すること。 

　(10) 課の予算経理に関すること。 

　第34条の８中「子ども未来部子ども育成課」を「子ども未来部子ども福

 祉課」に改める。
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　第34条の９第２項中「子ども未来部子ども未来センター」を「子ども家

 庭センター子育て相談支援課」に改める。

　第35条の見出しを「（公設地方卸売市場の組織）」に改め、同条中「秋

田市中央卸売市場業務条例（昭和49年秋田市条例第28号）」を「秋田市公

設地方卸売市場業務条例（平成23年秋田市条例第29号）」に、「中央卸売

市場は」を「公設地方卸売市場は」に、「中央卸売市場に」を「公設地方

卸売市場に」に改める。 

　第36条第１号中「中央卸売市場」を「公設地方卸売市場」に改め、同条

第２号中「（中央卸売市場の市場施設に限る。以下同じ。）の維持管理」

を「の管理（指定管理者が行うものを除く。）」に改め、同条第５号を削

り、同条第６号中「場内営業許可」を「場内営業の承認」に改め、同号を

同条第５号とし、同条第７号中「中央卸売市場運営協議会」を「公設地方

卸売市場運営協議会」に改め、同号を同条第６号とし、同条第８号中「中

央卸売市場取引委員会」を「公設地方卸売市場取引委員会」に改め、同号

を同条第７号とし、同条中第９号を第８号とし、第10号を第９号とし、同

条第11号中「および」を「の許可および」に、「許可」を「承認」に改め、

同号を同条第10号とし、同条中第12号を第11号とし、第13号から第16号ま

 でを１号ずつ繰り上げ、第17号を削る。

 　第37条を次のように改める。

 第37条　削除

　第40条の４第１号中「運営および施設の管理」を「施設の管理（指定管

 理者が行うものを除く。）」に改める。

　第47条第１項の表第２号中「中央卸売市場」を「公設地方卸売市場」に 

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「
  ５

 
  　　　　　　「

    ５ 市民サービ 市民サービスセンタ
    

   改め、同表中 スセンター ー 　を　
    ５の２

  所長
 」
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   市民サービ 市民サービスセンタ

   
  スセンター ー

  
 所長

 　に改め、同表第８号中「、子ども未
  子ども家庭 子ども家庭センター

  
  センター所

  
 長
」

 来センター」を削り、同条第２項の表第１号の４の次に次のように加える。

 
 １の５ 卸売市場再 公設地方卸売市場 上司の命を受けて、公設地方 

   
整備担当部 卸売市場の再整備に関する事 

  
長 務を掌る。

　第47条第２項の表第７号中「、子ども未来センター」を削る。 

 

　　　附　則 

 　（施行期日）

１　この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

　（経過措置） 

２　令和６年３月31日において、次の表の左欄に掲げる職を命じられてい

た職員は、別に辞令を発せられないときは、同年４月１日をもってそれ 

　ぞれ同表の右欄に掲げる職に命じられたものとする。 
 

左欄 右欄

子ども未来部子ども健康課参事 子ども家庭センター子ども健康課参 
 
事

子ども未来部子ども健康課副参事 子ども家庭センター子ども健康課副 
 
参事

子ども未来部子ども健康課主席主 子ども家庭センター子ども健康課主 
  

査 席主査

子ども未来部子ども健康課主査 子ども家庭センター子ども健康課主 
 
査
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子ども未来部子ども健康課主任 子ども家庭センター子ども健康課主 
 
任

子ども未来センター主席主査 子ども家庭センター子育て相談支援 
 
課主席主査

子ども未来センター主査 子ども家庭センター子育て相談支援 
 
課主査

子ども未来センター保育主査 子ども家庭センター子育て相談支援 
 
課保育主査

子ども未来センター主任 子ども家庭センター子育て相談支援 
 
課主任

中央卸売市場市場管理室長 公設地方卸売市場市場管理室長

中央卸売市場市場管理室主席主査 公設地方卸売市場市場管理室主席主 
 
査

中央卸売市場市場管理室主査 公設地方卸売市場市場管理室主査

中央卸売市場市場管理室主任 公設地方卸売市場市場管理室主任

住宅整備課副参事 住宅政策課副参事

住宅整備課主席主査 住宅政策課主席主査

住宅整備課主査 住宅政策課主査

住宅整備課主任 住宅政策課主任

 
３　令和６年３月31日において、次の表の左欄に掲げる課、室又は所に勤

務を命じられていた職員は、別に辞令を発せられないときは、同年４月

１日をもってそれぞれ同表の右欄に掲げる課又は室に勤務を命じられた

 ものとする。

左欄 右欄

子ども未来部子ども健康課 子ども家庭センター子ども健康課

子ども未来センター 子ども家庭センター子育て相談支援 
 
課

中央卸売市場市場管理室 公設地方卸売市場市場管理室

住宅整備課 住宅政策課
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 　給料表の適用範囲に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

 

 　　令和６年３月21日

 

 　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　

 

 秋田市規則第18号

 

 　　　給料表の適用範囲に関する規則の一部を改正する規則

　給料表の適用範囲に関する規則（昭和34年秋田市規則第13号）の一部を

次のように改正する。 

　第４条中「、保健所、食肉衛生検査所又は大森山動物園に勤務する職員

で」を削り、「もの」を「職種の職員」に改める。 

 

 　　　附　則

　この規則は、令和６年４月１日から施行する。
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　秋田市民交流プラザ条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布す

 る。

 

 　　令和６年３月21日

 

 　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　

 

 秋田市規則第19号

 

 　　　秋田市民交流プラザ条例施行規則の一部を改正する規則

　秋田市民交流プラザ条例施行規則（平成16年秋田市規則第16号）の一部

 を次のように改正する。

 　第２条の表子ども未来センターの項を次のように改める。

 子育て交流室 午前９時から午後５時 12月29日から翌年の１

まで 月３日までの日

 
 

 　　　附　則

 　この規則は、令和６年４月１日から施行する。
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　秋田市職員の駐車場使用料の徴収に関する規則の一部を改正する規則を

ここに公布する。 

 

　　令和６年３月29日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市規則第20号 

 

　　　秋田市職員の駐車場使用料の徴収に関する規則の一部を改正する規

　　　則 

　秋田市職員の駐車場使用料の徴収に関する規則（平成24年秋田市規則第

22号）の一部を次のように改正する。 

　別表豊岩地区コミュニティセンターの項、岩見三内連絡所の項および岩

見三内保育所の項中「200円」を「100円」に改め、同表八橋児童館の項中

「1,200円」を「1,300円」に改め、同表広面児童館の項中「1,000円」を

「1,100円」に改め、同表城東消防署の項中「1,500円」を「1,600円」に

改め、同表八橋陸上競技場の項および八橋硬式野球場の項中「1,100円」

を「1,200円」に改め、同表八橋球技場の項中「1,300円」を「1,400円」

に改め、同表保戸野小学校の項中「1,400円」を「1,600円」に改め、同表

川尻小学校の項中「1,200円」を「1,300円」に改め、同表旭川小学校の項

中「700円」を「800円」に改め、同表土崎小学校の項中「900円」を「800

円」に改め、同表豊岩小学校の項中「200円」を「100円」に改め、同表下

北手小学校の項中「300円」を「200円」に改め、同表下浜小学校の項中

「200円」を「 100円」に改め、同表八橋小学校の項中「1,2 00円」を

「1,300円」に改め、同表東小学校の項および泉小学校の項中「1,400円」

を「1,600円」に改め、同表岩見三内小学校の項中「200円」を「100円」

に改め、同表秋田東中学校の項中「1,100円」を「1,200円」に改め、同表

下北手中学校の項を削り、同表城東中学校の項中「1,300円」を「1,500

円」に改め、同表泉中学校の項中「1,400円」を「1,500円」に改め、同表
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岩見三内中学校の項中「200円」を「100円」に改める。 

 

　　　附　則 

　この規則は、令和６年４月１日から施行する。
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　秋田市立学校給食共同調理場等管理運営規則の一部を改正する規則をこ

 こに公布する。

 

 　　令和６年３月14日

 

 　　　　　　　　　　　　　　　秋田市教育委員会

 　　　　　　　　　　　　　　　　　教育長　佐　藤　孝　哉　　　　　

 

 秋田市教委規則第１号

 

 　　　秋田市立学校給食共同調理場等管理運営規則の一部を改正する規則

　秋田市立学校給食共同調理場等管理運営規則（昭和58年秋田市教委規則

 第２号）の一部を次のように改正する。

　第２条の表秋田市立下北手小学校等共同調理場の項中「、太平小学校お

よび下北手中学校」を「および太平小学校」に改める。 

 

　　　附　則 

　この規則は、令和６年４月１日から施行する。 
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　秋田市立学校の教育職員の業務量の適切な管理等に関する規則をここに

 公布する。

 

 　　令和６年３月14日

 

 　　　　　　　　　　　　　　　秋田市教育委員会

 　　　　　　　　　　　　　　　　　教育長　佐　藤　孝　哉　　　　　

 

 秋田市教委規則第２号

 

 　　　秋田市立学校の教育職員の業務量の適切な管理等に関する規則

 　（趣旨）

第１条　この規則は、公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関す

る特別措置法（昭和46年法律第77号。以下「法」という。）第７条第１

項に規定する指針を踏まえ、市立の小学校、中学校および高等学校の法

第２条第２項に規定する教育職員（以下「教育職員」という。）が正規

の勤務時間およびそれ以外の時間において行う業務の量の適切な管理そ

の他教育職員の健康および福祉の確保を図るために講ずべき措置に関し

 必要な事項を定めるものとする。

 　（教育職員の業務量の適切な管理等）

第２条　秋田市教育委員会（以下「教育委員会」という。）は、教育職員

の在校等時間（当該教育職員が学校教育活動に関する業務を行っている

時間として外形的に把握することができる時間をいう。以下同じ。）か

ら所定の勤務時間（法第６条第３項各号に掲げる日（代休日が指定され

た日を除く。）以外の日における正規の勤務時間をいう。以下同じ。）

を除いた時間を次に定める時間の範囲内とするため、教育職員の業務量

 の適切な管理を行うものとする。

 　(1) １箇月について45時間

 　(2) １年について360時間

２　教育委員会は、児童生徒等に係る通常予見することのできない業務量
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の大幅な増加等に伴い、教育職員が一時的又は突発的に所定の勤務時間

外に業務を行わざるを得ない場合には、前項の規定にかかわらず、教育

職員の在校等時間から所定の勤務時間を除いた時間を次に定める時間の

範囲内とするため、教育職員の業務量の適切な管理を行うものとする。

この場合において、１年のうち１箇月における教育職員の在校等時間か

ら所定の勤務時間を除いた時間が45時間を超える月数については、６箇

 月以内とするものとする。

 　(1) １箇月について100時間未満

 　(2) １年について720時間

　(3) １箇月ごとに区分した各期間に当該各期間の直前の１箇月、２箇月、

３箇月、４箇月および５箇月の期間を加えたそれぞれの期間における

 １箇月当たりの平均時間について80時間

 　（委任）

第３条　この規則に定めるもののほか、教育職員の業務量の適切な管理そ

の他教育職員の健康および福祉の確保を図るために講ずべき措置に関し

 必要な事項は、教育長が別に定める。

 

 　　　附　則

 　（施行期日）

 １　この規則は、令和６年４月１日から施行する。

 　（経過措置）

２　令和６年８月31日までの間における第２条第２項（第３号に係る部分

に限る。）の規定の適用については、同号中「５箇月の期間」とあるの

 は、「５箇月の期間（令和６年４月以後の期間に限る。）」とする。
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　公益的法人等への職員派遣等に係る秋田市公営企業職員の給与の特例に

関する規程をここに公布する。 

 

　　令和６年３月19日 

 

                秋田市上下水道事業管理者　工　藤　喜根男　　　　　 

 

秋田市上下水道局管理規程第１号 

 

　　　公益的法人等への職員派遣等に係る秋田市公営企業職員の給与の特 

　　　例に関する規程 

　（目的） 

第１条  この規程は、秋田市公営企業職員の給与に関する条例（昭和28年

 　秋田市条例第17号）第19条の規定に基づき、公益的法人等に派遣される

 　秋田市上下水道局職員の給与の特例について、必要な事項を定めること

 　を目的とする。

 　（準用）

第２条　秋田市公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成13年秋

　田市条例第37号。以下「派遣条例」という。）第６条、第７条および第

　16条から第18条までの規定は、秋田市上下水道局職員について準用する。

　この場合において、派遣条例第６条中「規則で定める」とあるのは「管

　理者が定める」と、派遣条例第７条第１項中「秋田市職員の退職手当に

　関する条例」とあるのは「秋田市公営企業職員の給与に関する条例（昭

　和28年秋田市条例第17号）第15条で準用する秋田市職員の退職手当に関

　する条例」と、派遣条例第16条および第18条第３項中「規則で定める」

 　とあるのは「管理者が定める」と読み替えるものとする。

 

　　　附　則 

 　（施行期日）

１　この規程は、公布の日から施行する。 
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 　（退職派遣者の採用等に関する規定の適用）

２　第２条の規定により準用される派遣条例第16条から第18条までの規定

　は、令和６年３月31日以後に公益的法人等への一般職の地方公務員の派

　遣等に関する法律（平成12年法律第50号）第10条第１項の管理者の要請

 　に応じて退職した者について適用する。
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　秋田市上下水道局分課および処務規程の一部を改正する規程をここに公

布する。 

 

　　令和６年３月22日 

 

                秋田市上下水道事業管理者　工　藤　喜根男　　　　　 

 

秋田市上下水道局管理規程第２号 

 

　　　秋田市上下水道局分課および処務規程の一部を改正する規程 

　秋田市上下水道局分課および処務規程（昭和31年秋田市水道ガス局管理

規程第１号）の一部を次のように改正する。 

　第２条第１項の表下水道施設課の項中「管理係」を削る。 

　第３条第１項下水道整備課の項第３号中「下水道施設」を「下水道管 

きょおよび下水道設備」に改め、同項に次の１号を加える。 

　(８)  農業集落排水施設の機能強化に関すること。 

　第３条第１項下水道施設課の項第４号を削り、同項第５号中「管路」を

「管きょ」に改め、「および機能強化」を削り、同号を同項第４号とし、

 同項中第６号を第５号とする。

 

　　　附　則 

　この規程は、令和６年４月１日から施行する。 
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　秋田市上下水道局職員の育児休業等に関する規程の一部を改正する規程

をここに公布する。 

 

　　令和６年３月26日 

 

                秋田市上下水道事業管理者　工　藤　喜根男　　　　　 

 

秋田市上下水道局管理規程第３号 

 

　　　秋田市上下水道局職員の育児休業等に関する規程の一部を改正する

　　　規程 

　秋田市上下水道局職員の育児休業等に関する規程（平成４年秋田市水道

事業管理規程第８号）の一部を次のように改正する。 

　第６条第４項中「（会計年度任用職員を除く。）」を削り、同条に次の

１項を加える。 

５　前項の規定にかかわらず、育児休業をしている会計年度任用職員の勤

　勉手当の支給については、育児休業条例の適用を受ける会計年度任用職

　員の例による。 

 

　　　附　則 

　この規程は、令和６年４月１日から施行する。 
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秋田市訓令第２号 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　庁　　中　　一　　般　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　関　　係　　各　　所　　　 

 

　秋田市事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 

 

　　令和６年３月21日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

　　　秋田市事務決裁規程の一部を改正する訓令 

　秋田市事務決裁規程（昭和35年秋田市訓令第10号）の一部を次のように

改正する。 

　第２条中第31号を第32号とし、第14号から第30号までを１号ずつ繰り下

 げ、第13号の次に次の１号を加える。

　(14) 子ども家庭センター所長　組織規則第47条第１項に規定する子ど

 も家庭センター所長をいう。

　第３条第１項の表市民サービスセンター所長の項の次に次のように加え

 る。

子ども家庭セン 主管課長 参事、課長補佐 主席主査又は主査

ター所長 又は副参事

　第３条第７項中「中央卸売市場」を「公設地方卸売市場」に改め、同項

 を同条第８項とし、同条第６項の次に次の１項を加える。

７　第１項の規定にかかわらず、子ども未来部長が不在のときは、第10条

に規定する部長共通専決事項のうち主管に属する事項に限り子ども家庭

センター所長が代決することができる。 

　第10条の２市場長専決事項の項第１号中「せり人の登録および取消しな

らびに」を削る。 
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 　第10条の５の次に次の１条を加える。

 　（子ども家庭センター所長専決事項）

第10条の６　子ども家庭センター所長は、次に掲げる事項を専決すること

 ができる。

 　(1) 児童福祉法第10条第１項第４号に規定する計画の作成に関すること。

　第11条子ども総務課長専決事項の項を削り、同条子ども育成課長専決事

項の項中第４号を削り、第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加

 える。

　(3) 施設型給付費等および施設等利用費の支給等に関すること。 

　第11条子ども育成課長専決事項の項第６号を削り、同条施設指導室長専

決事項の項を次のように改める。 

 　子ども福祉課長専決事項

 　(1) 母子生活支援施設の管理に関すること。

　(2) 児童扶養手当法（昭和36年法律第238号）に基づく事務処理に関す

 ること。

 　(3) 母子父子寡婦福祉資金の貸付けに関すること。

　(4) 児童手当の受給資格および額の認定ならびに支出負担行為および支

 出命令に関すること。

　(5) 子どもの福祉医療の受給資格および医療費給付の審査決定に関する

 こと。

　(6) 児童館の管理に関すること。 

　第11条子ども未来センター所長専決事項の項中「子ども未来センター所

長専決事項」を「子育て相談支援課長専決事項」に改め、同条産業企画課

長専決事項の項第５号中「および使用許可」を削り、同条中央卸売市場市

場管理室長専決事項の項中「中央卸売市場市場管理室長専決事項」を「公

設地方卸売市場市場管理室長専決事項」に改め、同条住宅整備課長専決事

 項の項中「住宅整備課長専決事項」を「住宅政策課長専決事項」に改める。

　別表第２の１の表第18号イおよび別表第２の４の表第16号イ中「第115

条の47第６項」を「第115条の47第７項」に改める。 
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　　　附　則 

　この訓令は、令和６年４月１日から施行する。
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秋田市訓令第３号 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　庁　　中　　一　　般　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　関　　係　　各　　所　　　 

 

　秋田市公印規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 

 

　　令和６年３月21日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

　　　秋田市公印規程の一部を改正する訓令 

　秋田市公印規程（昭和32年秋田市訓令第９号）の一部を次のように改正

する。 

 　別表の表第５号中「子ども総務課長」を「子ども福祉課長」に改める。

 

 　　　附　則

 　この訓令は、令和６年４月１日から施行する。
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 秋田市消防本部訓令第１号

 

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　消　　防　　本　　部　　　

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　消 防 署　　　

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　消 防 職 員 一 般　　　

 

 　秋田市火災調査規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

 

 　　令和６年３月18日

 

 　　　　　　　　　　　　　　秋田市消防長　工　藤　琢　磨　　　　　

 

 　　　秋田市火災調査規程の一部を改正する訓令

　秋田市火災調査規程（平成20年秋田市消防本部訓令第２号）の一部を次

のように改正する。 

 　目次中「心得」を「責務」に改める。

　第３条中第15号を第16号とし、第14号を第15号とし、第13号の次に次の

 １号を加える。

　(14) 本部指名調査員　調査業務に必要な知識および技術を有する消防

 職員のうち消防長が指名するものをいう。

 　第９条に次の１項を加える。

２　消防長等は、本部調査員および本部指名調査員（以下「本部調査員

等」という。）を他の業務に優先して調査業務に従事させるよう努めな

 ければならない。

 　第11条第１項中「本部調査員」を「、本部調査員等」に改める。

　第12条の見出しおよび同条第１項中「本部調査員」を「本部調査員等」

に改め、同条第２項中「により」を「による」に、「本部調査員」を「本

 部調査員等」に改める。

 　第１章第３節の節名を次のように改める。

 　　　　第３節　調査員の責務
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 　第16条の見出し中「心得」を「責務」に改め、同条に次の２項を加える。

２　本部調査員は、調査体制の整備、調査書類作成の進捗管理等の統括を

行うほか、組織全体の調査能力向上のため、調査員の教育および研修に

 関する計画の立案を行うものとする。

３　本部指名調査員は、派遣による調査の調査書類を作成するほか、組織

 全体の調査能力向上のため、調査員の教育および研修を行うものとする。

 

 　　　附　則

 　この訓令は、令和６年４月１日から施行する。
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秋田市告示第59号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第260条の２第10項の規定により、

告示した事項に変更があったので、次のとおり告示する。

令和６年３月１日

秋田市長 穂 積 志

１ 変更があった認可地縁団体の名称

中島町内会

２ 認可年月日

令和３年10月19日

３ 変更があった事項およびその内容

代表者の氏名および住所

変更前 鈴 木 正 紀

秋田市豊岩豊巻字内縄尻267番地６

変更後 佐 藤 正

秋田市豊岩豊巻字中島87番地

４ 変更年月日

令和６年２月４日

５ 変更の理由

役員改選による
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秋田市告示第60号

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定に基づ

き、秋田市史の販売および販売に係る収入金の徴収事務を次の者へ委託し

たので、同条第２項の規定により告示する。

令和６年３月１日

秋田市長 穂 積 志

１ 受託者の住所および氏名

住 所 氏 名

秋田市千秋城下町６番１号 株式会社加賀谷書店

代表取締役 加賀谷 龍 二

秋田市卸町三丁目７番２号 秋田協同書籍株式会社

代表取締役 柳 原 知 明

能代市畠町７番31号 合資会社一長堂

代表社員 嶋 田 マ サ

東京都千代田区神田神保町二丁目２番 株式会社六一書房

地22 代表取締役 八 木 唯 史

２ 委託期間

令和６年４月１日から令和７年３月31日まで
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秋田市告示第61号

次の書類は、その送達を受けるべき者の住所又は居所等が明らかでない

ため送達できなかったので、地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の

２第１項の規定により公示送達する。

なお、当該書類は、企画財政部納税課に保管し、送達を受けるべき者が

請求したときは、いつでも交付する。

令和６年３月４日

秋田市長 穂 積 志

１ 送達を受けるべき者の氏名および住所

別紙（省略）のとおり

２ 送達する書類

令和４年度分市税督促状（５件）

令和５年度分市税督促状（575件）
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秋田市告示第62号

次の者の住所および居所が不明のため、住民基本台帳法施行令（昭和42

年政令第292号）第12条第１項の規定に基づき、その住民票を職権消除し

たので、同条第４項の規定により告示する。

令和６年３月４日

秋田市長 穂 積 志

住民基本台帳に記載のあった住所および氏名

住 所 氏 名

秋田市仁井田本町一丁目８番18号 石 井 竜 也

〔教示〕

１ この処分に不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌

日から起算して３か月以内に、行政不服審査法（平成26年法律第68号）

第２条の規定により、秋田市長に対して審査請求をすることができる。

２ この処分については、行政事件訴訟法（昭和37年法律第139号）第14

条の規定により、この処分があったことを知った日の翌日から起算して

６か月以内に、秋田市（代表者は秋田市長）を被告として、処分の取消

しの訴えを提起することができる。ただし、上記１の審査請求をした場

合には、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から

起算して６か月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができる。
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秋田市告示第63号 

 

　介護保険法（平成９年法律第123号）第75条第２項および第115条の５第

２項の規定に基づき、指定居宅サービス事業者および指定介護予防サービ

ス事業者から事業の廃止の届出があったので、同法第78条および第115条

の10の規定により告示する。 

 

　　令和６年３月５日 

 

秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

事業者の 事業所の 事業所の所在地 廃止の年月日 サービスの 

名　　称 名　　称 種 類

セントシ みんなのまち 秋田市新屋比内 令和６年２月29日 訪問看護、

ェアハウ 訪問看護ステ 町22番22号 介護予防訪

ス株式会 ーション 問看護

社
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秋田市告示第64号

国土調査法（昭和26年法律第180号）第６条第３項の規定に基づき、秋

田県知事から令和６年度における国土調査として指定を受けた地区の地籍

調査を実施するので、同法第７条の規定により告示する。

令和６年３月７日

秋田市長 穂 積 志

１ 国土調査として告示された年月日

令和６年３月５日 秋田県告示第75号

２ 調査を実施する者の名称

秋田市

３ 調査地区

(1) 地積測定・地籍簿および原図作成地区

秋田市河辺神内字沢見の一部

秋田市河辺神内字堂坂の一部

秋田市河辺神内字鳥井長根の一部

(2) 地籍測量・一筆地調査地区

秋田市河辺神内字沢見の一部

４ 調査期間

令和６年４月１日から令和７年３月31日まで
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秋田市告示第65号

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17

年法律第123号）第59条第１項の規定に基づき、指定自立支援医療機関

（育成医療・更生医療）を次のとおり指定したので、同法第69条の規定に

より告示する。

令和６年３月７日

秋田市長 穂 積 志

担当する医療の種類：薬局

指定 医療機関
所 在 地 開 設 者 名 指定年月日

番号 の 名 称

秋田市中通五丁目
有限会社京谷

令和６年
267 中通きょうや薬局

５番10号
代表取締役

４月１日
京 谷 裕 之
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秋田市告示第66号

都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項の規定において準用

する同法第19条第１項の規定により都市計画を変更したので、同法第21条

第２項の規定において準用する同法第20条第１項の規定により次のとおり

告示し、同条第２項の規定により当該都市計画の図書を公衆の縦覧に供す

る。

令和６年３月７日

秋田市長 穂 積 志

１ 都市計画の種類および名称

秋田都市計画道路 ３・４・19号 二ツ屋山崎線

秋田都市計画道路 ３・４・31号 明田外旭川線

秋田都市計画道路 ３・５・51号 牛島茨島線

秋田都市計画道路 ３・４・69号 手形東通線

２ 都市計画を変更した区域

秋田市広面字二ツ屋、字野添、字鬼頭、手形字西谷地、字蛇野、手形山

崎町、東通仲町、東通一丁目、東通六丁目、牛島西一丁目、牛島西三丁目、

茨島六丁目および茨島七丁目地内

３ 都市計画の縦覧場所

秋田市山王一丁目１番１号 秋田市都市整備部都市計画課
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秋田市告示第67号

身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第１項の規定による

身体障害者手帳の申請に関わる医師の指定辞退があったので、秋田市身体

障害者福祉法施行細則（平成７年秋田市規則第34号）第５条の規定により

告示する。

令和６年３月７日

秋田市長 穂 積 志

医師氏名 医 療 機 関 名 辞退する 辞 退 年 月 日

障害分野 および辞退理由

井 上 佳 奈 秋田赤十字病院 視覚障害 令和６年２月４日

聴覚障害 県外勤務のため

平衡機能障害

音声・言語機能障害

そしゃく機能障害

肢体不自由
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秋田市告示第68号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の３第１項に規定する

指定納付受託者を指定したので、秋田市財務規則（平成９年秋田市規則第

37号）第43条の２第２項の規定により告示する。

令和６年３月７日

秋田市長 穂 積 志

１ 指定納付受託者の名称および所在地

ＳＢペイメントサービス株式会社

東京都港区海岸一丁目７番１号

２ 指定納付受託者に納付させる歳入

３ 指定納付受託者を指定した年月日

令和６年３月５日

４ 指定納付受託者を指定する期間

令和６年４月１日から令和７年３月31日まで

08 大森山動物園会計 01 使用料及び手数料 01 使用料 01 動物園使用料 01 動物園入園料 01 動物園入園料

細節会計 款 項 目 節
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秋田市告示第69号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第260条の２第10項の規定により、

告示した事項に変更があったので、次のとおり告示する。

令和６年３月７日

秋田市長 穂 積 志

１ 変更があった認可地縁団体の名称

秋田市仁井田中丁町内会

２ 認可年月日

平成15年２月28日

３ 変更があった事項およびその内容

代表者の氏名および住所

変更前 佐 藤 公 誠

秋田市仁井田本町三丁目６番54号

変更後 佐々木 修

秋田市仁井田本町四丁目５番74号

４ 変更年月日

令和６年２月４日

５ 変更の理由

役員改選による
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秋田市告示第70号

次の国民健康保険税督促状は、本人の住所又は居所が明らかでないため

送達できなかったので、地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２第

１項の規定により公示送達する。

なお、当該国民健康保険税督促状は、市民生活部国保年金課収納推進室

に保管し、送達を受けるべき者が請求したときは、いつでも交付する。

令和６年３月８日

秋田市長 穂 積 志

１ 送達を受けるべき者の氏名および住所

別紙（省略）のとおり

２ 送達する書類

国民健康保険税督促状

３ 通知年度、賦課年度および期別

別紙（省略）のとおり
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秋田市告示第71号

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定に基づ

き、御所野近隣公園野球場等の使用料収納事務を次の者に委託したので、

同条第２項の規定により告示する。

令和６年３月８日

秋田市長 穂 積 志

１ 収納事務名

(1) 御所野近隣公園野球場

(2) 御所野近隣公園テニスコート

(3) 御所野総合公園テニスコート

２ 受託人の住所および氏名

秋田市河辺豊成字虚空蔵大台滝１番地１

公益財団法人 秋田市総合振興公社

理事長 根 田 隆 夫

３ 委託期間

令和６年４月１日から令和７年３月31日まで
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秋田市告示第72号

秋田市自転車等の放置防止に関する条例（平成元年秋田市条例第28号）

第10条第１項および第３項の規定に基づき、自転車等放置禁止区域内およ

び自転車等放置規制区域内に放置されていた自転車等を次のとおり撤去し、

保管したので、同条例第11条第１項の規定により告示する。

令和６年３月８日

秋田市長 穂 積 志

１ 撤去し、保管した自転車等

(1) 放置されていた場所および台数

ア 秋田駅西地区自転車等放置禁止区域および同地区自転車等放置規

制区域 ３台

イ 秋田駅東地区自転車等放置禁止区域および同地区自転車等放置規

制区域 ２台

(2) 撤去し、保管した年月日

令和６年２月10日から同月27日まで

(3) 返還を行う時間および場所

ア 時間 午前10時から午後７時まで

イ 場所 秋田市東通仲町４番３号（秋田駅東自転車等駐車場内）

秋田市自転車等保管所

(4) 返還を開始する年月日および返還を行う期間

令和６年３月８日から同年９月８日まで

２ 返還を受けるために必要な事項

自転車等の返還を受けようとするときは、放置自転車等返還申請書を

提出するとともに、自転車等の鍵等、当該自転車等の利用者又は所有者

であることを証明するものを提示すること。

３ 所有権の帰属
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この告示に係る自転車等で、告示後６か月を経過しても利用者等の引

取りがないものについての所有権は、自転車の安全利用の促進及び自転

車等の駐車対策の総合的推進に関する法律（昭和55年法律第87号）第６

条第４項の規定に基づき本市に帰属する。

４ 問合せ先

秋田市山王一丁目１番１号

秋田市都市整備部交通政策課 電話 888－5766

秋田市東通仲町４番３号

秋田市自転車等保管所 電話 834－6497
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秋田市告示第73号

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定に基づ

き、放置自転車等撤去保管手数料の徴収事務を次の者に委託したので、同

条第２項の規定により告示する。

令和６年３月８日

秋田市長 穂 積 志

１ 受託者の所在地および氏名

秋田市寺内蛭根三丁目24番31号

企業組合秋田中高年雇用福祉事業団

代表理事 橋 村 孝 志

２ 委託契約期間

令和６年４月１日から令和７年３月31日まで
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秋田市告示第74号

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定に基づ

き、秋田駅西地下自転車駐車場における自転車等駐車場使用料の徴収事務

を次の者に委託したので、同条第２項の規定により告示する。

令和６年３月８日

秋田市長 穂 積 志

１ 受託者の所在地および氏名

秋田市山王三丁目１番７号

株式会社友愛ビルサービス

代表取締役 小 畑 悟

２ 委託契約期間

令和６年４月１日から令和７年３月31日まで
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秋田市告示第75号

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定に基づ

き、秋田駅東自転車等駐車場における自転車等駐車場使用料の徴収事務を

次の者に委託したので、同条第２項の規定により告示する。

令和６年３月８日

秋田市長 穂 積 志

１ 受託者の所在地および氏名

秋田市寺内蛭根三丁目24番31号

企業組合秋田中高年雇用福祉事業団

代表理事 橋 村 孝 志

２ 委託契約期間

令和６年４月１日から令和７年３月31日まで
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秋田市告示第76号

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17

年法律第123号）第59条第１項の規定に基づき、指定自立支援医療機関

（育成医療・更生医療）を次のとおり指定したので、同法第69条の規定に

より告示する。

令和６年３月11日

秋田市長 穂 積 志

担当する医療の種類：薬局

指定 医療機関
所 在 地 開 設 者 名 指定年月日

番号 の 名 称

秋田市手形字中谷
有限会社藤花会

令和６年
268 藤井薬局

地325番地
代表取締役

４月１日
藤 井 衛
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秋田市告示第77号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の３第１項に規定する

指定納付受託者を指定したので、秋田市財務規則（平成９年秋田市規則第

37号）第43条の２第２項の規定により告示する。

令和６年３月12日

秋田市長 穂 積 志

１ 指定納付受託者の名称および所在地

ＳＢペイメントサービス株式会社

東京都港区海岸一丁目７番１号

２ 指定納付受託者に納付させる歳入

別紙（省略）のとおり

３ 指定納付受託者を指定した年月日

令和６年３月12日

４ 指定納付受託者を指定する期間

令和６年４月１日から令和７年３月31日まで
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秋田市告示第78号

次の納税通知書は、その送達を受けるべき者の住所又は居所が明らかで

ないため送達できなかったので、地方税法（昭和25年法律第226号）第20

条の２第１項の規定により公示送達する。

なお、当該納税通知書は、市民生活部国保年金課に保管し、送達を受け

るべき者が請求したときは、いつでも交付する。

令和６年３月12日

秋田市長 穂 積 志

１ 送達を受けるべき者の氏名および住所

別紙（省略）のとおり

２ 送達する書類

国民健康保険税納税通知書（課税年度令和５年 賦課年度令和５年）

国民健康保険税納税通知書（課税年度令和５年 賦課年度令和４年）
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秋田市告示第79号

次の書類は、その送達を受けるべき者の住所又は居所が明らかでないた

め送達できなかったので、地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２

第１項の規定により公示送達する。

なお、当該書類は、企画財政部納税課に保管し、送達を受けるべき者が

請求したときは、いつでも交付する。

令和６年３月12日

秋田市長 穂 積 志

１ 送達を受けるべき者の住所および氏名

住所 英国

氏名 佐 藤 愛 美

２ 送達する書類

差押調書（謄本） １通

配当計算書 １通
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 秋田市告示第80号

 

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定に基づ

き、秋田市子ども広場における子ども広場使用料の徴収事務を次の者に委

 託したので、同条第２項の規定により告示する。

 

 　　令和６年３月13日

 

 　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　

 

 　受託者の所在地および氏名

　秋田市上北手荒巻字堺切24番地２ 

　特定非営利活動法人　子育て応援Ｓｅｅｄ 

　理事長　山　﨑　　　純 
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 秋田市告示第81号

 

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第260条の２第10項の規定により、

 告示した事項に変更があったので、次のとおり告示する。

 

 　　令和６年３月13日

 

 　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　

 

 １　変更があった認可地縁団体の名称

 　　安養寺自治会

 ２　認可年月日

 　　平成16年８月31日

 ３　変更があった事項およびその内容

 　　代表者の氏名および住所

 　　変更前　山　内  久　兼

 　　　　　　秋田市雄和椿川字中村78番地

 　　変更後　佐　藤  幸　彦

 　　　　　　秋田市雄和椿川字安養寺67番地２

 ４　変更年月日

 　　令和６年２月25日

 ５　変更の理由

   　役員改選による
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 秋田市告示第82号

 

令和６年３月６日の「令和６年２月秋田市議会定例会」において議決を

 経た予算およびその要領は、別紙のとおりである。

 

 　　令和６年３月13日

 

 　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　
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秋田市告示第83号 

 

　次の交付要求通知書は、本人の住所又は居所が明らかでないため送達で

きなかったので、地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２第１項の

 規定により公示送達する。

　なお、当該交付要求通知書は、市民生活部国保年金課収納推進室に保管

 し、送達を受けるべき者が請求したときは、いつでも交付する。

 

　　令和６年３月14日 

 

 秋田市長　穂　積　　　志　　　　　

 

 １　送達を受けるべき者の氏名および住所

 　　畑　山　辰　治

 　　秋田市八橋イサノ二丁目４番27号　ドリマビューⅠ105

 ２　送達する書類

　　交付要求通知書 
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 秋田市告示第84号

 

　秋田市自転車等の放置防止に関する条例（平成元年条例第28号）第８条

第４項の規定に基づき、自転車等放置規制区域を変更したので、同条例第

 ８条第５項の規定により告示する。

 

 　　令和６年３月14日

 

 　　　　　　　　　　　　　　　  秋田市長　穂　積　　　志　　　　　

 

 １　変更後の自転車等放置禁止区域および自転車等放置規制区域の区域

 　　別紙図面（省略）のとおり

２　変更後の自転車等放置禁止区域および自転車等放置規制区域の効力の

 　発生年月日

　　令和６年４月１日
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 秋田市告示第85号

 

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定に基づ

き、公設地方卸売市場の使用料等の徴収事務を次の者に委託したので、同

 条第２項の規定により告示する。

 

 　　令和６年３月15日

 

 秋田市長　穂　積　　　志　　　　　

 

 １　受託人の住所および氏名

 　　秋田市外旭川字待合28番地

 　　あきた市場マネジメント株式会社

 　　代表取締役　鈴　木　信　夫

 ２　委託期間

 　　令和６年４月１日から令和７年３月31日まで
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秋田市告示第86号 

 

　次の書類は、その送達を受けるべき者の住所又は居所が明らかでないた

め送達できなかったので、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法

律第80号）第112条の規定により準用する地方税法（昭和25年法律第226

号）第20条の２第１項の規定により公示送達する。 

　なお、当該書類は、市民生活部後期高齢医療課に保管し、送達を受ける

べき者が請求したときは、いつでも交付する。 

 

　　令和６年３月15日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

１　送達を受けるべき者の氏名および住所 

　　別紙（省略）のとおり 

２　送達する書類 

　　令和５年度後期高齢者医療保険料納入通知書兼特別徴収中止通知書 

　　後期高齢者医療保険料額変更決定通知書兼納入通知書（令和５年度

　分） 
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 秋田市告示第87号

 

　公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律施行令（平成13年

政令第34号）第５条第３項および第７条第５項の規定に基づき、令和６年

度の公共工事の発注見通し、入札および契約の過程ならびに契約内容につ

 いて、閲覧に供する方法を次のとおり定めたので告示する。

 

 　　令和６年３月15日

 

 秋田市長　穂　積　　　志　　　　　

 

 １　閲覧方法

 　　インターネット（秋田市電子入札システム）

 ２　閲覧期間

 　(1) 発注見通し

 　　　令和６年４月１日から令和７年３月31日まで

　(2) 入札および契約の過程ならびに契約内容 

　　　入札案件の公表日から令和８年３月31日まで 

　　　なお、契約を締結した公共工事については、当該工事の完成日又は

 契約解除日の属する年度の翌年度まで
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秋田市告示第88号 

 

　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17

年法律第123号）第59条第１項の規定に基づく指定自立支援医療機関（育 

成医療・更生医療）の指定を廃止するので、同法第69条第１項第２号の規

定により告示する。 

 

　　令和６年３月15日 

 

秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

  担当する医療の種類：薬局 

指定 医療機関 
所　在　地

 
開 設 者 名 廃止年月日

 

番号 の 名 称

 
 調剤薬局

 
秋田市広面字鍋沼

 有限会社小池調剤薬局 
令和６年

 

169 
エンゼル　 35番地　　　　　

代表取締役　　　　　 
３月31日

小　池　曜　子　　　
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秋田市告示第89号 

 

　次の書類は、その送達を受けるべき者の住所又は居所が明らかでないた

め送達できなかったので、地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２ 

第１項の規定により公示送達する。 

　なお、当該書類は、企画財政部納税課に保管し、送達を受けるべき者が

請求したときは、いつでも交付する。 

 

　　令和６年３月18日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

１　送達を受けるべき者の住所および氏名 

　　住所　秋田市八橋イサノ二丁目４番27号　ドリマビューⅠ105　 

　　氏名　畑　山　辰　治 

２　送達する書類 

　　交付要求通知書　１通 
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秋田市告示第90号 

 

 介護保険法（平成９年法律第123号）第75条第２項の規定に基づき、指定

居宅サービス事業者から事業の廃止の届出があったので、同法第78条の規

定により告示する。 

 

  令和６年３月18日 

 

秋田市長 穂 積   志      

 

事業者の 

名  称 

事業所の 

名  称 
事業所の所在地 廃止の年月日 

サービスの 

種   類 

株 式 会 社

エ ニ シ ア

秋田 

訪 問 介 護 え

にしあ 

秋田市広面字蓮

沼21番地１ 
令和６年３月15日 訪問介護 
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 秋田市告示第91号

 

 　災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第49条の４第１項の規定に基

づき、指定緊急避難場所を次のとおり指定したので、同条第３項の規定に

 より告示する。

 

 　　令和６年３月19日

 

 　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　

 

 　指定緊急避難場所

 　名称　　　河辺戸島野球場

 　所在地　　秋田市河辺戸島字上野50番１

 　対象　　　洪水、崖崩れ、土石流及び地滑り、地震

 　収容人数　4,847人
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 秋田市告示第92号

 

　秋田市南部市民サービスセンターの指定管理者を次のとおり指定したの

で、秋田市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成

 17年秋田市条例第45号）第10条の規定により告示する。

 

 　　令和６年３月19日

 

 　　　　　　　　　　　　　　　  秋田市長　穂　積　　　志　　　　　

 

 １　施　設　名　秋田市南部市民サービスセンター

 ２　指定管理者　秋田市御野場一丁目５番１号

 　　　　　　　　南部地域づくり協議会

 　　　　　　　　会長　佐　藤　義　明

 ３　指定の期間　令和６年４月１日から令和11年３月31日まで
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 秋田市告示第93号

 

　秋田市西部市民サービスセンターの指定管理者を次のとおり指定したの

で、秋田市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成

 17年秋田市条例第45号）第10条の規定により告示する。

 

 　　令和６年３月19日

 

 　　　　　　　　　　　　　　　  秋田市長　穂　積　　　志　　　　　

 

 １　施　設　名　秋田市西部市民サービスセンター

 ２　指定管理者　秋田市新屋扇町13番34号

 　　　　　　　　西部地域住民自治協議会

 　　　　　　　　会長  赤　沼　　　侃

３　指定の期間　令和６年４月１日から令和11年３月31日まで
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 秋田市告示第94号

 

　秋田市飯島地区コミュニティセンターの指定管理者を次のとおり指定し

たので、秋田市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例

 （平成17年秋田市条例第45号）第10条の規定により告示する。

 

 　　令和６年３月19日

 

 　　　　　　　　　　　　　　　  秋田市長　穂　積　　　志　　　　　

 

 １　施　設　名　秋田市飯島地区コミュニティセンター

 ２　指定管理者　秋田市飯島松根東町５番22号

 　　　　　　　　飯島地区コミュニティセンター管理運営委員会

 　　　　　　　　会長　鎌　田　照　平

３　指定の期間　令和６年４月１日から令和11年３月31日まで
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秋田市告示第95号 

 

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の３第１項に規定する 

指定納付受託者の指定について、秋田市財務規則（平成９年秋田市規則第

37号）第43条の２第１項の規定に基づき、次の者を指定納付受託者に指定

したので、同条第２項の規定により告示する。 

 

　　令和６年３月21日 

 

秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

１　指定納付受託者の名称および所在地 

　　株式会社エフレジ 

　　大阪府大阪市北区大深町４番20号 

２　指定納付受託者に納付させる歳入 

　　粗大ごみ運搬処理手数料 

　　ただし、粗大ごみ収集オンライン申込みシステムと連携した、クレジ

　ットカード納付専用インターネットウェブサイトを利用して納付された

　ものに限る。 

３　指定納付受託者を指定した年月日 

　　令和６年３月21日 

４　指定納付受託者を指定する期間 

　　令和６年４月１日から令和７年３月31日まで
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 秋田市告示第96号

 

　秋田市旭川地区コミュニティセンターの指定管理者を次のとおり指定し

たので、秋田市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例

 （平成17年秋田市条例第45号）第10条の規定により告示する。

 

 　　令和６年３月21日

 

 　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　

 

 １　施　設　名　秋田市旭川地区コミュニティセンター

 ２　指定管理者　秋田市手形字才ノ浜51番地の２

 　　　　　　　　旭川地区コミュニティセンター管理運営委員会

 　　　　　　　　会長　加賀谷　俊　尚

 ３　指定の期間　令和６年４月１日から令和11年３月31日まで
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 秋田市告示第97号

 

 　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定に基づ

き、証明書等自動交付事務の証明書交付手数料の収納事務を次の者に委託

 したので、同条第２項の規定により告示する。

 

 　　令和６年３月21日

 

 秋田市長　穂　積　　　志　　　　　

 

 １　受託人の住所および氏名　

 　　東京都千代田区一番町25番地

 　　地方公共団体情報システム機構

 　　理事長　椎　橋　章　夫

 ２　委託期間

 　　令和６年４月１日から令和７年３月31日まで
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 秋田市告示第98号

 

 　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定に基づ

き、南部市民サービスセンターの施設使用料の徴収事務を次の者に委託し

 たので、同条第２項の規定により告示する。

 

 　　令和６年３月21日

 

 　　　　　　　　　　　　　　　  秋田市長　穂　積　　　志　　　　　

 

 １　受託人の住所および氏名

 　　秋田市御野場一丁目５番１号

 　　南部地域づくり協議会

 　　会長　佐　藤　義　明

 ２　委託期間

 　　令和６年４月１日から令和11年３月31日まで
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 秋田市告示第99号

 

令和６年３月19日の「令和６年２月秋田市議会定例会」において議決を

 経た予算およびその要領は、別紙のとおりである。

 

 　　令和６年３月22日

 

 　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　
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 秋田市告示第100号

 

 　地方自治法（昭和22年法律第67号）第260条の２第１項の規定により、

地縁による団体の認可をしたので、同条第10項の規定により、次のとおり

 告示する。

 

 　　令和６年３月26日

 

 　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　

 

 １　名称

　　八田町内会 

 ２　規約に定める目的

本会は、会員相互の親睦と生活環境の改善、秩序の維持、福祉の増進

 等を図るとともに、良好な地域社会形成に資する事を目的とする。

 ３　区域

本会の区域は、秋田市太平八田字荒巻、同市太平八田字八田、同市太

平八田字藤ノ崎、同市太平八田字才ノ崎および同市太平八田字関口の全

 域とする。

 ４　主たる事務所

 　　本会は、事務所を町内会長宅におく。

 ５　代表者の氏名および住所

 鎌　田　満　作

 秋田市太平八田字藤ノ崎172番地５

６　裁判所による代表者の職務執行の停止の有無ならびに職務代行者の選

　任の有無 

　　なし 

７　代理人の有無 

　　なし 

 ８　規約に定める解散の事由
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　　本会が総会の議決に基づいて解散する場合は、総会員の４分の３以上

 　の同意を得なければならない。

 ９　認可年月日

 　　令和６年３月26日
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 秋田市告示第101号

 

　子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第27条第１項の規定に基

づき、特定教育・保育施設を次のとおり確認したので、同法第41条の規定

 により告示する。

 

 　　令和６年３月26日

 

 　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　

 

１　教育・保育施設の種類、当該施設の名称および所在地ならびに当該特

 定教育・保育施設の設置者の名称

 　(1) 教育・保育施設の種類

 　　　認定こども園

 　(2) 施設の名称

 　　　幼保連携型認定こども園ナーサリー土崎

 　(3) 施設の所在地

 　　　秋田市土崎港中央六丁目10番６号

 　(4) 設置者の名称

 　　　社会福祉法人翼友会

 ２　１に掲げる施設を確認した年月日

    令和６年４月１日
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 秋田市告示第102号

 

　子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第36条の規定に基づき、

特定教育・保育施設が次のとおり確認の辞退をしたので、同法第41条の規

 定により告示する。

 

 　　令和６年３月26日

 

 　　　　　　　　　　　　　　  　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　

 

１　教育・保育施設の種類、名称および所在地ならびに当該特定教育・保

 育施設の設置者の名称

施設の種類 施設の名称 施設の所在地 設置者の名称

保育所 ナーサリー土崎 秋田市土崎港中央六 社会福祉法人翼友
目10番６号 会

保育所 聖園学園短期大学附 秋田市保戸野すわ町 学校法人聖園学園
属みそのベビー保育 １番58号
園

 ２　１に掲げる施設が確認の辞退をした年月日

    令和６年３月31日
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 秋田市告示第103号

 

　子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第58条の２の規定に基づ

き、特定子ども・子育て支援施設等を次のとおり確認したので、同法第58

 条の11の規定により告示する。

 

 　　令和６年３月26日

 

 　　　　　　　　　　　　　　　  秋田市長　穂　積　　　志　　　　　

 

１　特定子ども・子育て支援提供者の名称、特定子ども・子育て支援を提

供する施設又は事業所（以下「施設等」という。）の名称および所在地、

子ども・子育て支援施設等の種類ならびに特定子ども・子育て支援施設

等である預かり保育事業にあっては子ども・子育て支援法施行規則（平

成26年内閣府令第44号）第28条の18第３項を満たしているか否か（以下

 「基準」という。）の別

 　(1) 特定子ども・子育て支援提供者の名称

 　　　社会福祉法人翼友会

 　(2) 施設等の名称

 　　　幼保連携型認定こども園ナーサリー土崎

 　(3) 施設等の所在地

 　　　秋田市土崎港中央六丁目10番６号

 　(4) 子ども・子育て支援施設等の種類

 　　　預かり保育事業、一時預かり事業

 　(5) 基準の別

 　　　満たしている

 ２　１に掲げる特定子ども・子育て支援施設等を確認した年月日

     令和６年４月１日
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 秋田市告示第104号

 

　子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第58条の６の規定に基づ

き、特定子ども・子育て支援施設等が次のとおり確認の辞退をしたので、

 同法第58条の11の規定により告示する。

 

 　　令和６年３月26日

 

 　　　　　　　　　　　　　　　  秋田市長　穂　積　　　志　　　　　

                                                    

１　特定子ども・子育て支援提供者の名称、特定子ども・子育て支援を提

供する施設又は事業所（以下「施設等」という。）の名称および所在地

 ならびに子ども・子育て支援施設等の種類

 　(1) 特定子ども・子育て支援提供者の名称

 　　　社会福祉法人翼友会

 　(2) 施設等の名称

 　　　ナーサリー土崎

 　(3) 施設等の所在地

 　　　秋田市土崎港中央六丁目10番６号

 　(4) 子ども・子育て支援施設等の種類

 　　　一時預かり事業

 ２　１に掲げる特定子ども・子育て支援施設等が確認の辞退をした年月日

     令和６年３月31日
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秋田市告示第105号 

 

　次の後期高齢者医療保険料督促状は、その送達を受けるべき者の住所又

は居所が明らかでないため送達できなかったので、高齢者の医療の確保に

関する法律（昭和57年法律第80号）第112条の規定により準用する地方税

法（昭和25年法律第226号）第20条の２第１項の規定により公示送達する。 

　なお、当該督促状は、市民生活部後期高齢医療課に保管し、送達を受け

るべき者が請求したときは、いつでも交付する。 

 

　　令和６年３月26日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

１　送達を受けるべき者の氏名および住所 

　　別紙（省略）のとおり 

２　送達する書類 

　　令和５年度第７期後期高齢者医療保険料督促状 
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 秋田市告示第106号

 

秋田市廃棄物の処理および再利用に関する条例（平成４年秋田市条例第

37号）第21条第１項の規定に基づき、令和６年度秋田市一般廃棄物処理実

 施計画を定めたので告示する。

 

 令和６年３月27日

 

 秋田市長　穂　積　　　志　　　　　
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 秋田市告示第107号

 

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定に基づ

き、西部市民サービスセンターの施設使用料の徴収事務を次の者に委託し

 たので、同条第２項の規定により告示する。

 

 　　令和６年３月28日

 

 　　　　　　　　　　　　　　　  秋田市長　穂　積　　　志　　　　　

 

 １　受託人の住所および氏名

 　　秋田市新屋扇町13番34号

 　　西部地域住民自治協議会

 　　会長  赤　沼　　　侃

 ２　委託期間　

　　令和６年４月１日から令和11年３月31日まで
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秋田市告示第108号 

 

　次の国民健康保険税領収証書は、本人の住所又は居所が明らかでないた

め送達できなかったので、地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２

 第１項の規定により公示送達する。

　なお、当該領収証書は、市民生活部国保年金課収納推進室に保管し、送

 達を受けるべき者が請求したときは、いつでも交付する。

 

 　　令和６年３月28日

 

 秋田市長　穂　積　　　志　　　　　

 

 １　送達を受けるべき者の氏名および住所

 　　ＷＡＮ　ＡＤＡＭ　ＢＩＮ　ＷＡＮ　ＭＯＨＤ　ＳＵＨＡＩＭＩ

 　　マレ－シア

 ２　送達する書類

　　領収証書 
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秋田市告示第109号 

 

　次の書類は、その送達を受けるべき者の住所又は居所が明らかでないた

め送達できなかったので、地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２ 

第１項の規定により公示送達する。 

　なお、当該書類は、企画財政部納税課に保管し、送達を受けるべき者が

請求したときは、いつでも交付する。 

 

　　令和６年３月28日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

１　送達を受けるべき者の住所および氏名 

　　住所　秋田市茨島四丁目５番65号　 

　　氏名　齋　藤　　　宏 

２　送達する書類 

　　差押調書（謄本）　１通 

　　配当計算書　　　　１通 
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 秋田市告示第110号

 

 　地方自治法（昭和22年法律第67号）第260条の２第10項の規定により、

 告示した事項に変更があったので、次のとおり告示する。

 

 　　令和６年３月29日

 

 　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　

 

 １　変更があった認可地縁団体の名称

 　　小山町内会

 ２　認可年月日

 　　平成20年３月21日

 ３　変更があった事項およびその内容

 　　代表者の氏名および住所

     変更前　佐　賀　　　定

 　　　　　　秋田市豊岩小山字前田表156番地

 　　変更後　近　藤　信　次

 　　　　　　秋田市豊岩小山字狐森80番地

 ４　変更年月日

 　　令和６年２月４日

 ５　変更の理由

   　役員改選による
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秋田市告示第111号 

 

　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17

年法律第123号）第59条第１項の規定に基づき、指定自立支援医療機関

（育成医療・更生医療）を次のとおり指定したので、同法第69条の規定に

より告示する。 

 

　　令和６年３月29日 

 

秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

   担当する医療の種類：訪問看護

 

指定 
医療機関の名称

 
所　在　地

 
開 設 者 名 指定年月日

 

番号

  
秋田市桜二丁目26番 株式会社stella

  

19
 訪問看護ステーション

19号　桜テナントＢ 代表取締役
 令和６年 

ぴーす 
号室

 
安　藤　恭　介

 ４月１日
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秋田市告示第112号 

 

　身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第１項の規定による

身体障害者手帳の申請に関わる医師を次のとおり指定したので、秋田市身

体障害者福祉法施行細則（平成７年秋田市規則第34号）第５条の規定によ

り告示する。 

 

　　令和６年３月29日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

医師氏名 医療機関名 診療科名 担当する障害分野

蘇　武　竜　太 秋田大学医学部 泌尿器科 じん臓機能障害 

附属病院 ぼうこう又は直腸機能障

害
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 秋田市告示第113号

 

　地方税法（昭和25年法律第226号）第416条第１項の規定に基づき、令和６

年度固定資産税に係る土地又は家屋について、土地課税台帳、家屋課税台帳

等に登録された価格を他の価格と比較することのできる土地価格等縦覧帳簿

および家屋価格等縦覧帳簿を、次により関係者の縦覧に供するので、同条第

３項の規定により告示する。 

 

　　令和６年３月29日 

 

秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

１　縦覧期間　 

　　令和６年４月１日から同年５月31日まで（ただし、土曜日、日曜日お

　よび国民の祝日を除く。） 

２　縦覧時間　 

　　午前８時30分から午後５時15分まで 

３　縦覧の場所および内容 

場　　所 内　　容

資産税課 　土地価格等縦覧帳簿および 

        　家屋価格等縦覧帳簿
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 秋田市告示第114号

 

　子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第58条の６の規定に基づ

き、特定子ども・子育て支援施設等が次のとおり確認の辞退をしたので、

 同法第58条の11の規定により告示する。

 

 　　令和６年３月29日

 

 　　　　　　　　　　　　　　　  秋田市長　穂　積　　　志　　　　　

                                                    

１　特定子ども・子育て支援提供者の名称、特定子ども・子育て支援を提

供する施設又は事業所（以下「施設等」という。）の名称および所在地

 ならびに子ども・子育て支援施設等の種類

 　(1) 特定子ども・子育て支援提供者の名称

 　　　合同会社サニープレイスカンパニー

 　(2) 施設等の名称

 　　　ホームナーサリーぷちぱ

 　(3) 施設等の所在地

 　　　秋田市牛島西三丁目15番18－２号

 　(4) 子ども・子育て支援施設等の種類

 　　　認可外保育施設、一時預かり事業

 ２　１に掲げる特定子ども・子育て支援施設等が確認の辞退をした年月日

     令和６年３月31日
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秋田市告示第115号 

 

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項および第２項の規定に基

づき、次のとおり道路の区域を変更し供用を開始する。 

　その関係図面は、秋田市建設部建設総務課において一般の縦覧に供する。 

 

　　令和６年３月29日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

１　道路の区域変更および供用開始の区間 

　　別紙（省略）のとおり 

２　区域変更および供用開始の期日 

　　令和６年３月29日 

３　縦覧期間 

　　令和６年３月29日から同年４月17日まで。ただし、土曜日および日曜

　日を除く、午前８時30分から午後５時15分まで
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秋田市告示第116号 

 

　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17

年法律第123号）第59条第１項の規定に基づき、指定自立支援医療機関

（育成医療・更生医療）を次のとおり指定したので、同法第69条の規定に

より告示する。 

 

　　令和６年３月29日 

 

秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

   担当する医療の種類：薬局

 

指定 医療機関 
所　在　地

 
開 設 者 名 指定年月日

 

番号 の 名 称

   
シップヘルスケアファー

  

 
キャッスル

 秋田市中通一丁目 
マシー東日本株式会社

 
令和６年

 

269 
調剤薬局

 ３番５号 
代表取締役

 
４月１日

キャッスルホテル２Ｆ
市　谷　文　吾
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秋田市告示第117号 

 

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の27第２項に規定する包括

外部監査契約を締結したので、同法第252条の36第６項の規定により、次

 のとおり告示する。

 

　　令和６年３月29日 

 

 秋田市長　穂　積　　　志　　　　　

 

 １　契約の始期

　　令和６年４月１日 

 ２　費用額の算定方法

 　　別表（省略）のとおり

 ３　契約の相手方

　　氏名　津　村　　　隆 

　　住所　秋田県秋田市南通亀の町６番５号　グリーンキャピタル南大通

　　　　202号 

 ４　費用の支払方法

監査の結果に関する報告の提出後に支払う。ただし、執務費用は、概

算払をすることができるものとする。 
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秋田市教委告示第５号

令和６年３月14日午後３時30分秋田市役所５階５－Ａ会議室に教育委員

会定例会を招集する。

令和６年３月13日

秋田市教育委員会

教育長 佐 藤 孝 哉

付議案件

１ 秋田市立学校給食共同調理場等管理運営規則の一部を改正する件

２ 秋田市立学校の教育職員の業務量の適切な管理等に関する規則を設定

する件

３ 秋田市指定文化財の指定に関する件
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 秋田市教委告示第６号

 

　令和６年３月21日午後４時30分秋田市役所５階５－Ａ会議室に教育委員

 会臨時会を招集する。

 

 　　令和６年３月18日

 

 　　　　　　　　　　　　　　　秋田市教育委員会

 　　　　　　　　　　　　　　　　　教育長　佐　藤　孝　哉

 

 　付議案件

　秋田市教育委員会人事異動に関する件
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 秋田市教委告示第７号

 

　秋田市文化財保護条例（昭和36年秋田市条例第23号）第４条第１項の規

定に基づき、下記の物件について秋田市指定文化財に指定したので、同条

 例第６条の規定により告示する。

 

 　　令和６年３月25日

 

                         　　　秋田市教育委員会

 教育長　佐　藤　孝　哉　　　　　

 

 記

 　秋田市指定文化財に指定する物件

   所有者等又は保持者等

種    別 名    称 員  数 

住      所 氏名又は団体名

      

有形文化財 勝平得之 20組 秋田市山王一丁目１番１号 秋田市 

（歴史資料） 版画版木  秋田市長　穂積　志 
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秋市選管告示第１号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第74条第１項、第75条第１項、市町

村の合併の特例に関する法律（平成16年法律第59号。以下「合併特例法」

という。）第４条第１項および第５条第１項に規定する選挙権を有する者

の総数の50分の１の数、合併特例法第４条第11項および第５条第15項に規

定する選挙権を有する者の総数の６分の１の数、地方自治法第76条第１

項、第80条第１項、第81条第１項、第86条第１項および地方教育行政の組

織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第８条第１項に規定す

る選挙権を有する者の総数の３分の１の数は次のとおりであるので、地方

自治法第74条第５項、第75条第６項、第76条第４項、第80条第４項、第81

条第２項、第86条第４項、合併特例法第５条第30項および地方教育行政の

組織及び運営に関する法律第８条第２項の規定により告示する。

令和６年３月４日

秋田市選挙管理委員会

委員長 古 谷 薫

１ 50分の１の数 5,145人

２ ６分の１の数 42,870人

３ ３分の１の数 85,740人
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秋市選管告示第２号

公職選挙法（昭和25年法律第100号）第22条第１項の規定に基づき、令

和６年６月１日を基準日とする選挙人名簿の登録日を次のとおり定めたの

で、公職選挙法施行令（昭和25年政令第89号）第14条第１項の規定により

告示する。

令和６年３月４日

秋田市選挙管理委員会

委員長 古 谷 薫

登録年月日 令和６年６月３日
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秋田市農委告示第３号

令和６年３月15日午後２時秋田市役所６－Ａ会議室に秋田市農業委員会

総会を招集する。

令和６年３月６日

秋田市農業委員会会長 佐々木 吉 秋

案件

１ 農地法第３条の規定による許可申請に関する件

２ 農地法第５条の規定による許可申請に関する件

３ 農用地利用集積計画（令和５年度第12号計画）に関する件

４ 非農地証明申請に関する件

５ 農地等の利用の最適化の推進に関する指針の改正に関する件
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秋田市上下水道局告示第７号

水道法（昭和32年法律第177号）第25条の３第１項の規定に基づき秋田

市指定給水装置工事事業者の指定を行ったので、秋田市水道事業給水条例

施行規程（昭和35年秋田市水道ガス局管理規程第２号）第８条の３第１号

の規定により告示する。

令和６年３月11日

秋田市上下水道事業管理者 工 藤 喜根男

事業者名 代表者 所在地 指定年月日

アップスタート 佐 藤 孝 介 秋田市仁井田目長 令和６年３月４日

株式会社 田三丁目５番５号
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秋田市上下水道局告示第８号

秋田市下水道条例（昭和39年秋田市条例第16号）第５条の３の規定に基

づき秋田市指定排水設備工事業者の指定を行ったので、秋田市指定排水設

備工事業者に関する規程（平成19年秋田市上下水道局管理規程第７号）第

９条第１号の規定により告示する。

令和６年３月11日

秋田市上下水道事業管理者 工 藤 喜根男

業者名 代表者 所在地 指定年月日

アップスタート 佐 藤 孝 介 秋田市仁井田目長 令和６年３月７日

株式会社 田三丁目５番５号
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秋田市上下水道局告示第９号 

 

　地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第33条の２の規定に基づき、 

秋田市上下水道事業に係る公金の徴収の事務を次のとおり委託したので、 

地方公営企業法施行令（昭和27年政令第403号）第26条の４第１項の規定 

により告示する。 

 

　　令和６年３月26日 

 

　　　　　　　　秋田市上下水道事業管理者　工　藤　喜根男　　　　　 

 

１　徴収事務を委託した者の住所および氏名 

　　秋田市山王臨海町３番18号 

　　秋田市上下水道サービス株式会社 

　　代表取締役　太　田　博　之 

２　委託した公金の徴収事務の範囲 

　(1) 受付業務（窓口、電話等） 

　(2) 収納業務 

　(3) 滞納整理業務 

　(4) 電子計算処理業務 

　(5) 検針業務 

　(6) 開栓・閉栓業務および精算業務 

　(7) 調定および更正に係る業務 

　(8) 前各号に掲げるもののほか、附帯する業務で秋田市上下水道局が必

　　要に応じ指示する業務 

３　委託期間　　　　 

　　令和７年１月１日から令和11年12月31日まで 

４　委託区域 

　　秋田市内全域および滞納整理業務上必要な区域 
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 秋田市上下水道局告示第10号

 

　地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第33条の２の規定に基づき、

秋田市上下水道事業に係る公金の収納の事務を次のとおり委託したので、

地方公営企業法施行令（昭和27年政令第403号）第26条の４第１項の規定

 により告示する。

 

 　　令和６年３月26日

 

 　　　　　　　　秋田市上下水道事業管理者　工　藤　喜根男

 

 １　収納事務を委託した者の住所および氏名

 　　岐阜県岐阜市日置江一丁目58番地

 　　株式会社電算システム

 　　代表取締役　高　橋　譲　太

 ２　委託した公金の収納事務の範囲

　　水道料金、小規模水道水道料金、下水道使用料、農業集落排水施設使

用料、個別排水処理施設使用料および特定地域生活排水処理施設使用料

 のコンビニエンスストアおよび電子決済による収納事務

３　受託者が提携するコンビニエンスストア本部および電子決済システム

 提供事業者

　　株式会社セブン－イレブン・ジャパン、株式会社ローソン、株式会社

ファミリーマート、山崎製パン株式会社、ミニストップ株式会社、株式

会社ポプラ、株式会社セイコーマート、株式会社しんきん情報サービス、

ビリングシステム株式会社、ＬＩＮＥ　Ｐａｙ株式会社、ＰａｙＰａｙ

株式会社、楽天銀行株式会社、株式会社ゆうちょ銀行（銀行Ｐａｙ代表

幹事行）、ＫＤＤＩ株式会社、株式会社みずほ銀行、株式会社ＮＴＴド

 コモおよび楽天ペイメント株式会社

 ４　委託期間

　　令和６年４月１日から令和７年３月31日まで　　　　　
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秋田市公告

建築基準法（昭和25年法律第201号）第42条第１項第５号の規定による

道路の指定を廃止したので、秋田市建築基準法施行細則（昭和48年秋田市

規則第12号）第31条の規定により次のとおり公告する。

令和６年３月５日

秋田市長 穂 積 志
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 指定廃止路線一覧

番号 指定月日 指定番号 幅 員 延 長 指定道路の位置 指 定 廃 止 の 　

（ｍ） （ｍ） 年月日・番号

１ 平成元年 H01-008 4.00 18.18 秋田市手形字西谷地116番5 令和６年 

8月1日 ３月５日 

第１号
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秋田市公告

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規定によ

り、大規模小売店舗の変更に関する届出があったので、同条第３項におい

て準用する同法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり公告し、関係書

類を縦覧に供する。

なお、当該大規模小売店舗の周辺地域の生活環境の保持のため配慮すべ

き事項について意見を有する場合は、同法第８条第２項の規定により、縦

覧期間満了の日までに市に対し意見書を提出し、これを述べることができ

る。

令和６年３月５日

秋田市長 穂 積 志

１ 届出事項の概要

(1) 大規模小売店舗を設置する者の名称および所在地

名 称 株式会社デンコードー

代表取締役 高 橋 淳

所在地 宮城県名取市上余田字千刈田308番地

(2) 大規模小売店舗の名称および所在地

名 称 ケーズデンキ秋田中央本店

所在地 秋田県秋田市八橋南一丁目52番15 外13筆

(3) 変更した事項

ア 設置者の氏名又は名称および住所ならびに法人にあっては代表者

の氏名

変更前 株式会社デンコードー

代表取締役 岡 田 義 則

宮城県名取市上余田字千刈田308番地

変更後 株式会社デンコードー
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代表取締役 高 橋 淳

宮城県名取市上余田字千刈田308番地

イ 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名または名称および

住所ならびに法人にあっては代表者の氏名

変更前 株式会社デンコードー

代表取締役 岡 田 義 則

宮城県名取市上余田字千刈田308番地

株式会社エコプラス

代表取締役 井 上 公 延

宮城県名取市上余田字千刈田308番地

変更後 株式会社デンコードー

代表取締役 高 橋 淳

宮城県名取市上余田字千刈田308番地

株式会社エコプラス

代表取締役 井 上 公 延

宮城県名取市上余田字千刈田308番地

(4) 変更年月日

ア 令和５年６月15日

イ 令和５年６月15日

(5) 変更理由

ア 設置者の代表者氏名に変更が生じたため

イ 小売業者の代表者氏名に変更が生じたため

２ 届出年月日

令和６年２月26日

３ 関係書類の縦覧場所および期間

(1) 縦覧場所

秋田市産業振興部商工貿易振興課

(2) 縦覧期間

令和６年３月５日から同年７月５日まで。ただし、土曜日、日曜日

および国民の祝日を除く、午前８時30分から午後５時15分まで
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４ 意見書の提出先

秋田市産業振興部商工貿易振興課

５ 意見書に添付する書面に記載すべき事項

(1) 意見を述べる者の氏名および住所

(2) 意見の対象となる大規模小売店舗の名称

(3) 意見を述べる理由
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秋田市公告 

 

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第５条第１項の規定によ

り、大規模小売店舗の新設に関する届出があったので、同条第３項の規定

に基づき、次のとおり公告し、関係書類を縦覧に供する。 

　なお、当該大規模小売店舗の周辺地域の生活環境の保持のため配慮すべ

き事項について意見を有する場合は、同法第８条第２項の規定により、縦

覧期間満了の日までに市に対し意見書を提出し、これを述べることができ

る。 

 

　　令和６年３月８日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

１　届出事項の概要 

　(1) 大規模小売店舗を設置する者の名称および代表者の氏名ならびに住

　　所 

　　　名　称　株式会社ツルハ 

　　　　　　　代表取締役　八　幡　政　浩 

　　　住　所　北海道札幌市東区北二十四条東二十丁目１番21号 

　　　名　称　株式会社オートバックスセブン 

　　　　　　　代表取締役　堀　井　勇　吾 

　　　住　所　東京都江東区豊洲五丁目６番52号 

　(2) 大規模小売店舗の名称および所在地 

　　　名　称　（仮称）秋田下新城複合商業施設 

　　　所在地　秋田県秋田市下新城中野字琵琶沼431番１外　14筆 

　(3) 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名または名称および住

　　所ならびに法人にあっては代表者の氏名 

　　　名　称　株式会社ツルハ 

　　　　　　　代表取締役　八　幡　政　浩 
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　　　住　所　北海道札幌市東区北二十四条東二十丁目１番21号 

　　　名　称　株式会社オートバックス東日本販売 

　　　　　　　代表取締役　藤　原　伸　一 

　　　住　所　千葉県市川市鬼高三丁目32番12号 

　(4) 大規模小売店舗の新設をする日　 

　　　令和６年10月27日 

　(5) 大規模小売店舗の店舗面積の合計　 

　　　1723.83㎡ 

　(6) 駐車場の収容台数　 

　　　60台 

　(7) 駐輪場の収容台数　 

　　　14台　 

　(8) 荷さばき施設の面積　 

　　　72.00㎡ 

　(9) 廃棄物等の保管施設の容量　 

　　　35.70㎥ 

　(10) 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻および閉店時

　　 刻 

　　ア　株式会社ツルハ　 

　　　(ｱ) 開店時刻　午前７時 

　　　(ｲ) 閉店時刻　午前０時 

　　イ　株式会社オートバックス東日本販売 

　　　(ｱ) 開店時刻　午前10時 

　　　(ｲ) 閉店時刻　午後７時 

　(11) 来客が駐車場を利用することができる時間帯 

　　　 午前６時30分から午前０時30分まで 

　(12) 駐車場の自動車の出入口の数 

　　　 ２箇所 

　(13) 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間 

　　ア　荷さばき施設①　午前６時から午後９時まで 
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　　イ　荷さばき施設②　午前６時から午後９時まで 

２　届出年月日　 

　　令和６年２月26日 

３　関係書類の縦覧場所および期間 

　(1) 縦覧場所　 

　　　秋田市産業振興部商工貿易振興課 

　(2) 縦覧期間　 

      令和６年３月８日から同年７月８日まで。ただし、土曜日、日曜日

および国民の祝日を除く、午前８時30分から午後５時15分まで 

４　意見書の提出先　 

　　秋田市産業振興部商工貿易振興課 

５　意見書に添付する書面に記載すべき事項 

　(1) 意見を述べる者の氏名および住所 

　(2) 意見の対象となる大規模小売店舗の名称 

　(3) 意見を述べる理由 
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 秋田市公告

 

　令和６年３月12日付けで認可地縁団体である四ツ小屋中野町内会から地

 方自治法（昭和22年法律第67条）第260条の46第１項の規定に基づき、所

有する不動産について所有権の移転登記に係る公告の申請があったので、

 同条第２項の規定により次のとおり公告する。

 

 　　令和６年３月18日

 

 秋田市長　穂　積　　　志　　　　　

 

 １　認可地縁団体

 　(1) 名称

 四ツ小屋中野町内会

 　(2) 区域

秋田市四ツ小屋字中野、四ツ小屋字東泉寺、四ツ小屋字与左エ門川

 原364番地３、御野場一丁目３番９号および３番11号

 　(3) 主たる事務所

 秋田市四ツ小屋字中野７番地の３

 ２　申請不動産に関する事項

　(1) 土地

種　類 面　積 所　在　地

田 1,004㎡ 秋田市四ツ小屋字与左ェ門川原162番１

田 991㎡ 秋田市四ツ小屋字上川原19番

 　(2) 表題部所有者又は所有権の登記名義人の氏名又は名称および住所

 　　ア　氏名

 　　　　別紙（省略）のとおり

 　　イ　住所

 　　　　別紙（省略）のとおり

 ３　申請事項に関し異議を述べることができる者
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　　申請不動産の表題部所有者、所有権の登記名義人もしくはその相続人

 又は申請不動産の所有権を有することを疎明する者

 ４　異議を述べることができる期間

 　　令和６年３月18日から同年６月18日まで

 ５　異議を述べる方法

　　地方自治法施行規則（昭和22年内務省令第29条）第22条の３第２項の

規定による申出書および関係書類を秋田市市民生活部生活総務課に提出

 することによる。

- 433 -



秋田市公告 

 

  大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規定によ

り、大規模小売店舗の変更に関する届出があったので、同条第３項におい

て準用する同法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり公告し、関係書

類を縦覧に供する。 

　なお、当該大規模小売店舗の周辺地域の生活環境の保持のため配慮すべ

き事項について意見を有する場合は、同法第８条第２項の規定により、縦

覧期間満了の日までに市に対し意見書を提出し、これを述べることができ

る。 

 

　　令和６年３月22日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

１　届出事項の概要 

　(1) 大規模小売店舗を設置する者の名称および代表者の氏名ならびに住

　　所 

　　　名　称　みずほ信託銀行株式会社 

　　　　　　　代表取締役　梅　田　　　圭 

　　　住　所　東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 

　(2) 大規模小売店舗の名称および所在地 

　　　名　称　イオン秋田中央店 

　　　所在地　秋田県秋田市楢山川口境62番７　外７筆 

　(3) 変更した事項　　 

　　ア　建物設置者の代表者氏名 

　　　　変更前　みずほ信託銀行株式会社 

　　　　　　　　代表取締役　飯　盛　徹　夫 

　　　　変更後　みずほ信託銀行株式会社 

　　　　　　　　代表取締役　梅　田　　　圭 
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　　イ　建物設置者の住所 

　　　　変更前　東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

　　　　変更後　東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 

　　ウ　大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名または名称および

　　　住所ならびに法人にあっては代表者の氏名 

　　　　変更の内容については縦覧に供する関係書類のとおり 

　(4) 変更年月日　 

　　ア　令和２年４月１日 

　　イ　令和３年11月22日 

　　ウ　令和５年３月１日 

　(5) 変更理由 

　　ア　建物設置者の代表者氏名に変更が生じたため 

　　イ　建物設置者の住所に変更が生じたため 

　　ウ　小売業者の入替により変更が生じたため 

２　届出年月日　 

　　令和６年３月18日 

３　関係書類の縦覧場所および期間 

　(1) 縦覧場所 

　　  秋田市産業振興部商工貿易振興課 

　(2) 縦覧期間　 

      令和６年３月22日から同年７月22日まで。ただし、土曜日、日曜日

および国民の祝日を除く、午前８時30分から午後５時15分まで 

４　意見書の提出先　 

　　秋田市産業振興部商工貿易振興課 

５　意見書に添付する書面に記載すべき事項 

　(1) 意見を述べる者の氏名および住所 

　(2) 意見の対象となる大規模小売店舗の名称 

　(3) 意見を述べる理由
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 秋田市公告

 

　農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する法律（令和４年法律第56

号）附則第５条第１項の規定によりなお従前の例によることとされる同法

第１条の規定による改正前の農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65

号）第18条第１項の規定により、農用地利用集積計画（令和５年度第12号

計画）を定めたので、同法第19条の規定に基づき公告し、次のとおり縦覧

 に供する。

 

 　　令和６年３月25日

 

 秋田市長　穂　積　　　志　　　　　

 

 １　縦覧に供する書類

 　　農用地利用集積計画書

 ２　縦覧場所

 　　秋田市山王一丁目１番１号　本庁舎３階

 　　秋田市産業振興部農業農村振興課

 ３　縦覧時間

　　午前８時30分から午後５時15分まで。ただし、土曜日、日曜日および

国民の祝日（以下「休日」という。）ならびに12月29日から１月３日ま

で（休日を除く。）を除く。 
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 秋田市公告

 

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第29条第１項の規定により、令和

６年２月19日付け秋田市指令第1634号で許可した開発行為について、次の

開発行為に関する工事が完了したので、同法第36条第３項の規定に基づき、

 公告する。

 

 　　令和６年３月26日

 

 秋田市長　穂　積　　　志　　　　　

 

１　開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

　　秋田市仁井田字大野257番３ 

２　開発許可を受けたものの住所および氏名 

　　秋田市外旭川字三千刈56番地１ 

　　グレイシャスコートＢ101　　 

　　加　藤　実貴八 

　　秋田市外旭川字三千刈56番地１ 

　　グレイシャスコートＢ101　　　　 

　　加　藤　円　佳 
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秋田市公告 

 

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項の規定において準用

する同法第19条第１項の規定により都市計画を変更したいので、同法第21

条第２項の規定において準用する同法第17条第１項の規定により次のとお

り公告し、当該都市計画の案を公衆の縦覧に供する。 

　なお、当該都市計画の案について、縦覧期間満了の日までに市に意見書

を提出することができる。 

 

令和６年３月29日 

 

 秋田市長　穂　積　　　志　　　　　

 

１　都市計画の種類および名称 

秋田都市計画用途地域 

２　位置および区域 

秋田市下浜羽川字下野地内 

３　縦覧期間 

　　令和６年３月29日から同年４月12日まで。ただし、土曜日および日曜

　日を除く。 

４　縦覧時間 

午前８時30分から午後５時15分まで 

５　縦覧場所 

秋田市山王一丁目１番１号　秋田市都市整備部都市計画課 
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秋田市公告 

 

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項の規定において準用

する同法第19条第１項の規定により都市計画を変更したいので、同法第21

条第２項の規定において準用する同法第17条第１項の規定により次のとお

り公告し、当該都市計画の案を公衆の縦覧に供する。 

　なお、当該都市計画の案について、縦覧期間満了の日までに市に意見書

を提出することができる。 

 

令和６年３月29日 

 

秋田市長　穂　積　　　志 

 

１　都市計画の種類および名称 

秋田都市計画地区計画　下浜羽川地区計画 

２　位置および区域 

秋田市下浜羽川字下野地内 

３　縦覧期間 

　　令和６年３月29日から同年４月12日まで。ただし、土曜日および日曜

　日を除く。 

４　縦覧時間 

午前８時30分から午後５時15分まで 

５　縦覧場所 

秋田市山王一丁目１番１号　秋田市都市整備部都市計画課 
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